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創 造的破 壊 一変革へ の挑戦 一

通商産業省資源エネルギー庁

長官官賭 議官 並 木 徹 《 燈〕レ

〔激動の90年 代 を経 て21世 紀への期待〕

変化の脈動が世 界を揺 り動か している。東欧,旧 ソ連,中 東… そのい きお い

は留 まるともみ られない。本年 は,イ スラエル ・パ レスチナの和解が行 なわれ る

とともに,日 本 で も連立政権が誕生す るに至 った。

わずか数年前には考え られなか ったこの ような変化が,今 後 も生 じるのであろ

うか。

民主化,自 由化,生 活 の向上への期待 は,情 報化 の進展 と対応 して,そ れを封

殺す ることを不可能 としているが,一 方で民族紛争 とか過度の対立へ の懸念 も生

じてい る。

〔技術革新 と産業基盤の確立〕

さて,我 が国 としての対応はどうだろうか。

先般,首 相 の諮問機 関である経済改革委員会(平 岩委員会)が 規制緩和 に関す

る中間 とりまとめ を行 なった。 この委員会への内外 の期待 は大 きいが,こ の中間

とりまとめにおいて も 「聖域」 を認めず,国 際環境 技術革新への対応 を求めた

もの として高 く評価 されるものである。

我が国は,今 後国際経済社会での貢献 が求め られるが,一 方で,高 齢化時代へ

の対応,製 造業の弱体化への懸念,社 会基盤整備 の必要性等多 くの課題 を抱 えて

いるところで もあ り,同 委員会の検討に期待 す るところである。

〔エネル ギー分野におけ る挑戦〕

地球環境 問題 と経 済成長 を両立 させ ながち,エ ネル ギーの供給 を進めて行 くこ

とは至難 な課題 であ る。

経済,生 活の基盤 ともいうべ きエネルギー環境 問題につ いては,グ ローバル な

視点が重要 であるが,原 子力,新 エネルギー,省 エ ネルギー,環 境,安 全対策に

おける我が国の技術への期待 は極め て大 きい。21世紀に向けた我が国の技術 開発,

技術移転 につ いて も必ず しも従来の延長 に留 まらない提案 と挑戦が必要ではなか

ろうか。
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座 談

司会

新水素 エネル ギー実証技術開発

プ ロジ ェク トの進 め方1つ いて
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一

1.プ ロジェクト発足の意義と研究開発の動向

司会 本 日は大変お忙しいところをお集 まり

いただきましてありがとうございます。

きょうは,新 水素エネルギー実証研究の今

後の進め方,こ れまでの経緯などにつ きまし

て皆様のご意見を賜 り,そ して,今 後の将来

展望 ということにまで話を発展させていただ

きたいと思います。

攣

い
譲
蜀
喫
ー

では,ま ず初めに資源エネルギー庁技術課

長の佐々木様のほうから,本 プロジェク トの

目的 ・意義などに関しましてお願いしたいと

思います。

佐々木 それでは,皮 切 りにこのプロジェク

トの目的 ・意義についてお話 ししたいと思い

ますが,も うご案内の とお りですけれども,

1989年 にフライシュマン ・ポンズ両博士が,

重水素中に陽極にパ ラジウム,陰 極にプラチ
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ナを用いて電気分解 をすることによって過剰

熱が発生するという発表を行ってか ら約5年

になります。

この現象その ものがいわゆるコール ド・フ

ユージョンであるか どうか というようなこと

がいま大変議論になっているわけです。 これ

を私どもの資源エネルギー庁の国家プ ロジェ

ク トで取 り上げてみようとい う一つの意義

は,従 来,技 術開発の国家予算の考え方は,

ある一定 の理論 が確立 している現象 につ い

て,そ の現象再現を積み重ねながら,実 証研

究を行 い工業的な利用開発の技術 というもの

を構築 してい くというのが基本的なプ ロジェ

ク トへ の取 り組 みパ ターンだった と思 いま

す。今 回は,理 論的な機構解明は ともか く,

現象が起こっているという事態があ り,現 象

か ら理論の解明が必要であ り,さ らにその現

象が工業的に技術化,利 用ができるか どうか

というプロジェク トですから,や や従来の国

家プロジェクトの取 り組み方 とは違 う行 き方

をとっているという意味では,新 しい技術開

発への取 り組み といえます。しか も,この現象

そのものの科学的な機構解明 とい うことが,

学会で も議論が行われているとい うところで

もあ り,そ うい う意味で壮大な技術開発チャ

レンジに国家プロジェク トとして挑んでいる

といえます。今後の国の技術開発のあ り方を

考える上で一つのモデルケースになるのでは

ないか というのがまず第一点であ ります。

2つ 目は,当 面,こ のプロジェ クト逐行 に

よ り,こ うした研究分野にある一定の糸 口を

与える,あ るいは,一 定の見極めをつけてみ

ようという,先 導的な取 り組みであるとい う

ことも,従 来の技術開発への取 り組み とは多

少異なるスタンスではないか と思います。

佐 々木 宜彦 氏

(資源エネルギー庁公益事業部技術課長)

私 どもの資源エネルギー庁のポジションか

ら申し上げれば,現 象 自身がコール ド・フユ

ージョンであるかどうかとい う研究 目的よ り

も,む しろこうした過剰熱の発生現象そのも

のが,い わゆるエネルギー として将来われわ

れの財産 にな り得 るのか,こ れをほんとに工

業的に利用できるのか ということが基本的な

この研究開発の目的・意義にな ります。当面,

水素の新 しいエネルギー利用形態 とい うもの

の見極めをつけたいというのが正直な ところ

です。

このプロジェク トは将来,非 常に大 きな世

界共有の財産になるか もしれません。 そうい

う意味で,日 本が先駆けてこうした国家プロ

ジェクトとしてこの問題 を取 り上げてい くこ

とによって歴史的な意義が もたらされる可能

性 もある。 また,日 本のエネルギー問題のバ

ーゲニングパ ワーになるか もしれない,あ る

いは将来,世 界のエネルギー情勢,エ ネルギ

ー問題 に対 しての貢献 とい う可能性 もある

と,こ ういうふ うに考えてお ります。

司会 どうもありがとうございました。

それでは,引 き続 きまして,こ の新水素エネ

ルギー研究のこれまでの沿革 ということに関
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しまして,学 会の立場から東京工業大学の岡

本先生のほうか らお願 いしたい と思います。

岡本 水素エネルギー というのは,私 も前か

ら非常に興味ある分野で して,皆 さん御存知

のように,水 から酸素 と水素 をつ くって,そ

れを燃やせばまた水に戻る。燃やせば熱,燃

料電池のような形をとれば電気になる。エネ

ルギーを途中でいただいて,ま た もとの原料

に戻 る。それだけのことを考えると,原 理的

に極めてクリー ンなエネルギー ソースだと思

います。

もう一方を見 ると,地 球は水 どぶづ けの唯

一の惑星ですから,地 球の一番多い資源は何

か,そ れは水です。これは本当に無尽蔵な資

源で,その中に軽水素 と重水素が入っている。

それを,い ま申し上げたような,酸 素,水 素

をつ くってエネルギーを得てまた戻す という

のは,言 うなればケ ミカルなエネルギー在庫

ということで とらえられます。

このサイクルは非常に興味があって魅力的

なわけですが,実 は,水 を壊 して酸素 と水素

にするところのエネルギーはどこか ら持って

くるか,こ れがいま勝負なのです。それで,

太陽の光を水に当てて直接分解生産物 として

水素 をつ くる。あるいは,現 実論的に言 うと,

原子力の,い まの軽水炉のタイプではないか

もしれませんが,高 温炉をつ くって,そ の高

いガスの温度で水 を分解 して酸素 と水素にす

る。あるいは,熱 分解方式 という非常にソフ

ィス トィケーティッドな素晴らしい方式があ

るのですけれども,そ れは,そ れ自身がやは

り一次エネルギー としての熱 をもらわなけれ

ばいけない。そ ういうことで,い ま,少 なく

ともエネルギー関係 として水素では非常に話

題になっているところだ と思 うのです。
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岡本 眞實氏

難

(東京工業大学原子炉工学研究所教授)

資源が無限大だということもあります し,

クリー ンだ ということもあるのですが,そ の

水素 と酸素 というもののうちの水素 をエネル

ギー ソースと考えたときに,も う一つのや り

方に,具 体的に言えば核融・創 一水素 と言 う

よりは水素原子 と言ったほうが正 しいのです

けれ ども,そ の原子の持っている核力を開放

してつかまえて くる。これが軽い原子核 を結

びつけて少 し重いものをつ くる。そのときの

過剰エネルギー,要 するに開放 されて くるエ

ネルギーが核融合 エネルギー にな るわけで

す。

したがって,今 度,そ ういう新 しい見方 と

いうか,水 素のエネルギー という化学エネル

ギーに対 して,次 のエネルギーソースとして

の核融合については,プ ラズマ核融合 という

巨大なプロジェクトが走ってお りまして,そ

の核エネルギーを利用できる。それ までが,

われわれがもう手 をつけてしまって,あ る開

発段階にあるという意味では,コ ンベ ンショ

ナルなコンセプ トなわけです。

高温核融合一 一プラズマ核融合一一のほう

はいまだにまだエネルギーを出す ところを保

障するまでには行ってませ んけれど,一 種の
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コンベ ンショナルな,技 術的な問題はたくさ

んあ りますけれども,物 理 としてはわかって

いることをやっている。それから,水 素サイ

クル,化 学サイクル も,化 学あるいは物理 と

してはわかっている。そういう水素 を原料 と

するときの新 しいエネルギー ソースの形態 と

してこの新水素エネルギープロジェクトとい

うのは とらえ られているのだろ うと思い ま

す。

したがって,そ れは核融合反応なのか,あ

るいは別の,わ れわれがまだ認識 していない

プロセスによるものなのかはこれから極め る

べ きことであって,そ れに発端か ら4年 強の

間進んできたわけです。

その間,幾 つかの段階を経てやってきたわ

けですが,最 初の,佐 々木課長か ら紹介があ

った,フ ライシュマン ・ポンズ両教授 による

過剰熱 とい うことが発端になっているわけで

すが,サ イエンスのほ うか ら見た場合 には,

その後の約5年 間というのはやはりいろいろ

進歩 といいますか,変 遷があ りまして,現 在

では,そ の途中でいろいろ言われた マス

コミ的にも言われたし,あ るいは学会 として

も,非 常にナンセンスな話だか ら面 白いとい

うところまで幅広い議論を呼び起 こしたわけ

です。かな りの部分で,確 実と言いますか,正

確 なフェーヅ,要 するに,落 ち着いて着実に現

象 を見ようとす るフェーヅが展開 されてきた

と思います。要するに,整 理 されるものは整理

されて,議 論の対象にできる正確な情報ある

いはデータというものに基づいて議論が始 ま

ったのがこの2年 ぐらいかなと思います。わず

か約5年 間の歴史ですか ら,沿 革的で細か く

なって しまうか もしれませんけれ ども,質 の

上ではそういうように見て取れると思います。

したがって,こ ういう物理あるいは化学が

わかっていないところから国家プロジェクト

として推進 を図られるということは,日 本の

一番の弱点である基礎研究,世 界の基礎研究

に対 して 日本が大 きく貢献できるフェーヅで

はないか と思 います。

これが もっと進んだ後で,高 度化 とか,経

済性の議論にまで行 ってか らの話であればい

ままで と全 く同 じですから,そ れ以前の萌芽

期においてこういうプロジェクトを組まれた

ということは非常に意義があるのではないか

と思ってお ります。

沿革 といって も,短 い歴史ですので,質 的

な話だけにしておきたいと思います。

2.プ ロ ジ ェ ク トの研 究 開 発 体 制

司会 どうもありがとうございました。以上

で,イ ン トロと言いますか,こ のプロジェク

トがどういう経緯で組まれてきたかおわか り

になったと思います。

次に,そ のナショナル ・プロジェクトをど

ういう体制で進めてい くようになっているの

か ということですが,こ のプロジェクトは国

の補助事業 というもの と民間事業 というよう

な二つの体制がございます。その辺の全体的

な見通 しを佐々木課長のほうからお願い した

い と思います。

佐々木 いまお話がありましたように,こ の

プロジェクトの進め方 として,い ろいろ多方

面の研究ネッ トワークというもの を構成 して

進めていこうということです。これもいまま

での研究推進のあ り方に対 し先進的な取 り組

みをしているのではないかと思います。平成

5年 度か ら立ち上げをいたしまして,概 ね4

5



年間でとりあえずの目処をつけたい。総額,

官民合わせて40億 円程度の規模 を想定いた し

てお りますが,国 の予算 というのは毎年毎年

財政当局 と交渉をして進めてい く話であ りま

すので,必 ず しも4年 間でとい うことがもう

リジッ トでこれは動かせ ないというものでは

あ りません。

まず,国 の事業につきましては,ま ず当初

の2年 間でこの現象の再現性 というものを確

認することを中心に進めてい く。次の後段の

2年 間は,最 も効率のよい熱の取 り出し方式

を見極めまして,ど うい う形で工業的利用可

能な熱の取 り出 しができるのか,そ の辺 を見

極めてみたい。 したがって,前 段の2年 の成

果 を踏まえて,き ちんと評価 し,そ の上で次

の計画を練 っていきたい と考えてお ります。

プロジェクトの推進は,集 中研究方式 をと

りまして,研 究員の方々が実際に研究現場で

プロジェクトを推進 していただ くような体制

を組みたいと思 ってお ります。

一方,基 礎的な現象機構の解明という非常

に科学的なアプローチについては,大 学側の

研究支援を得たい,ま たこのネットワー ク構

成をしたい と考えてお りますが,そ の資金に

ついては,民 間企業か らの協力 を仰 ぎたいと

いう考 え方で進めてお ります。

司会 それでは,国 の補助事業に関しまして

は新エネルギー ・産業技術総合開発機構(N

EDO)の ほ うで集中的に開発 をされるとい

う体制になってお りますので,NEDOの 伊

藤理事のほ うか ら全体的な開発体制について

お話をいただ きたいと思います。

伊藤 私は,こ の新水素エネルギーについて,

約5年 前にフライシュマン ・ポンズ両教授の

発表以来,大 変興味深 く注 目をし,ま た何人

」

≠

蓼

、

面

異

㎝
繁

唱・

鴇
鍔
燃
露

汚
献

紘
噸
,
・

恐
響
～

癒
鞍

、

驚

ー

パ お

儀
、チ 訟 蕊

伊藤 正昭氏

搏
ー

(新エネル焔 産業難 盒騨 欝)

かの先生のお話も伺ってまい りました。 それ

がまさか私の担当になろうとは と,極 めて奇

縁でもございます。いま佐々木課長のお話に

ございましたように,こ のプロジェクトは全

体 としては約40億 円規模,そ のうち,国 の補

助事業 として,い まの ところ見積 りでは30億

円を4年 間 ということになってお ります。

この分 をNEDOは お引き受けいたす わけ

でございますが,NEDOと しましてその開

発体制についてご案内のように,NEDO自

身が直接や るということはなかなか休制上困

難でございますので,ま ず私 どもとしまして

は,諸 先生方にご参集いただきまして,こ の

新水素エネルギーの研究推進委員会 とい うも

のを設置いたしました。石井威望先生にも引

き続 きご尽力 を頂戴いただいてお りますが,

併せ て諸先生並びに民間会社の幹部の方々に

もご参加いただいてお ります。

それから,そ の過程で,2年 後に,一 大評

価があるわけでございますけれども,そ の間

でもいろいろな評価をしながら,結 果のレビ

ューをしなが ら進めてい く必要があろうとい

うことから,こ の研究推進委員会に並びまし
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て,開 発調整推進委員会 いささか長い名

前でございますが,研 究 ・評価 というもの を

重点にした委貝会を,先 生方を中心 といたし

まして設置いた しました。

また,実 際に研究を推進す るための,計 画,

立案,実 行 を効果的に進めるために,核 にな

る小人数の先生方にお集 まりいただきます実

証研究の推進委員会 というものを下部に設置

いたしました。

このスキームがNEDOと しての開発体制

になろうと思いますが,そ のほか外国との情

報交換,あ るいは国際共同研究 といったよう

な,国 際交流 を進めるため,NEDOは ただ

いまは米国 ・電力研究所(EPRI)と の国

際共同研究ができないか ということを打診 し

つっございます。EPRIも 大変乗 り気でご

ざいます し,こ れはNEDOが 直接EPRI

と覚書の形 でやっていくようなことになろう

と思いますが,こ うい うことで国際交流を進

めることが チャンネル としてあると思 いま

す。これは,た だいま佐々木課長のおっしゃ

る,い ろいろなネットワー クを活用す るとい

うことの一環 としてこういうことを進めたい

と思います。

加えて,実 際に実行 していただきますこと

に関しまして,先 ほ ど申し上げましたように,

NEDOの 体制か らして,や は り委託をお願

いしなければならない と思います。かねてよ

り関わってまいりましたエネルギー総合工学

研究所へ私 どもは委託 をお願いして,そ こで

実行的なことの集中研究,お よび民間事業 と

の情報交換 をここの場でぜひお願い したい と

思ってお ります。

なお,実 証研究の推進委員会の場 では,実

際に委託先で中心 となっていただいている,

今 日ご出席の浅見さんにお願いをいたしまし

て,こ れを実効的に,あ るいは効果的に,効

率的に進められるようなタスクもお願いいた

してお ります。

司会 どうもあ りが とうございました。

では,た だいまNEDOの ほうか ら業務の

一部を委託 とい うことで
,受 託先になります

エネ総工研の松井センター長のほ うか ら,ど

ういう体制で開発を進めていかれるか という

ことをご説明いただきたい と思います。

松井 いま,全 体のプロジェクトの開発体制

について佐々木課長並びにNEDOの 伊藤理

事のほうからお話があったわけですが,実 際

実行す る場 としては私 どもの研究所 というこ

とで,11月1日 付けで所内に新水素エネルギ

ー実証研究センター という機構 を設置いたし

ました。不 肖私がそのセンター長 ということ

で,こ のプロジェクトの面倒 を見るように と

いうことにな り,11月1日 付けで就任 してお

ります。

このセンターの当研究所 の中での位置づけ

は,こ のプロジェクトを推進するべ く特別に

設置 したセンターでございまして,こ のセン

ターを中心に実際の実験のラボラ トリーを設

置して,そ こで当面の課題 である熱発生の再

現性の確認 を,た ぶん2年 間 実質的には

1年 半 もない状況だ と思 いますが,そ の間に

集 中的に取 り組んで実施するということが,

当面の課題だと思ってお ります。

センター としては,そ れだけではな くて,

民間事業の基礎研究支援のほうも行 うわけで

あ りまして,実 際にその方をやっていただく

のは岡本先生 をは じめ学会の方々のネッ トワ

ー クで実施 していただ くわけです。そこの部

分の,言 うならノリとい うか,お 手伝い部分
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もこのセンターの仕事の一部であ り,ま た,

このプロジェク ト自身は,こ のネ ットワー ク

とい うか,再 現性 を確認す るとい う部分 と理

論的解明の部分 とが有機的に結合 してこそ効

果的であ り,そ のほかには,国 際協力,国 際

交流 とい うもの も含めてだろ うと思い ます

が,そ ういう有機的な,総 合的な活動でもっ

て効果的に推進されるべ きものだ と思 ってお

ります。

センターが,実 際にどこで実験をや るか と

いうことにつきましては,先 ほどNEDOの

伊藤理事のほうか らもお話があ りましたよう

に,ま ずいろいろな各協力機関からのご専 門

家の方々の参加 を要請いたしまして,特 に浅

見さんには当研究所に来ていただき,こ のセ

ンターの中でプロジェク トマネージャー とし

てこの研究全体の指揮 をお願いするというこ

とになってお ります。

実際のラボラトリーは,こ の後 ご紹介 して

いただけるとは思うのですが,こ の新水素エ

ネルギー関係の研究 というか,コ ール ド・フ

ユージ ョンの研究というか,先 導的にもおや

りになっておりますイムラ ・ジャパンの札幌

の研究所の建物にちょうど具合のいい場所が

あるということと併せ て,イ ムラ ・ジャパ ン

からのノウハウ的な研究支援 も期待で きると

いうこともあり,そ この場所に設定 したいと

い うことでいま現在準備中でございます。

そのほか,ラ ボラトリーでは再現性の実験

がまず当面の主テーマでありますが,後 半は,

もしその再現性な りが確認 されたならば,理

論的解明等 とジャンクションしたうえで大規

模利用 と言いますか,工 業的利用へ向けての

考察 というか,試 みみたいなものがその次の

テーマになると思います。それが主体 でござ

いますが,そ のほかに,こ の件は特に幾つか,

いまからでも見えている課題があるか と思い

ます。

とい うのは,ま ず材料の問題があって,一

般的には 「どうもパラジウムというものが重

大な役割を果たしているのではないか」 と言

われていても,マ クロスコピックな性状はわ

かっていなが ら,実 際,重 水素あるいは水素

同士がどんなことになっているのかというこ

とに関 してはまだまだいろいろ問題があると

いうことで,材 料関係については,ま た分析

等 も含めて専門の ところにお願いするとか,

また,も し,こ の反応 自身では,そ れが核反

応か化学反応か,あ るいはほかの反応である

かは別にいたしまして,熱 の測定 というもの

も非常にキーポイン トになります。

あるいは,も しそれが核反応であるとす る

と,必 ずやその核反応の生成物があるはずで

ございまして,そ の大小はいろいろメカニズ

ムによって違 うかもしれません。それもわか

りませんが,そ ういうものの検出というもの

も非常に大 きな課題でございますので,今 後,

その辺 をどうしていくか ということに関 して

も一部,ご 専門の ところにお願いするといっ

たことで進めていきたい と考えてお ります。

3.実 証ラボラ トリーの概要 とプロジェク ト

に対す る学会の期待

司会 どうもあ りが とうございました。

ただいまの話にございましたように,エ ネ

総工研のほ うでは,北 海道に実証 ラボを設置

す るという計画 になってお りますが,イ ム

ラ・ジャパン株式会社の國松社長のほうから,

実証ラボの概要 ・規模等に関 しましてお話 を
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伺 いたいと思います。

また,國 松社長はフライシュマン先生のお

弟子さんで もあられるということを聞いてお

りますので,そ の辺も併せてお話 しいただけ

れば幸いだ と思います。

國松 先ほど,実 証 ラボの概要 ということで

お話があったのですが,実 証 ラボができる地

域は札幌の厚別区とい うところにある札幌の

テクノバー クというところであ ります。周囲

には,日 本IBM,オ ムロン,ナ ショナルな

どいろいろな企業の研究所がかな り進出して

いるようなところです。背後には,野 幌の広

大な原始林 を控えたような,非 常に研究環境

としてはいいところでありまして,そ こにイ

ムラ ・ジャパンという会社の建物があるわけ

ですが,こ こは去年の5月 に竣工しまして,

私 どもが実際にそこへ移転 したのはちょうど

5月 のやは り中頃で,イ ムラ ・ジャパンの開

所式 というのを7月17日 にやったわけです。

その当時,私 どもが新 しい建物に入ったと

きに,ほ ん とは3階 まで全部使って しまう計

画を立てたんですが,と ころが,そ の当時の

豊田稔名誉会長(故 人)と いうアイシングル

ープの総帥の方が,「最初から全部使 うようで

は夢 も希望 もない。将来,ど んな新 しいプロ

ジェクトを立ち上げる必要が出て くるか もし

れないから,3階 は とにか く空けておいて く

れ」 ということで,急 遽,私 どもは1,2,

3階 を使 う予定 を2階 までにとどめて,3階

は空けてお くことになったのです。

そのスペースが,大 体,30m×30mの ほぼ四

角い建物ですので,約900m2で,実 際の実験ス

ペースとしては800m2く らいの空間が,い わば

全 く仕切 りがない状態で空いていまして,そ

こを現在,本 格的な実験室に使えるように改

國松 敬 二 氏

(イムラ・ジャパン㈱取締役社長)

装中であります。中身としては,事 務所 と,

過剰熱測定には不可欠の恒温室一 部屋の温

度を±1℃ くらいに保つ ような,9m×6m

くらいのかな り大きな恒温室 と,こ れか らた

ぶん材料関係の研究で必要になるようないろ

いろな分析機器 を置 く,空 調をきちん とした

ような分析機器室 と,ま たいろいろな化学実

験をするようなスペースと,さ らに,100㎡ ぐ

らいはやはり将来の新 しい実験のためのスペ

ースが取れ るような空間があ りまして,そ う

いう意味では,た ぶん非常に本格的な研究施

設の形体 を成すような感 じになっています。

ここでは,私 から申し上げるのもちょっと

変なんですが,「 研究従事者」は,初 年度は全

部で5名 ということで,私 どもか らは2名 の

若い研究者 と,あ とは日立,東 芝,三 菱重工

か ち各々1名 ずつ ということで,現 場 で研究

実験 をやる人数 としてはそのような体制で始

めることになっていまして,そ の改装工事 も

現在ほぼ半ばを過ぎて,今 月いっぱいで済走

ということになっているわけです。

それで,私 どもの会社の3階 という場所 に

こういうプ ロジェク トを立ち上げていただい

たというのは,あ る意味では非常に名誉なこ
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となのですが,こ れが決ま りましてから私 自

身,実 証 ラボでの研究 とイムラ ・ジャパンで

の研究の関係をどう考えたらいいのか という

ことが常に頭か ら離れてお りません。端的に

申します と,協 力関係になるのか,あ るいは

ライバル関係 になるのか ということであ りま

して,少 な くとも変 なライバル関係ではない

とい うことははっきりしてまして,う ちの研

究員 を送 るわけですから,そ れこそライバル

に塩 を送 るのではないのですけれ ども,兵 隊

を送 るようなことはあ り得ないので,そ うい

う意味では,ラ イバル関係ではな くて,た ぶ

んいい意味での協力者でありライバルである

というような,そ ういう関係になってい くの

だと私 自身は考 えているのです。

この件に関しては,ま だいろいろ具体的な

ことでた くさん私が考えていることがありま

す し,申 し上げたいこともあるのですが,ち

ょっと長 くなるからそれはカットすることに

いたします。

先ほどちょっと誘導訊問のような形であ り

ました,私 とフライシュマン教授 との関係で

すが,私 は1976年 から81年 までイギ リスに留

学 していたことがあるのです。そのうちの4

年半 くらいをフライシュマン教授のところで

過 ごしまして,そ の うちの1年 半 くらいをポ

ンズ教授 と一緒に,ま さに同じ実験室で一緒

のテーマを研究 してお りました。

そういう意味で,彼 らが89年 にこのコール

ド・フユー ジョンの発表 をしたときには,こ

れも非常に奇縁なのです が,私 が諸般の事情

から大学をやめるちょうどその3月 の末だっ

たのですが,そ の 日にそのような話が出て き

たので,愕 然 としたことを覚えてお ります。

私は大学 を去るというのはある意味では非

常 に 不 本 意 な こ とで,意 気 消 沈 し て た の で す

が,昔 の 師 匠 あ る い は 同 僚 が そ う い う華 々 し

い こ とをや っ た とい う こ とで,コ ー ル ド ・フ

ユ ー ジ ョ ンが どれ く らい 画 期 的 と い うこ と と

は 別 に,個 人 的 に は 非 常 に 自分 自 身 の境 遇 と

い うのが ガ ッ ク リ きた わ け です 。

た だ,世 の 中 は非 常 に 面 白い ん です ね 。

入 っ た会 社 が ア イ シ ンAWと い う会 社 で,

そ の 総 帥 が先 ほ ど 申 し上 げ ま した 豊 田稔 とい

う方 で,会 社 に 入 っ て す ぐ,そ の コー ル ド ・

フ ユ ー ジ ョ ンの 話 を た ま た ま豊 田稔 名 誉 会 長

に し た とこ ろ,非 常 に これ に興 味 を持 た れ ま

して,「そ れ な らす ぐ両 教 授 を 日本 に呼 ん で 話

を聞 きた い」 とい う よ うに 話 され た の で す 。

そ の 当時,そ ん な こ と を言 わ れ て も,無 理

に 決 ま っ て い る と私 は 思 っ た の で す が,た だ,

や は り会 社 とい う とこ ろは,上 司 の 命 令 だ と

い う こ とで,と に か く万 難 を排 して,昔 の よ

しみ で 日本 に来 て も らわ な け れ ば いけ な い と

い う立 場 に な り ま して,国 際 電 話 その 他 で い

ろ い ろあ っ た の で す が,結 局,9月 に来 日 さ

れ て,ア イ シ ン グル ー プ の 会 社 に 来 て い た だ

い て 講 演 会 をや っ た とい う こ とで,そ れ か ら

ア イ シ ン グル ー プ で コー ル ド ・フ ユ ー ジ ョ ン

の研 究 をや る よ うに な っ た の で す 。

や は り豊 田名 誉 会 長 の指 示 で コー ル ド ・フ

ユー ジ ョ ン を本 格 的 に研 究 しな け れ ば い け な

い とい う こ とで イ ム ラ ・ジ ャパ ンが で き て,

なお か っ,フ ラ イ シ ュマ ン ・ポ ン ズ両 教 授 を,

あ の 当 時 は 「ア メ リカか ら逃 げ た 」 とい う よ

うに 言 わ れ た ん で す け れ ど,イ ム ラ ・ヨー ロ

ッパ と い う フ ラ ン ス に あ る 研 究 所 に 招 聰 し

て,ま さに ア イ シ ン グ ルー プ イム ラ ・ヨ

ー ロ ッパ
,イ ム ラ ・ジ ャ パ ン で コー ル ド・

フ ユー ジ ョ ンの 研 究 をや れ る よ うに な っ た と
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いう,そ んなところがイムラの経緯(い きさ

つ)で ございます。

司会 どうもあ りが とうございました。以上

が,国 の補助事業の体制でございます。

民間事業の開発に関 しましてはすでに,そ

の役割,基 本的な考え方について,先 ほ ど佐々

木課長のほうからお話があ りましたので,学

会のお立場から,こ の民間企業にどういう期

待 をされているか ということを簡単に岡本先

生のほうか らお願 いできれば と思います。

岡本 極めて簡単に申し上げ ます。大学はい

ま非常に貧乏でございまして,な かでも,新

水素エネルギーに関連 して仕事 をなさってい

る方はちょっと苦戦中でしょう。

といいますのは,こ の現象 というのは非常

に複雑現象だと思われまして,一 面か らアク

セスして も,そ の一面では一流 というか,エ

キスパー トとしてア クセスしても,多 面から

見た時には素人ですね。 したが って,一 つの

小さい研究室で大事 にしてきたそのエキスパ

ー トぶ りでアクセス しても,反 対側 ではいろ

いろ抜けるところがある。 したがって,そ の

抜けるの を充唄 してちゃん とや ろうとす る

と,い ままでには用がなかったような機器 と

か,能 力とか,そ ういうものを借 りてこなけ

ればいけない。特に機器はお金はかか ります

し,ま たそれを長い時間使 えるものか どうか

という不安 もありますから,結 局,同 じ研究

室の中でも,そ の人たちだけですべ てを補 う

とい うことはまず不可能に近いでしょう。

先ほどからネットワー クという,あ るいは

集中だとかいう議論が出てますけれども,そ

うい うことを解決 して,多 方面すべ てがその

エキスパー トであると,そ ういう攻め方がこ

のプロジェク トは非常に大切だと思 うんです

が,そ の うちでも,大 学がこれから民間事業

の支援 を受けて,ネ ットワークづ くりと一緒

にそういうことで充実させていけるとい う非

常にあ りがたいチャンス 大袈裟に言 う

と,千 載一遭のチャンスー をいただいたと

いうように見てお ります。

したがって,大 学のいままでの経済的な要

素 といいますか,そ ういうのをある一定の程

度補助いただいて,も う一歩二歩踏み込んだ

議論ができる貢献,知 見 を大学の中から出せ

るのでは ないか というよ うに思 ってお りま

す。

それから,交 流研究協力 というのも先ほど

イムラ ・ジャパンとこのプロジェクトの間の

話があ り,ラ イバルか仲間か という話があ り

ましたけれ ど,個 々のライバルとか業績主義

とかいうのを排除 して,新 しい体制で,外 部

の研究者がチームを組んで,し か もその補助

事業の方々 ともチームを組んで,あ る目標 を

持った仕事ができるというのは,佐 々木課長

の新 しい思想に基づいたプロジェク トと同様

に,そ ういう面かちも期待が大 きいのではな

いかな と思います。

4.国 の補助事業での研究開発の内容

司会 どうもあ りが とうございました。

このプロジェ クトは,い まのお話のように,

産 ・官 ・学それぞれのお立場か ら非常に大 き

な期待が寄せ られています。さらに,基 礎研

究か ら工業的な利用 まで広範囲なプロジェク

トであるというようなことがおわか りになっ

たのではないか と思います。

以上 で,開 発論 と言いますか,開 発の体制

についてのお話を終わ りまして,い よいよ,
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それでは過剰熱 をどうや ってつか まえるのだ

ろうか とい う,研 究の本論のほ うに話を進め

ていきたい と思います。

本プロジェクトの総括的なプロジェク トマ

ネージャーである浅見さんのほ うか ら,まず,

どういう仕掛け をつ くって過剰熱をつかまえ

ようとされているか というお話をお聞きした

いと思います。

浅見 冒頭に佐々木課長のほうか ら,い まフ

ライシュマン ・ポンズ両教授のアナウンスか

ら約5年 経 っているというお話があったんで

すけれど,い まだに学会のなかでは現象の存

否について議論が まとまっていない,そ うい

う段階なわけですね。コール ド・フユージョ

ンの研究者の方は大方は肯定的 一部,否

定的な人 ももちろんいる ですけれ ども,

科学界全体 としてはやはり,否 定的な論者の

ほうが圧倒的に多い という分野で ございま

す。

いわゆる従来の常識的な核物理ではこの現

象を説明することができない。核物理 とい う

のは長年実績のある学問分野でございますか

ら,そ ういった核物理の分野の常識を打ち破

るためには,そ れだけの実験的ないわゆる実

績の積み重ね,そ れから,そ れに対す る理論

的な裏付け,こ ういったものを確実に してい

くことがそれ を世の中に一般化 していくとい

うことの本当のべ一スだろうというように私

は認識 してお ります。

そういった観点で,こ のプロジェク トの,

いわゆる 「過剰熱発生実証 モデル試験」 とい

うようにうたってお りますが,こ の実験のや

り方につ きましては,ス テップ ・バイ ・ステ

ップに取 り組む必要があるのではないか と思

います。

塗簿 病

懸ご 鳥 の、
♪'難 遡 ・ …

浅 見 直人 氏

(㈲ エネルギー総合工学研究所新水素エネルギー実証研究センタープロジェク トマネージャー兼新水素エネルギー実証 ラボラ トリー長)

従来よ り有意な過剰熱の発熱が測定 され,

しか も,再 現性が比較的よいと云われている

幾つかの例がございます。これには,こ こに

おられ る國松さんのところのイムラ ・ジャパ

ンでや られている方式,そ れか ら,フ ライシ

ュマン ・ポンズ両教授の方式,SRI方 式,

或は阪大の高橋先生の ところの方式等がござ

いますけれども,こ ういったものか らわれわ

れな りにこれを評価 ・選択 して,そ れをまず

できるだけ忠実な格好で追試 をする,そ して

いままでの現象を再現 してみる,こ れを私は

確認試験 というように呼んでお ります けれ

ど,こ れが第一ステップでございます。

そして,そ れが同じような熱発生現象が計

測 ・測定できれば,次 の段階で,こ れをどの

ように したら制御できるのか,再 現性 を向上

できるのか といったような,熱 発生の制御性

の追求を行 うというステップ を考 えてお りま

す。 これ を改良試験 とい う名前で呼んでお り

ますけれ ど,改 良試験の段階で,い わゆる熱

測定が発熱が10%と か20%と いうような状態

です と,こ の熱測定 というのはかなり難iしい

技術でございますので,い わゆる精密な熱測
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定法 を開発 しつつ,在 来の幾つかの有効なセ

ルにそれを適用 してい く。

さらに,こ の基本的な現象 としてメカニズ

ムがやは り重要であるということは,先 ほど

岡本先生か らご指摘があった とお りでござい

ますので,わ れわれ としても核生成物,そ う

いったものについての究明もぜひや ってみた

い,で きればその場測定 とい うや り方で検証

していきたいというように考 えてお ります。

それにはいろいろな手段をここで使わなけれ

ばいけないわけですが,熱 測定の他,核 測定,

その他物性測定等反応セルに適合 した測定手

法の開発 も必要にな ります。 これが改良試験

の段階での取 り組みでございます。

それが,当 初期待 どお り進めば,そ の次の

ステ ップとしては熱発生率を向上 していくと

いう,い わゆる確証試験 と呼んでお りますが,

そういった段階に進み,そ れが順調に進めば,

できればキロワット級の実証試験装置といっ

たものを設計 してつ くり,キ ロワット級の発

熱 を実証 してみたい。 これが全体 のス トー リ

ーでございます。

このプロジェクトはもともと,エ ネルギー

応用 といったようなものの展望 をつ くってい

く,そ のべ一スをつ くるのであるということ

が 目標でございますか ら,い ままでお話 しし

たようなことがメーンのアクティビティにな

ると考 えてお ります。

それからやは り基本的に重要なことは,材

料の中で何が起 きているのか,核 反応か,化

学反応か,あ るいは状態変化なのかを見極 め

ることだ と思います。 さらには,固 体の中で

の反応であるのか,あ るいは固体表面での反

応であるのか,そ ういったことを検証す るの

が重要なことだと認識 してお ります。

したがいまして,材 料そのものの試験前及

び試験後の変化 をよく観察すれば,化 学反応

にせよ核反応にせ よそれに付随した変化ある

いはその痕跡は必ずその材料の中に残されて

いるはずであるということで,そ の材料の分

析 と解析 といったことは手段 として重要視 し

てお ります。 したがいまして,で きるだけ最

新の技術で,し か し堅実な方法で,そ れを分

析,解 析 してい くということを考 えてお りま

す。

さらに,材 料開発 といった面でも,将 来の

展望 を開 くため には大変重要 でございま し

て,純 粋なパラジウムのほかに,パ ラジウム

を合金化 してよ り重水素の吸蔵率の高いもの

を選び,そ してより反応過剰熱を多く出させ

る,さ らにはパ ラジウム以外の新規の材料 ・

システム といったような開発 も重要な開発要

素ではないか と考 えてお ります。

一方
,こ のプ ロジェクトの中に情報収集 と

整理 といったことも併せてや っていきたい。

これは約5年 とい う浅い歴史ゆえに,こ の分

野の技術進展 とい うのは,紆 余曲折 もござい

ますけれ ども,非 常に著 しい。そ ういった情

報 をうまくとらえて,こ のプロジェク トとし

て効果的に,し か も効率的にそれを把握 し,

それを取 り込んでいくことが肝要であると考

えてお ります。

そのために,内 外の研究機関のデータを,

学会べ一ス,あ るいは個人的なコンタクトも

含めましてデータを収集 し,そ れを整理 して

い くとい うこ とをで きるだけや ってい きた

い。そ うす ることは,国 内の大学 との協力関

係 を結ぶ うえでも必要であ り,当 センターが

デー タセンター としての役割 もできれば果た

していきたい と考 えてお ります。
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さらに,そ のデー タベースをつ くることに

よって,NEDOの ほうで考 えておられます

国際協力のべ一スともそれがなるということ

で,で きるだけお互いにオープンな格好 で効

率的に研究が進め られるようにデータベース

の構築 と国際協力 を進めていきたいと,そ の

ように考えてお ります。

5.民 間事業での大学の役割 りと研究開発の

内容

司会 どうもあ りが とうございました。

先ほどセンター長のほうか ら,有 機的な連

携が必要だ というお話があったわけですが,

国の補助事業 と大学での研究 とい うのは両輪

の ように進 んでい くことが大切だ と思 いま

す。そのような観点 と,さ らに,大 学では現

象の背後に潜んでいる理論 といったようなも

の も探究してい く,大 学本来の役割 というも

の もあるか と思います。

余談でございますが,岡 本先生のお名前は

「まこと」 というふ うにお読みす るんだと思

いますが,い くら事実を重ね合わせて も真理

には到達 しないというような言葉 もあるわけ

でございますけれ ども,そ の辺 も踏 まえて,

大学,学 会ではこの問題にどういうふ うに取

り組んでいかれるかをお聞かせ いただければ

と思います。

岡本 大学 とい うか,日 本のこの関係のア ク

ティビティとい うのは,こ れまではおそらく

大半は大学にしかなかったとい う状態があっ

たわけです。もちろん,民 間企業の研究所や

その他 でいろいろ手 を染め られた方々は聞い

てお りますが,そ れにご発表 される部分 もご

ざいましたけれども,全 体のなかで大学が負

うべ きこ と と い うの は,先 ほ どの 浅 見 さ ん の

お 話 に も出 て き ま した モ デ リン グ だ と思 うの

で す 。 理 論 と モデ ル。 ど うい う こ とが 起 こ っ

て い るか とい う,自 分 た ち の科 学 的 な 知 見 に

基 づ い た モ デ ル が な い。

そ れ か ら,コ ン セ プ トとい うか,そ うい う

もの が で きて,そ れ が正 しい か ど うか を実 験

的 に チ ェ ッ クす る。 こ れ は,生 意 気 な 言 い 方

を して い ます け れ ど,い ま まで 全 部 や ら れ て

きた 当 然 の科 学 的 な手 法 で す 。 決 して新 しい

こ とで は な い 。 それ を も う一 度,こ れ を機 会

に再 構 築 して み る必 要 が あ ります 。

そ れ は,オ ー プ ン な デ ィス カ ッ シ ョ ン をや

る こ とに よ って 出 て くる と思 うの です 。 デー

タ を 隠 し合 った り します と,自 分 の コ ン セ プ

トな りモ デ ル が 間 違 っ て い て も,自 分 の デー

タ か ら は見 つ か ら な い こ とが あ ります か ら,

お 互 い に や は りオー プ ン に ネ ッ トワー ク の 中

で デ ィ ス カ ッ シ ョ ンす る こ とに よ っ て,真 実

に 近 い モ デ ル,そ うい う もの を求 め て そ れ を

実 証 して い く。 そ して,そ れ が 違 っ て い れ ば

別 な モ デ ル を立 て る。 こ れ が俗 に 言 う理 論 べ

一 ス だ と思 い ます
。そ うい う こ と を,「 の ん び

り」 と言 っ て は ち ょ っ と語 弊 が あ り ます け れ

ど も,楽 し くや れ るの は大 学 か な とい うの が

当 然 に あ り ます の で,大 学 の 最 も貢 献 す べ き,

担 うべ きエ リア だ と思 っ て い ます 。

そ れ で,こ の4年 間 の 動 向 を見 て の私 の 印

象 が あ りま して,そ れ は 簡 単 に 言 い ます と,

熱 を測 定 す る 人 は 熱 ば か り。 こ れ は,技 術 的

な 向 き不 向 きが あ ります か ら,怠 け 者 だ とい

うわ け で は な い の で す け れ ど,熱 を測 定 す る

人 は 一 生 懸 命 熱 を測 定 す る。 そ して,で き る

だ け 精 密 に 測 定 した い 。 そ うい う グ ルー プ が

あ る。 そ れ か ら,当 初,私 な ど もそ うで した
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けれ ども,核 反応 ということにこだわ りまし

て,そ れの生成物 を見つけてやる。 どういう

素性の生成物が見れるのか とい うことを追 っ

掛ける。 それから,も う一つは物性的なアプ

ローチ。物理系のアプローチにな りますけど,

物性物理か らのアクセスがあった。それか ら

もう一つ,核 物理ですね。核反応 というもの

を自分の得意 とする場 としてアタックした。

これが実 はバラバラだったわけです。その

バ ラバラだったところが,最 近少 し変わって

きました。 それから,こ のプロジェクトでぜ

ひそのバ ラバラを有機的に結合 していければ

素晴 らしいことになるだろう,そ ういう役割

を大学は担えるのではないかと思います。

と言いますのは,幾 つかのグループがござ

いまして,そ れぞれに得意 とする科学 を持っ

てお りますか ら,そ の人たちが一カ所で議論

すればそれが自動的に可能になる。そういう

意味で,こ のプロジェクトは非常に意義があ

ると思ってお ります。

核 と熱 を結びつけたのは阪大の高橋先生の

ところで,1年 ぐらい前か らですか,実 験系

だった と思 うのですが,そ れをもっと浅見 さ

んのベースで,EPRIの ケース,何 のケースと

いうところでそれが進むのではないか と思い

ます。 日本の大学,外 国の大学 との間で も大

学べ一スでももちろんできますけれ ども,お

そらく浅見 さんのや られるグループがそれに

一番適 したことになるか と思います。

それか ら,核 と物性の間の関係。これは材

料 とい う話に非常に近いことですけれども,

それのコネクションとい うか,結 びつ き。そ

れから最後に,こ れこそ大学でしかやれない

核物理的なアクセスです。これは非常に大事

ですね。いままで,否 定的あるいは否定され

る立場で議論される人の分野は物性物理 と核

物理です。はっきり言いまして,ほ かの物理

をやっている方は,あ まり興味がないとい う

こともあ りまして,わ ざわざその勉強 をしな

ければ意見も出ない。 この物性,こ れは材料

ですね。それか ら核物理です。

それで,そ のようないわゆるいまの物理の

常識では,外 挿 した,あ るいは内挿 して出て

こないことが議論 されてますから,当 然そう

い うところから否定派が出て くる。

そういう意味で,い ま私は大学 としての一

つの特徴は,核 物理的な,し か も実験核物理

として真理 を見つけていく,こ ういうことが

起 こり得 るのか どうか ということを見つめる

ことが大学の特徴であるということを,民 間

事業 としてはぜひご理解をいただ きたい とい

うのが私の意見です。

実際に,核 物理の世界でいま私たちがいじ

っているようなソ リッ ドステー トの中の重水

素の動 きとか何か というのは,い わばコール

ド・フユージョンですが,常 温の状態でやる

のは超々低エネルギー領域です。実験データ

がない領域です,中 性子以外は。あとは全部

クーロンバ リアで邪魔されますか ら。そんな

確率の低いのはわかっているのに実験 をやる

人はお りません。常識的には,そ れこそそん

なことは一生かか って も一つもデー タが とれ

ないような領域です。そうすると,超 々低エ

ネルギー領域の物理学 というものの新 しい面

がこれから出て くるか もしれないし,そ れの

確証をや る,あ るいは信頼性 を得 る因子 とし

て非常に大きなものになってい く。それ ちを,

できれば緊密なネッ トワー クでやってい きた

いと,そ う思ってお ります。
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6.新 水素エネルギーの将来展望

司会 どうもありがとうございました。

以上で,司 会者に課せ られましたシナ リオ

は消化できました。あ と30分弱時間があ りま

す。 これから,フ リーディスカッションと言

いますか,将 来展望 とい うことで皆 さんのご

意見をお伺いしたいと思います。

私 な りに皆 さんのお話 をお伺い してます

と,ま ず冒頭は佐々木課長のほうか ら,エ ネ

ルギー問題への世界的な貢献 とい うようなこ

とを目指 したい ということがあ りまして,も

しうまくいけば ということですが,通 産省の

ほうがifに チ ャレンジをす るんだ と。これ

は,い ままでifに チャレンジしたことがなか

ったとは申しませんけれども,ど ちらか とい

うと工業的応用のほうに非常に力を注いで き

た。それがifへ のチャレンジをや るというこ

とはや はり,わ が国が総体的な意味で非常に

お となの国になって きた。成熟 した国になっ

て きた。文明だけではな くて,文 化 も非常に

大事なものだとい うことが皆様の認識になっ

て きたという,そ ういう余裕が出て きたので

はないか と思 うのです。

一方,学 会のなかでは,た だいま岡本先生

のほ うから出ましたように,肯 定派 と否定派,

それぞれ論議が分かれているところであ りま

す。それに,あ る程度の応用の目処 をつける

と言いますか,そ ういうこともまたこのプロ

ジェクトの 目的だというお話が冒頭,佐 々木

課長のほうか らございましたので,い ろいろ

なこれからの展望,科 学技術的な面だけでは

なくて,一 っの社会的な現象であるというよ

うに岡本先生 もペーパーなどで言われてます

けれ ども,そ の辺 も含め まして,こ のプロジ

エ ク トを ど うい うふ うに 進 め,か つ また,ど

うい うふ うに外 との 対 話 とい い ま す か,こ の

プ ロ ジ ェ ク トの 進 捗 状 況 を ど うい うふ う に外

と コ ミュ ニ ケ ー トして い っ た らい い か とい う

よ うな こ と も含 め ま して,ご 自由 に 思 っ て い

る と こ ろ を お 開 き い た だ け れ ば と思 い ます 。

も し よ ろ しけ れ ば,佐 々 木 課 長 の ほ うか ら

・ ●,o・.

o

佐 々木 い ま 司 会 の栗 原 さ んが よ くま とめ て

い た だ い た と思 うの で す が,こ の プ ロ ジ ェ ク

トを進 め る に あ た り,オ ン ・ザ ・ジ ョブ の積

み 上 げ と い う こ と と,ス テ ップ ・バ イ ・ス テ

ップ とい うこ とが 非 常 に 大 事 だ と思 うの です

ね 。 した が っ て,決 して い わ ゆ るフ ィー バ ー

す るわ け で な く,ま さに 粛 々 と進 め て い く と

い う こ とが まず 肝 要 で は な い か と思 い ます 。

や は り,先 ほ どか ら も お話 が 出 て ます よ うに,

こ の現 象 そ の もの に科 学 的 な根 拠 を き ち ん と

与 え る と い う こ とが 進 ん で こ な い と,プ ロ ジ

ェ ク トの ス テ ップ ア ップ に対 す る社 会 的 な意

義 や 信 頼 性 が 確 立 しな い とい うこ とが あ る と

思 い ます 。

そ うい う意 味 で は,岡 本 先 生 が お っ し ゃ っ

た,プ ロ ジ ェ ク トの 成 果 を公 開 す る,そ して,

研 究 遂 行 の 透 明 性 を確 保 して い くとい うこ と

は ほ ん と に こ の プ ロ ジ ェ ク トの進 め 方 と して

は 大 切 な こ とで は な い か と思 っ て い ます 。

お よそ,世 の 中 で い ま わ れ わ れ が 享 受 して

い る,先 端 技 術 の 工 業 的 利 用 とい うの は,現

象 な り理 論 が構 築 さ れ て,日 常 生 活 で 使 え る

よ うな もの に な る に は,原 子 力,あ るい は半

導 体,い ろ い ろ そ れ ぞ れ の 技 術 が あ ります け

れ ど も,お そ ら く数 十 年 ぐ らい の オ ー ダー で

か か っ て い る の で は な い か と思 い ます 。 そ う

す る と,い ま ま さ に栗 原 さ んが お っ し ゃ っ た
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ような,わ れわれの後世に対してのエネルギ

ー文明 というものをどう構築 していくのか と

いう考 え方 とも,こ ういうプロジェクトへの

取 り組みの姿勢が関わって くるのではないか

と思います。

いろいろなご議論があると思うのです。 冒

頭申しましたような 「粛々」とい う意味は,

そんなにた くさん金 をかけな くて もできるじ

ゃないか とか,あ るいは,何 も4年 で集中的

にや らなくても,ま さに長期的に粛々 とや っ

たらいい じゃないか とか,い ろいろなご議論

があると思 うのですけれども,未 来のエネル

ギー としていま進め られているような高温核

融合の世界にして も,日 常的工業的利用の意

味か ら言えば,ま だ まだ端緒にもついていな

い というのが実態だと思 うのです。

そういう意味では,当 面,過 剰熱が出てい

るという現象が一体何だ ということを少 しで

も早 く見極めてみようという取組姿勢は,今

後のわれわれのエネルギー文明とい うものを

考 えて,何 を子孫に残 していくかという考 え

方に立てば決 して早 くもない。いまか ら取 り

組んで決 して早 くないという意識を皆さんが

持 っていただ くことも,こ うした座談会 を通

じてPRで きれば ということも言えると思 う

のです。

それか ら,も う一つ。大学側の研究支援 と

いうことで,民 間企業からの資金的協力 を仰

ぐとい うことでこれを進めてい くわけですけ

れども,で きるだけた くさんの方に関心 を持

っていただいて,た くさんの方に参加 をして

いただ くとい う方法をもっと進めてい きたい

というように思ってお ります。

仮に,あ る一定の期間で,こ れがほん とに

コール ド・フユー ジョンらしいそとい うこと

誕 耀騨 諾 鵡罰鷺

1薫 燭 階 、
夙 。、i鷺・箇 躍 客 、㌧

梶鋤
健馨

弱

㌦

」
蔭

になれば,わ れわれがこうした研究開発に取

り組んでいるいまのこのプロジェク トが,い

わば先駆け的な役割を果たすわけです し,そ

の次のステップはまた,単 に通産省 という枠

内に止まらず,科 学技術庁な り,文 部省 なり,

国を挙げてまた新 しい開発体制 を組んでい く

必要 もあるのではないか。そうい う意味では,

私 どもの資源エネルギー庁 としての取 り組み

は,ス テップ ・バイ ・ステップの進展に応じ

て,ま た次の作戦を考えていくというオープ

ン ・マイン ドな姿勢で取 り組んでいくのが適

切ではないかなと考えてお ります。

司会 どうも大変ありが とうございました。

ただいま佐々木課長のほ うか ら,非 常に大

局的な本プロジェク トの意義,今 後の進め方

等サゼスチョンがございましたけれども,岡

本先生いかがでしょうか,学 会のほ うか ら。

岡本 やはり学者ですからね。先ほども言っ

ているのですけれども,こ ういうときに一番

大事なのはオープン ・マイン ドなディスカッ

ションなのです。これは,こ の4年 間,社 会

的に悪いほうの風評 を得 た一つには,何 か隠

している,聞 いても答えない,事 実,そ うい

う人が結構多かった。そ ういうことはもうサ

イエンスの取 り組み としては最悪なわけで

す。企業開発で,ノ ウハ ウとか企業秘密 とい

うことは社会 的に成 り立つ こ とですけれ ど
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も,科 学者の間でそういうことがあるとい う

のは,そ れだけでも嫌われるということはあ

り得 ると思 うのです。やは りディスカッショ

ンをいかにオープンにやれるか。

これはたぶん,い ろいろ企業の方が関わっ

ていらっしゃいますか ら,逆 に言います と,

大学でそれができないようでは企業 では絶対

にできないですね。ですから,こ のプロジェ

ク トのなかでは,企 業の方も大学側の研究者

も同じように,同 じ土俵の中で,な ぐり合 っ

て も蹴飛ば してもいいですから,オ ープンに

ディスカッションをする。それで,自 分たち

の考えをブラッシュア ップしていく。精神論

みたいなものですけれ ども,そ れは非常に大

切だ と思います。

それか ら,技 術的な展望 と言いますか,こ

れからについてちょっと申し上げます と,先

ほど浅見 さんか らもお話があったのですが,

私の知る限 りでは,や は り過剰熱 という絶対

量 を見ます と,時 々どこかの火山みたいな話

があ りますけれ ど,非 常にクールに見てい き

ます と,測 定が大変だということもあるか も

しれませんが,正 直に申しまして現象 自身の

エ ビデンスは強度なものはそんなにあ りませ

ん。そのか弱いものをいかに強 く育ててい く

か とい うことがこのプロジェクトだ と思 うの

ですね。浅見 さんがおっしゃったとお りなん

ですけれ ども,そ のか弱いものがいかにサイ

エンティフィックに科学的に確実なのか と,

それをいまのところずっと見極めてきている

わけですが,集 中的にそれをこの半年 ぐらい

で官民協力 してやれば,次 のステップは開け

て くるのではないか というように見てお りま

す。

司会 どうもあ りが とうございました。

先ほど國松社長のほうから,国 の補助事業

もや るし,わ が社の研究 もということで,い

ろいろお悩みだと思いますけれども,大 学の

立場 と,ま た企業の立場 というのもあるのか

もしれませ ん。その辺,こ れからの高い展望

をお持 ちだ と思いますがお話しいただけませ

んか。

國松 私 自身は4年 前は大学にいましたの

で,い まはまだ完全に企業人になり切れ ませ

ん。

いま岡本先生がおっしゃったのですけれど

も,オ ープン ・マイン ドということの重要性

ということで,私 などは,研 究成果が出たら

学会で発表するとい うのはいわば研究者の本

能みたいなものですね。そういう意味で,イ

ムラ ・ジャパンができてか らも,1年 半ほど

は発表ができなかった というか,も ともと私

どもの親会社のほうが,結 果が出たらす ぐに

学会で何かを発表す るという習慣や経験があ

まりなかった ということもありまして,私 自

身が学会発表をするとい う決心 をして,い ろ

いろな社内的な手続 きをとったわけです。そ

の後は大体スムーズに発表できるようにな り

ました。いままで特に電気化学協会の大会 を

中心に して,全 部で連続で19報 ぐらいの発表

をさせていただいてお り,こ れか らもそうい

う意味で同じようにオープンな形でや ってい

きたい と思います。

ただ,企 業ですか ら,当 然パテントとかそ

ういうことはずっと出していかなければいけ

ないとい う仕組み もあ りますので,そ ういう

意味で,3階 のこの新水素エネルギーの研究

プロジェク トが実際に発足 して,私 どもの会

社 との研究の関連性をどう考えるか とい うの

は非常に重要で,た ぶんオープンにお互 いに
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いろいろディスカッションするということは

これはもう基本的に重要なことだと思 うので

す。

ただ,お そらく,い ま岡本先生がおっしゃ

いましたように,い まか弱い状態だというこ

とは,た ぶん浅見さんがおや りになられて半

年 くらいす ると,私 の希望的な観測では,確

認されるのではないか と思 うのです。その後,

さらにそれ をどういうふ うに強 く育ててい く

か という辺 りの研究方針 な り,体 制なりが,

たぶんずいぶんお悩みになると思 うのです。

私 どもがいまや っているところは大体 その辺

りのところに差 しかか っているとい うのが現

状であ りまして,そ の後,お 互いに区別がつ

かな くなる。その辺 りでいま実際悩んでまし

て,う ちか ら送 る研究員なども,い まはその

辺 りをや っているということで,た ぶんだい

ぶ混乱す るということです。

そういう意味で,折 角同 じ建物にいるわけ

ですか ら,ぜ ひある時期になったら,一 部オ

ーバーラップするようなアイデアが出て くる

で しょうし,当 然,各 企業のいわばエキスパ

ー トの方が来られて,浅 見さんの下で一生懸

命や られ るわけですか ち,私 たちの及ばない

ようないろいろな研究手法 なりアイデアな り

が当然出て くると思 うのです。私 どももそ う

いう意味では,そ れちの新 しい研究の考 え方

にぜひ少 しずっ触れなが ら,自 分たちのアイ

デアも伸ばしていきたいとい うことで,そ う

いう意味でほん とに協力 し合 ってやっていけ

るような関係になれば と思 ってお ります。い

ろいろな意味で一企業の研究所 と,半 ば国家

プロジェクトとの関係 というのは私,全 然い

ままで経験がないのですが,私 どものできる

限 り,ほ ん とにオープンな関係 を維持 してい

きたい と思 ってお ります。

岡本 私,今 回の組織の規模からいって,ど

このオ リジナルというのは,オ ープンなディ

スカッションのときに自明だと思っているの

です。それを,オ フレコにしてほ しいのです

けれ ど,こ っそ り持って行ってどうこうする

というのはやは りオープンではないか らだ と

思 うのです。逆転使ってオープンに しておけ

ば,大 学側は少な くともサイエンティフィク

なオ リジナ リティは要求 しないことに してま

すか ら,そ ういうことをやっていれば,國 松

さんがこういうアイデアを出されていたとい

うのはみんな知 っているわけでしょう。そこ

が技術的な拠 り所になると思 うのです。そ う

ではない と,企 業秘密の泥棒さんなんて昔流

行 りましたけれども,裏 で,そ うい うことが

かえってはびこるのでしょう。それか ら,そ

んなに 多 くの人が直接携わることではない

し,そ ういう意味では,も う少 しだけは悩み

が救われるのではないかなと思ってお ります

けれ ど,ど うでしょう。

浅見 そ う思いますね。國松さんがライバル

になれば という話ですけれ ど,私 はいい意味

でライバルになることを実は密かに期待は し

ているのです。ただ,國 松さんの所か ら派遣

いただ く人を除いて他の企業か ら集まって く

ださる方々及び,私 自身も,Pd一 重水素にっ

いては実 験 をしたこ とが実際は ございませ

ん。文献 などをいろいろ調査 した り,一 部少

し予備的なことはや ったことがございますけ

れども,現 在は素人集団である訳です。

各企業の方がそれぞれのいままでの専門分

野の技術,知 識,経 験,そ ういった ものを生

か してやれば,早 い時期に國松さん といろい

ろディスカッションできるような段階に到達

一19一



し,新 しいアイデア も出していけるのではな

いか と思 うのです。

まあ,当 面は國松さんの ところの技術 をま

ずいろいろ教えていただいて,そ れを再現 し

て,そ れか らの話であって,そ れが どの段階

でできるか ということについては実際はやっ

てみないとわからないというようなことでご

ざいます。国のプロジェクトですか ら可能な

かぎりオープンマイン ドに大学や国立研究機

関の方々,民 間の方々 とも議論 して進めたい

と思います。

佐 々木 開発に関連 してちょっとコメン トを

申し上げさせていただきたいんですが,国 の

補助事業は集中研究方式 ということで,國 松

さんのイムラ ・ジャパンの3階 のスペー スを

お借 りす ることになったわけです。これが極

めて象徴的であ ります。イムラ ・ジャパン,

イムラ ・ヨーロッパ アイシングループ と

してこの分野でかな りの業績 と実績を積んで

こられたのが,そ の2階 です。その上の3階

に集中研究の場所 を設けさせていただ くとい

う主旨は,今 迄の成果の上にできるだけこの

国のプロジェク トを効率的に進めたいとい う

ことと,折 角やるなら世界の最先端を狙 って

い くということをぜひ実現 したい との願いが

込められています。

一方で
,イ ムラ ・ジャパンのいままでの特

許な り,ノ ウハウな り,貢 献度に対 して,こ

れか ら参入 されます企業に対 して,そ れが明

確な形でやは りきちんと評価されるという体

制はきちん と組んでいきたいと思います。 岡

本先生がおっしゃるように,そ の一つの手段

として,む しろ公開す ることこそがそういう

体制 を組みやす い とい ういまのお話 を承 っ

て,非 常に心強 くしたのです。

伊藤 事例はちょっとそ ぐわないかもしれま

せんが,か つて高温超電導ブームの ときに,

洪水のように多くのデー タが学会で報告され

ました。

特に企業側からは,争 うように色々なデー

タが報告 された。実は,私 ども前職では,ユ

ーザーながらかなりの実験室をつ くって,報

告された物質の評価をしてみた。そうしたら,

報告されたデータとはかな り異なるデータが

得 られた。

このことから,企 業側はチャンピオンデー

タの発表が多かったことが分る訳ですが,私

どもは,あ えて私 どもの実験結果にもとつ く,

いわば平均値 を学会に報告 しました。言葉は

悪いのですが意地悪爺さんの立場でした。

それが逆に相乗効果を生み出した感 もあ り

ます。メーカーとしては,分 っていて も開発

競争の最中ではチャンピオンデー タしか発表

できない。 よくぞユーザーがそのようなデー

タを発表 して くれたと,こ のようなことがま

た議論をか もしだしている。

いかに公開 とい うこ とが大切か とい うの

を,あ の当時身にしみて感 じたわけでござい

ます。

なぜそ ぐわないかもしれないと申し上げま

したのは,高 温超電導の場合 と,い まの現段

階でのこのテーマの場合はちょっとステー ジ

が違いますね。 コール ド・フユー ジョンのほ

うがよりプ レサイエンスですね。あの時点で

の高温超電導はサイエンスになりかかってい

るとい うぐらいの段階だった。だから,よ り

一層こちらのほうが公開の原則 というのは絶

対に必要だと思います。

司会 やはりオープンな議論 であるべ きだと

いうことではな くて,オ ープンな議論がなけ
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れば前に進 まない という,そ ういうような積

極的な意味で議論 しなが らつ くっていくとい

う,科 学技術の世界だけではないと思います

けれども,そ ういう左でも右 でも,と にか く

前向きに議論 をしていくということが非常に

大切ではないかな というような印象を受けま

した。

それで,NEDOの 伊藤理事 にお伺 いした

いのは,日 本の国内の研究者が技術課長がお

っしゃるように3階 のフロアで非常にオープ

ンな議論 をするということも大切ですが,ま

た,国 外 との交流もや られ るというようにお

伺 いしました。このプロジェク トを外国に対

して どうい うようにプレゼ ンテー ションして

い くか とい うこともまたそのオープンな議論

を外国とや るときの前提になるか もしれ ませ

んが,そ の辺 も含めまして,国 際交流 と言い

ますかNEDOの 事業 としてどういうふ うに

お考えになっていられるかお聞かせいただき

たい と思います。

伊藤 先ほどEPRIと いうことを申し上げ

ましたけれど,EPRIグ ループにはSRI

がっいでお りまして,SRIの 研究業績 もか

な り進んでいる。従 ってその辺 との交流 とい

うことが一番いまのところは効果的であろう

と考 えてお ります。具体的には,EPRIが

アメリカ国内でどういう研究テーマがいいの

かということで,た しか公募の形で集めたよ

うであります し,そ の締め切 りはもう終わっ

たころでしょうか。それで,そ の中か ら日本

との共同研究にそ ぐうもの一 目的にそ ぐう

もの と言ったほ うがより正確か もしれません

がEPRIが 絞 っている段階で,そ れ を

日本側 に提供す るとい う形になってお りま

す。

この場合に,そ れぞれお金の折半 とかそう

いうことよりも,む しろお互いに研究テーマ

を確認 し合いなが ら,よ り相乗効果を生むよ

うな研究テーマに絞 った形がEPRIか ら提

示 されるようでございます。それを私 どもが,

もちろん皆 さん方へ ご相談申し上げる,そ う

いうことのための委員会でもございますが,

お互いに情報を,デ ータを公開し合 うという

ことが覚書で盛 られることになろうと思いま

す。

お互いに情報を支援 し合 う,こ ちらの情報

は,向 こうで米国内にはね返す,向 こうの情

報は,国 内にはね返す。そしてあらたな進展

と,研 究の効率性 を生み出す,こ れこそが国

際研究交流の意義だと思います し,NEDO

はその役割 を積極的に果 して行 きたいと思っ

てお ります。

司会 どうもありが とうございました。

それでは最後に,本 プロジェク ト事業に関

しましてエネ総工研のほうの総括責任者 とし

ての松井センター長のほうから,ど ういう意

気込みでこのプ ロジェクトをマネージされて

い くかについて決意を表明していただければ

と思います。

松井 エネ総工研は昭和53年4月 創立以来,

今年で15周 年を迎 えました。当研究所の事業

は,い わゆる調査研究であ り,実 際に研究開

発の実業 をやるのは今回が初めてということ

になります。

私は,昭 和55年4月 当研究所に参加 しまし

たが,そ れ以前は研究開発の実業 をや ってい

ましたので,今 回の新水素エネルギー実証研

究については,ラ ボラ トリーで分野は違 うの

ですが,あ る程度の 自信 とい うか経験はあり

ます。
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コール ド・フユー ジョンについては,フ ライ

シュマン ・ポンズの発表を初めて聞いたとき

は,「 そんなバカな!」 とい うのが実感で し

た。しかし,それ以降多くの結果が発表され,わ

が国では国家プロジェク トとして,新 水素エ

ネルギーの実証研究プロジェクトが実施され

ることになったわけですが,幸 いエネ総工研が

実証研究の部分 を担当することにな りました。

私は,本 年11月 所内に設置された新水素エ

ネルギー実証研究センター長を拝命し,15年

ぶ りに実際の研究開発ができるチャンスが出

て来たわけです。

年令的に も,こ の程度の実業っぽいものを

や るのは最後のチャンスか も知 れない と思

い,或 る種の意気込みを覚えます。私はセン

ター長なので実務 をやるわけにはいかないか

も知れ ませんが,も し何か本当のことがある

のだったらこの手でつか まえてやる位の意気

でや らせて頂ければ有難いと思っています。

ただ,先 ほどか ら皆さん方から大変心強い

ご意見をいただいていると同時に,今 後のセ

ンター としてやっていかなければいけないこ

ととして,オ ープ ンに してい くということが

非常に重要なことと同時に,そ れがやは りフ

ァンクションとしてちゃん と機能 してい くと

いうことも私 どもの責任の一つだ と深 く心に

留めて,今 後のことを維持 していきたいと思

います。

これはまた,特 にエネ庁さん,NEDOさ

ん,そ れか ら大学,当 然そのほかの民間各会

社の方々 イムラ ・ジャパ ンさんを含め一

一のご協力がなければ,今 後のこと オー

プン性 も含めて をや っていけないことだ

と思いますので,よ ろしくご協力のほどと同

時にご教授のほどお願いしたいと思います。

7.夢 を 語 る

司会 どうもありがとうございました。

世の中は大変な不況でございますが,も う

す ぐ正月でもあ りますので,皆 様から一言,

夢 を語っていただくということで,ま ず佐々

木課長のほうか ら……。

佐々木 初夢ですか。財政当局がかなり厳 し

い予算をつけちゃったら,先 ほど申し上げた

夢に近づ く過程が少 し時間がかかるという夢

を見ないように したい。(笑 声)

司会 岡本先生,ど うでしょうか。

岡本 私 も毎 日夢 を見てますのでね。実験 は

毎 日夢を見ているのです。朝行って,こ れは

どうなっているかなと。 これに限らず仕掛け

てあ りますから,あ るいは学生がや っている

か ら,「どうなった?」,「 どうなった?」 とね。

すると,大 体,夢 のほうが先へ行っちゃって

るんですよ。

司会 正月に見たい夢 とい うので,こ うい う

夢を見たいとか。

岡本 これがキーだというのを,鍵 だ とい う

のをやは り特定で きて飛び上がる夢で しょう

ね。それを見たいですね。

司会 それでは,フ ライシュマン先生のお弟

子さんのほうから,御 正月に見たい夢はこれ
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だ というの を……。

國松 うちの研究開発はイムラ ・ジャパン独

自でやっているわけではな くて,本 社のほ う

で会長の諸戸 とい う方が非常にいろいろな意

味で研究開発に熱心な方で,自 ら現場に来 ら

れて,進 捗状況 を点検 したり,熱 が どれ くら

い出たとか,そ れはほん とに出ているのか と

かという辺 りまで議論されるんです。そのよ

うな意味で,冗 談なのですが,ア イシングル

ープでは苫小牧のほうに10万坪 ぐらいの土地

があるのですが,「おまえらがこうい う札幌の

研究所で実験をや っているということは,大

体,熱 が出ないと信 じているからではないの

か」 という話があ りまして,本 来ならこうい

う実験 というのは,苫 小牧の10万 坪の真ん中

に掘 っ建て小屋 を建ててやる くらいの意気込

みでな くてはいけないと言われてるのです。

そういう意味で,夢 といえば,理 屈はとも

か く,あ る朝,会 社で大騒ぎになって,ど う

も一つのセルが熱が出過 ぎて もう危険な状態

になった というようなことを,1回 で もいい

か ら,夢 でも見たいですね。

司会NEDOの 伊藤理事はお立場か らして

……。来年のお正月か もしれません,再 来年

のお正月か もしれませんが……。

伊藤NEDOの 立場 というのは,こ と,核

融合 であるということがはっきりした段階で

このプ ロジェク トか ら手 を引か ざるを得ない

かも知れないと云 う若干の現実的懸念はあ り

ます。 しか し,そ ういうことを離れまして,

これがたとえば体積当た りとか面積当た りの

過剰エネルギーが自然エネルギー程度であっ

ても,こ れは希望が もてる。一歩前進 して,

たとえば燃料電池など,ム ーンライ ト,あ の

クラスになって くるとかな り有望かな と。 そ

うい う意 味 で,電 気 自動 車 な らぬ核 自動 車 が

走 り回 っ た ら,こ れ は大 変 面 白 い こ とだ と思

い ます 。

も う一 つ は,夢 を もの す ご く壮 大 に馳 せ ま

す と,自 然 界 を支 配 して い る4つ の 力 に加 え

て,い ま 第5の 力 の議 論 とい うの が あ り ます 。

こ れ は 重 力 の一 種 でマ ク ロ的 に は 中 距 離 。 そ

して,こ の プ ロ ジ ェ ク トの 中 に ミク ロ的 長 距

離 力 と して の 第6の 力 とい うの が この 中 に潜

ん で い は しな い か,な ど とい うの は 全 く素 人

の 夢 で す が … … 。 そ の よ う な新 しい 「力 」 に

夢 をは せ る と150億 光 年 ま で 夢 を 見 ら れ ま す

ね 。 ビ ッ クバ ン当 初 の よ う な熱 い 時代 で な く

て現 在 の 非 常 に エ ン トロ ピー が 拡 大 され た 宇

宙 の 中 で は,収 縮 す る の か 拡 大 す るの か とい

うこ とは 永 遠 の 議 論 に な って い ます 。

案 外,こ の コー ル ド ・フ ユー ジ ョ ンの よ う

な現 象 に 新 しい 力 が 潜 ん で い た な ら,非 常 に

冷 た い 現 在 の 超 々 低 エ ネ ル ギー と岡 本 先 生 は

お っ し ゃ い ま し たが,ま さに そ こか ら宇 宙論

が 見 直 し され ます と,現 代 の 冷 え た 宇 宙,こ

の 宇 宙 論 が ひ ょ っ とす るひ っ く り返 るか も し

れ な い と。 そ ん な こ と まで 実 は夢 を馳 せ ま し

て,ひ っ く り返 っ た宇 宙 の 夢 を初 夢 と して 見

た い と思 っ て お ります 。

司 会 これ は大 変 な こ とに な り ま し た ね。 宇

宙 論 が 出 て,そ れ か ら非 常 に 力 強 い と言 い ま

す か … … 。

最 後 に プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ ー の 浅 見 さ

ん か ら,こ うい う夢 を見 た い とい うの を一 言 。

浅 見 最 初 に も 申 しま した よ うに,科 学 界 全

体 と して は 否 定 的 な 見 方 を され て い る分 野 で

ご ざ い ます の で,極 論 す る人 は 「これ は バ ッ

ドサ イ エ ン ス だ 」 とい う こ とを 言 う人 が い ま

す 。 私 と して は,そ の バ ッ ドとい う部 分 を,
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堅 実 な事 実,あ る い は科 学 の 目で 忠 実 に 取 り

除 い て い くこ と,そ うす る こ とに よ っ て残 る

部 分 が 必 ず あ る は ず で あ ろ う。 な い と困 るん

で す が 。 そ の あ る部 分 と い う の が い わ ゆ る

ColdFusionと,Coreに な る。 こ のCoreの

Cに1本 襖 を打 ち込 む 。 そ うす る と,CはG

に変 わ り ます 。 コー ル ド ・フ ユー ジ ョン は ゴ

ー ル ド ・フ ユ ー ジ ョン に な る
。 そ れ が 私 の 夢

で ご ざい ま して,そ うい っ た 密 か な期 待 で 自

ら を鼓 舞 し,こ の プ ロ ジ ェ ク トに 取 り組 ん で

い きた い と思 っ て お ります 。

司 会 黄 金 の 夢 で す ね 。

とい う こ とで,き ょ うの座 談 会 を終 わ らせ

て い た だ き ます 。 長 時 間 に わ た り,ど う もあ

りが と う ご ざ い ま し た。(1993.11.12)
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演激灘 慈蒸灘羨孫灘 遙灘 遜灘灘 莚漢菱遙孫演演演渓灘慈演灘 慈灘藤孫激孫演嚢慈灘孫演演灘 慈激

新水素エネルギー実証技術

開発計画 につ いて

渡 邊 昇 治 ※

渓灘 遜灘 遜灘 慈灘 慈灘灘 憲誕灘 慈灘 慈渓灘 慈渓浜渓灘 慈灘 慧灘 遙演襲遙灘 慈渓灘 慈灘 纒 渓湊

を駆使してこのような困難な課題に取 り組
1.は じめ に

み,そ の研究成果を海外に向けて発信するこ

英国サザンプ トン大学のフライシュマン博

士 と米国ユタ大学のポンス博士が重水の電気

分解の際に理論的に解明できない大量の過剰

熱の発生を観測 し,こ れを常温での核融合で

はないか と報告 し,一 躍脚光 を浴 びたのは

1989年 のことであった。以後,世 界各地で追

試実験が行われ,早 くも4年 間が経過 したが,

過剰熱発生の再現性が低 く,発 生熱量や反応

生成物の精密な測定が難 しい等の問題 もあっ

て,そ の現象の正体は明らかにされていない。

しかしながら,重 水素やパ ラジウムを扱う多

くの研究者が,そ の研究の中で同 じように不

可解 な経験 をしてお り,現 在の理論では考え

られないような現象の解明に向けて研究に取

り組むべ きだ という声が多い。

エネルギー問題や地球環境問題が ますます

深刻化する中で,こ の現象はクリーンで経済

的な新たなエネルギー源 として活用 される可

能性 を秘めてお り,こ の現象 を実証 し,実 用

化す るための研究は,エ ネルギー資源に恵ま

れない我が国としては早急に取 り組まなけれ

ばならない課題である。

また,国 際的に も,我 が国がその先端技術

とに対す る期待が高 まってお り,本 件へ の取

り組みは,我 が国にとっては国際的な貢献を

果 たす大 きなチャンスでもある。

しか しながら,本 件は実証研究ではあるも

のの,研 究の リスクの観点か らは民間企業が

研究資金や人材 を拠出で きるレベルにはな

い。 しかも,木 件の研究を効率的に実施 して

い くためには,電 気化学,物 理,原 子核,金

属等,様 々な学問分野で有数の実績 を有 して

いる一流の研究者が一堂に会 し,短 期決戦で

実用化の見通 しを立てることが必要である。

このような状況か ら,本 件の研究 を進める

ためには,政 府による資金負担 とコーディネ

ー トが必要不可欠であ り,ま た,民 間企業,

大学等の研究者の積極的な参画が得 られなけ

ればならない。通産省では本件 を 「新水素エ

ネルギー実証技術開発」 と称 して,平 成5年

度 より,ま ずは4年 間の計画で研究開発プロ

ジェク トを開発することとした。

2.国 家プロジェク トの研 究概要

重水 を電気分解す る際に,陰 極 に用いたパ

ラジウム系合金に重水素が高密度に吸蔵 され

※ 資源エネルギー庁公益事業部 電気用品室 企画班長
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ると,通 常の化学反応では考えられない過剰

熱が発生する。

圏

一 陽極

冨 ■

陰極

〈

一

(パラ ジウム)

一 一 陽

一

⊥

重水素→

一』過剰熱発生

重 水

『

陽極

図一1過 剰熱発生システムの一例

また,加 速 した重水素 をパラジウム系合金

に打 ち込み続けると化学反応では考 えられな

い過剰熱が発生するという実験報告もある。

電気分解を用いる方法は電解法 と呼ばれ,

フライシュマン,ポ ンス両博士や,米 国SR

I(StanfordResearchlnstitute)イ ンターナ

ショナル,IMRAジ ャパ ン社などの実験は

このタイプにあたる。一方,加 速 した重水素

を用いる方法はNTTの 山口氏が行 ったもの

で,一 般に真空法 と呼ばれる。 もちろん,こ

の二つ方式の他にもい くつかのバ リエーショ

ンがある。

この現象の中で発生す る過剰熱 を利用 し

て,投 入 された電気エネルギーよりも大 きな

エネルギー を取 り出すことによって,新 たな

発電システムが成立すると期待 される。

(1)過 剰熱発生実証モデル実験

① 電解法による過剰熱の計測

プロジェクトの開始にあた り,ま ずは,既

に再現性が確認されているい くつかの方式を

べ一スとして過剰熱発生の実証,定 量化のた

めの実験を行 うことが重要である。そして,

再現性 を上げ,発 生熱量 を大きく,か つ,発

生熱量のコン トロールを可能 とす ることを検

討 し,将 来の実用化 に向けた要素技術 を確立

しなければならない。

この一連の研究のために,ま ず,信 頼性が

高 く,精 密な測定が可能な熱計測技術の開発

が必要である。

② 過剰熱発生時の反応生成物の検証

次に,過 剰熱発生時の反応生成物の種類,

量をin-situで 厳密に計測 し,反応生成物 と過

剰熱発生量との定量的相関関係を検証するこ

とが必要である。 これによって,こ の現象を

引き起こす反応を理論的に示すことが可能 と

なる。

③ 電解法と直空法の結合による非定常下に

おける過剰熱の検証

研究がある程度進展 した場合には,い くっ

かの方式の組み合わせが有望な検討課題にな

って くる。例 えば,電 解法は,重 水中で反応

が起こるため,反 応生成物などに関 して計測

できる情報が限 られるといった欠点があ り,

また,真 空法は,重 水素の吸蔵率が低 く,過

剰熱の発生量,再 現性が低い等の欠点がある

が,そ れぞれの欠点を補 うために,両 方式を

結合 し,電 解法で合金の重水素の吸蔵率 を上

げ,そ の状態で,重 水素や トリチウムを合金

に打ち込むといった方式 も考えられ る。

このような応用型によって,重 水素の吸蔵

率が高い状態における過剰熱発生時の金属材

料,反 応生成物の精密 な観測,分 析 を行い,

過剰熱発生の制御因子を解明することが可能

となる。
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(2)材 料分析及び材料開発

① 材 料 分 析

現在の過剰熱発生の再現性が低い理由の一

つ として,電 極に使用 される材料に関する情

報がほ とんど明らかにされていないことがあ

げられる。 まず,過 剰熱を発生す るために必

要な材料の資質 を明らかにすることが必要で

ある。このために,既 に発熱が観測された材

料 と発熱が起こらなかった材料 との相違点に

ついてデータを蓄積 し,発 熱のために必要な

因子 を明確化する。 もちろん,最 終的には,

材料の組成 と発熱現象 との定量的因果関係 を

明らかにす る。

② 材 料 開 発

発熱現象の トリガー と目される因子は複数

存在すると考えられるが,そ れぞれの因子を

予め人為的に組み込んだ材料 を多数用意 し,

これ らを用いて実験を行い,熱 発生量の定量

的比較 を行 うことによ り,熱 発生の制御因子

を確認する。この結果は,材 料開発において

重要な指針 となる。

なお,プ ロジェク ト開始当初の過剰熱発生

実証モデル実験は,主 として常温における電

気分解 を想定 しているが,将 来,こ の現象を

発電 システムなどに利用する場合 も考え,材

料開発側か らの検討課題 として,例 えば,高

温高圧下で長時間耐用可能な材料の低 コス ト

での開発 なども目指すこ ととしたい。

さらに,今 後の研究の進展に併せ て,セ ラ

ミックス等の金属以外の材料についても研究

することが考えられる。

材料解析 などの研究は,主 として,こ のプ

ロジェクトの研究 を実施する北海道の研究施

設に設置する装置を用いて行 うが,こ れらの

装置は,プ ロジェク トの中で使用するのみな

らず,国 内外の多 くの研究者にできる限 り開

放 していきたい。各研究機関からの要望 に応

じて,実 験材料の事前,事 後解析 を引 き受け

るなどの活動を展開することによって,材 料

に関するデータベースが一早 く構築できると

考 えられる。

(3)情 報の収集

本件のように独創的な研究の場合,忘 れて

はならないのが,関 連情報を正確に素早 く入

手するこ とである。特に,異 分野での研究が

ヒン トになることも多く,研 究者に とっては

横の連携が重要だと言われ る。プロジェクト

の中では,新 水素エネルギーに関す る情報の

収集,整 理,分 析 を効率良 く行い,研 究に役

立て るとともに,内 外の研究者に情報 を提供

していきたい。

(4)国 際研 究 協 力

米 国や 英 国,仏 国 な どの 欧州 の 研 究 機 関 で

も,本 件 に 関 す る研 究 が 行 な わ れ て い る。 今

後 は,例 え ば,米 国 のEPRI(ElectricPower

ResearchInstitute)と の 問 で 研 究 に 関 す る シ

ン ポ ジ ウム の 共 催,研 究 者 の 交 流 等 を行 な い,

円 滑 な 情 報 交 換 に よ る研 究 の 効 率 的推 進 を図

る。 な お,EPRIの 傘 下 で は,SRIイ ン

ター ナ シ ョナ ル の 研 究 所 が,極 め て精 密 な熱

測 定 の研 究 を行 な っ て い る。

3.大 学 の 支 援

本件は,先 に述べたように民間企業が独 自

に研究資金 を拠出し難い内容ではあるが,極

力,民 間企業からの協力も得て研究を進めて

いきたい。その一つ として,プ ロジェク トの

中では,民 間企業の研究者の参加 を得て,か
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表一1新 水 素エ ネ ル ギー 実証 技 術 開発予 定(平 成5年 度 ～8年 度)

研 究 項 目 5年 度 6年 度 7年 度 8年 度

過 剰 熱 発 生 実 証 モ デ ル 実 験

電解法による過剰熱の計測

過剰熱発生時の反応生成物の検証

電解法と真空法の結合による非定
常下における過剰熱の検証

材 料 解 析 及 び 材 料 開 発

材料解析

材料開発

情 報 収 集 等

〈 >

>

〈 〉

>

<

<

シ

シ

っ,民 間企業の製造設備,試 験設備等も借用

しなが ら研究を進めてい く。

そ して,こ れ と並行 して進めて行 きたいの

が大学での研究を支援す ることである。本件

は,実 証研究 ではあるものの,理 論的に未知

の部分が多 く,過 去の研究の蓄積を有する者

も少ない といった事情か ら,大 学での基礎的

な研究に依存する部分が多い。そこで,研 究

の リスクの面では判断に迷いがあるものの,

複数の民間企業が大学での研究に対 して資金

的支援 を行なうこととしている。

プロジェクトの予算は特別会計か ら拠出す

るため,実 証研究,実 用研究が中心 となって

お り,し か も,民 間企業が研究実施者 となっ

ているので,民 間企業の優れた製造技術,計

測技術等 を活用 した実験重視の研究が進めら

れる。

これに対して,大 学での研究は,民 間企業

が出資者ではあるものの,大 学の研究者が研

究実施者なので,か なり基礎的 ・理論的な部

分 を中心に研究が進め られると期待 され る。

特別会計による国の研究 と民間企業か らの

支援による大学での研究が相互補完的な役割

を果たすことが何 よりも強 く期待 され る。

大学での研究の内容 としては以下のような

ものが考えられる。

①過剰熱の精密な測定方法の確立

②反応生成物の精密な測定方法の確立

③反応機構の解明

④重水素の吸蔵率の向上,重 水素局部異常

集積の研究

⑤原子,電 子の挙動等に関す るミクロ領域

の研究

4.研 究の実施体制

研究内容に次いで重要なのは,研 究の実施

体制 である。

政府予算によって行われる研究は,通 産省

か らの補助 を受 けてNEDO(新 エ ネルギ

ー ・産業技術総合開発機構)が(財)エ ネルギ

ー総合工学研究所に委託 して進められる。同

研究所は北海道に研究施設を設置 し,ここに,

三菱重工業(株),日 立製作所(株),東 芝(株),

アイシン精機(株)等 の民間企業及び大学か ら
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研究者を集めて研究を実施する。また,材 料

解析,材 料開発などの一部の研究は,大 規模

な装置が必要 となることか ら,上 記の企業や

田中貴金属工業(株)な どの材料メーカーに委

託することになろう。

一方,民 間企業からの支援 を受ける大学の

研究は,東 京工業大学の岡本教授が コーディ

ネーター となって,北 海道大学,東 北大学,

横浜国立大学,名 古屋大学,大 阪大学等,多

くの大学の研究者が参加 して行 なわれる。基

本的には,各 大学において,現 在行なってい

る研究をべ一スに研究を実施することになる

が,今 後,新 規なアイディアを持つ若い研究

者の飛び入 りに も期待 したい。

海外 との関係では,NEDOと 米国EPR

Iと の間で情報交換等 を図っていく他,今 後,

広 く欧米の各地の研究機関 との間で研究者交

流等を深めてい きたい。

プロジェクト全体の取 りまとめ,方 針決定

は,NEDOに 設置す る研究推進委員会(委

員長=石 井威望 慶応大学教授)で 行 う。 こ

の委員会が本件について事実上の最高意志決

定機関 となる。

この委員会の下には,実 証研究分科会(会

長:浅 見直人 新水素エネルギー実証研究セ

ンタープロジェク トマネージャー)を 設置し,

実際に研究に携わっている研究者を委員に任

命し,実質的な議論 を行なうとともに,プロジェ

クトの計画,成 果を評価するための第三者によ

る組織 として開発調整分科会(会 長:池 上英雄

文部省核融合科学研究所教授)を 設置す る。

本件の実施にあたっては,委 員会等の数は

で きる限 り減 らし,実 質的 ・機能的な意志決

定系統 を構成す ることを心がけた。特に,研

究の先行 きを読みに くい基礎的な研究の場合

には,研 究計画の変更などが,研 究者の意思

に基づいて柔軟に行えるよう配慮する必要が

ある。

通 産 省

補助

NEDO(新 エ ネル ギー ・産業 技術

総 合 開発機 構)

実 証 研 究

分 科

開 発 調 整

分 科

研究協力
米国電力研究所

委託

(財)エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所

新 水 素 エ ネ ル ギ ー

実 証 研 究 セ ン タ ー

民間事業 推進

委貝会事務 局

委託
民間事業推進委員会

寄附
大学の研究グループ

実証研究 再委託

北海道実証研究ラボ

(集中研究所)

企業,大 学等の研究機関

図一2研 究の実施体制
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5.研 究が産業,社 会に与える影響

新水素エネルギーの実用化 に成功すれば,

その燃料 とも言える重水は地球の海水中にほ

ぼ無尽蔵に存在す ることか ら,石 油火力,原

子力などの従来のエネルギーに代わる大 きな

エネルギー源 として期待されることとなる。

また,ク リーンで,簡 易かつ安価なエネルギ

ー源 として,環 境保護の観点からも,分 散型

電源の普及促進の観点か らも実用化が期待 さ

れ る。

さらに,研 究の過程 で,計 測技術や材料開

発などの領域で新 しい技術が誕生する可能性

も十分 に考えられる。未だ完全 な実用化には

遠い感 もあるが,既 に政府が取 り組んできた

高温核融合,常 温超電導,原 子 ・分子極限操

作技術等の分野で も,同 じように最終 目標 を

達成するまでの過程で様々な新 しい技術の芽

が生 まれている。

6.通 産省が取 り組むもう一つの意義

自国のエネルギー事情や環境保護の観点か

ら,本 件のようなプロジェク トに踏み切った

ところだが,通 産省が本件のような基礎的独

創的研究に取 り組むことには,ま た違った意

味 もある。 その一つが,諸 外国か らの期待で

ある。

現在の日米の先端技術 を巡る摩擦は,独 創

的な基礎研究の多 くが米国で生まれ,そ の成

果を日本が商業化 し,結 果的には日本 だけが

利に浴 しているという技術情報の一方向性か

ら生 じたものだ と言われている。この問題の

根幹は,日 米の研究主体の違いによると言わ

れる。一般的に,米 国は大学での基礎研究が

盛んで,日 本は民間企業での応用研究に優れ

ている。大学で研究 を行なっている以上,米

国の研究成果は対外的にオープンとなってお

り,諸 外国に流出し,活 用される。 日本は,

民間企業が留学生を米国の大学に送 り込む等

の努力を重ね,米 国の技術 シーズを獲得 し,

それを育ててビジネスに活か してお り,育 て

た結果 を払 い戻 していない と批判 されてい

る。

この状況 を打破するために,米 国はかつて

日本の民間企業の研究成果を海外に開放する

べ きだ といった議論を持ちかけてきたことが

ある。 しか しなが ら,民 間企業が利益 に結び

つ く研究成果 をある程度囲い込むのは,企 業

の哲学 としては当然のことで もあり,そ れを

開放するのは難iしい。むしろ,こ の問題 の根

本的な解決策は,日 本の大学や国立研究機関

を米国の大学のように独創的研究情報の発信

源 として育成 し,諸 外国への貢献 を果 たすこ

とである。 日本の大学の研究施設の衰退など

はかねてより取 り上げられている問題で もあ

り,是 非 ともこの点の解決 を急がなければな

らない。

現実に,米 国をは じめ とする諸外国は,研

究資金や人材の不足,あ るいは,産 業界の国

際競争力低下の危機から,基 礎的な研究に取

り組む余裕が滅 じている面があ り,日 本 での

基礎研究の進展 とその公開への期待が高まっ

ている。一方で,環 境問題やエネルギー問題

で悩 む東南アジアから日本に来た留学生が,

新水素エネルギー技術の研究に取 り組みたい

と希望す る実例 もあると聞いた。

この ような状況の中で通産省が本件に取 り

組むことは,基 礎研究による国際貢献 という

新たなスキームへの挑戦でもある。特に,大

学での研究を支援することは,日 本の基礎研
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究の立て直 しのために絶対に必要なことであ

る。 このことはまた,日 本の大学が独創的な

研究者を育て,世 に送 り出すことにもつなが

り,民 間企業にとっても十分にメリッ トがあ

ることと思われる。

7.お わ り に

独創的な人材 を育てなければならないと叫

ばれて久 しい。小 中学校や大学で も個性を伸

ばすための様々なプ ログラムが組 まれてい

る。

独創的な研究には失敗や試行錯誤があるの

が当然である。実験で失敗 を繰 り返すことに

よって,実 験 を成功させるために必要 な条件

が絞 り込 まれてい く。先 日,友 人のアメリカ

人に,日 本には 「失敗は成功の もと」 という

諺があると言ったところ全 く理解 してもらえ

なかったが,本 件のような研究にはこの失敗

を恐れない精神が必要である。

近年の日本は,い くつかの分野の技術開発

で,間 違いな く世界の トップランナー となっ

た。これまでの 日本は,先 人が見つけたテー

マについて,キ ャッチアップす ることを目的

に研究に取 り組むことが多かった。そ ういっ

た時代 には,明 確な目標が見えていたが,こ

れからは,自 ら日本が研究テーマを探し,目

標 を創 り出す立場 となった。このような立場

になったか らには,失 敗を恐れずに新 しい技

術 シーズを発掘 し,挑 戦するべ きである。フ

ィージビリティーが明らかになってから研究

を開始するといった時代か ら,フ ィージビリ

ティーを見極めるために研究 を開始する時代

になったのではなか ろうか。

以上,個 人的な見解 も交えて新水素エネル

ギー実証技術開発について紹介 してきた。本

件においては,難 しい研究に半ば人生を賭け

て取 り組む人達 もいる。最後に,彼 らに対 し

て改めて敬意 を表す るとともに,我 々は少 し

でも研究 し易い環境 を整備す るべ く努力 し,

研究の成功 を祈 ることとしたい。
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天然ガス検討会LNG分 科会

中間報告(案)の 概要 につ いて

甲 斐 宗 太 ※ .∠ L

潔灘 慈潔灘 纒 派灘 蒸浜灘 薫灘 寒灘 き灘 慈浜派潔灘 寒灘 き灘 蒸泌潔襲蒸灘 纏 浜漢灘 蒸渓孫i蒸

1.は じ め に

天然ガス検討会は,天 然ガスの開発及び利

用に関する経済的 ・技術的諸問題等を調査 ・

検討す ることを目的に,資 源エネルギー庁石

油部長の私的諮問機関 として平成元年度 より

設置された。

平成5年 度においては,LNG,受 入 ・流

通システム及びアジア ・太平洋の3分 科会が

設置され,LNG分 科会では,こ れまで4年

間の検討結果をまとめることを目的に,「天然

ガス検討会LNG分 科会中聞報告書(案)」 が

(百万石油換算トン)

800
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取 りまとめられている。

本稿の目的は同報告書の要約であるが,要

約 を行 う過程において,報 告書本来の意図が

充分に伝わっていないことがあるか も知れな

い。ご容赦願いたい。

2.検 討の目的

LNGが1969年 に初めてアラスカか ら輸入

されて以来,1992年 には3,900万tの 輸入規模

となり,一 次エネルギー国内供給全体に占め

る天然ガスの割合 も,LNG導 入以前の約1

%か ら約11%へ と増大 した。

0
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当初,大 量輸送 を可能 とした液化技術の確

立を踏 まえ,硫 黄酸化物等の大気汚染問題対

応の必要性,高 発熱量による供給効率の向上

等 を背景 とし導入 されたLNGも,導 入以降

四半世紀近 くを経て,契 約の多 くが延長等の

第二世代に入ってきてる。

しか しながら,地 球温暖化問題等の環境問

題への関心の高ま りの中で,環 境面での優位

性 を持つエネルギー としての天然ガスへの期

待が更に高まっている一方で,プ ロジェク ト

の開発環境,事 業環境及び市場環境は困難化

或いは不透明化 してお り,LNG利 用の拡大

を支 えてきた他エネルギー とのエネルギー ・

コス トにおける相対的な競合性の確保に懸念

が生 じかねない。

同分科会では,こ うした問題意識の下に,

①LNGを め ぐる最近の環境変化について概

観 し,② 次第に難 しくなる新規プロジェク ト

の開発 を円滑化するための課題 を検討すると

ともに,③ セキュリティに配慮 した天然ガス

の安定的かつ円滑な供給のための課題,④ 天

然ガス関連の技術開発 ・新資源開発の動向に

ついても検討が加えられている。

3.現 状 の 把 握

LNG事 業は,天 然ガスの探鉱,開 発,液

化,海 上輸送,受 入の各段階がチェーンとな

った事業であるという観点か ら,既 存プロジ

ェク トの概要等が以下のようにまとめ られて

いる。

3-1.資 源及び貿易の現状

LNGの 供給ソース としての世界の天然ガ

ス埋蔵量は140兆m3程 度 と,熱量換算でほぼ原

油 と同等の埋蔵量(Oil&GasJournal誌,

1992年 末 推 定)を 有 して お り,賦 存 状 況 に 関

して も,70%近 くを 中東 一 地 域 に依 存 す る石

油 に 比 べ て,世 界 に 広 く分 布 して い る(旧 ソ

連 圏40%,中 東31%,ア ジ ア ・太 平 洋7%,

南 北 米 大 陸11%,欧 州4%,ア フ リカ7%)。

世 界 の1992年 の 天 然 ガ ス の 消 費 量 は 約210

百 億m・で,こ の 内約16%の 約34百 億m・が 国 際

貿 易 の 対 象 とな っ て 取 引 さ れ て い る。ま た,こ

の 国 際 貿 易 量 の76%が パ イ プ ラ イ ン で,24%

がLNGで 輸 送 さ れ て い る(CEDIGAZ,1992

年 推 定)。 日本 は,世 界 の 天 然 ガ ス貿 易 量 の約

16%,LNG貿 易 量 の70%弱 を 占め て い る。

3-2.天 然ガスの特性 とLNG

天然ガスは常温では気体 であ るが,約 一

162℃(大 気圧下)で 約600分 の1に 凝縮 して

液化することか ら,容積の圧縮が可能であ り,

生産地 と消費地 を結ぶ輸送には,パ イプライ

ン輸送の他,特 殊 タンカーによる輸送 も可能

である。

天然ガス輸送手段は大規模 な設備 となるた

め,巨 額な投資が必要で,投 資採算を確保す

るためには,天 然ガスの埋蔵量や生産量があ

る程度の規模で集中していること,需 要規模

も一定量が一定期間にわたって継続され るこ

と等が前提条件になっている。

3-3.LNGプ ロジェク ト・スキーム

資源国に利権契約等を通 じて古 くか ら地歩

を固めて きた国際石油メジャーが,石 油事業

等を通 じての豊富な経験,技 術開発力及び資

金力等をもって主導 し,LNGプ ロジェクト

の事業化を推進 して きた。

我が国企業 も,設 備 ・船舶等の建設当事者

として関与す ると共に,商 社等がLNGプ ロ
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ジェク トへ直接あるいは間接的に参画 し,日

本側買主等 とのコーディネイター としての機

能 を果たして きている。

また,最 近では,産 ガス国がプロジェク ト

への参画度 を高め,国 際石油 メジャーの技術

力,資 金力等の支持の下で,プ ロジェク トの

推進主体 としての役割 を担ってきている。

3-4.LNG海 上輸送

国際石油 メジャー系あるいは産ガス国側 の

輸送会社 とともに,我 が国大手海運会社 も船

舶 の所有お よび運航に関与 し,安 定供給に貢

献 してきている。

輸送条件面では,売 主側の包括責任体制 に

よる引渡 しであ るEx-ship契 約が主流であ

るが,最 近では,FOB契 約の下で我が国側

自らが船舶 を所有 し,弾 力的な運航 を確保 し

得 る体制 を適切に組合せ構築 してい く必要性

も指摘されている。

3-5.フ ァイナ ンス

初期 のLNGプ ロジェクトでは,天 然ガス

の開発か ら海上輸送まで全ての所要資金を開

発企業が 自己資金で調達を行 っていたが,プ

ロジェク トの大規模化による所要資金の巨額

化等 もあって,国 際シンジケー トによるファ

イナ ンスが一般化 している。

また,石 油公団の投融資 ・債務保証,日 本

輸出入銀行の融資,日 本開発銀行の計画造船

融資等の我が国の制度金融 も効果的に活用さ

れている。

更に,近 年においては,プ ロジェク ト当事

者自らの担保能力にも限界があって,LNG

プロジェク ト自体の収益 性を担保力として資

金を調達(プ ロジェク トファイナ ンス)し よ

う とす る傾 向が 強 ま りつ つ あ る。

3--6.LNG契 約価格

1969年 にアラスカLNGの 導入が開始 され

た当時のLNG価 格 は,コ ス トベースに基づ

く固定価格 であったが,1973年 の石油危機以

降原油価格の値上げが繰 り返され,原 油価格

との大幅 な乖離が生 じたことから,油 価に見

合った価格設定方式 として,原 油GSP(政

府公式販売価格)に リンクする価格方式が採

用された。

その後,1985年 になって,原 油の過剰生産

を背景に原油の市場実勢価格が暴落 し,原 油

GSPか ら乖離 したことを受け,原 油の市場

実勢価格が反映されるJCC(全 日本輸入原

油平均CIF通 関価格)に リンクする価格 を

採用することが趨勢 となった。

3-7.数 量引取条件

LNGプ ロジェクトでは,テ イクオアペ イ

条件が一般化 しているが,最 近の契約の中に

は,受 入量未達成の場合の削減許容量の拡大

(年3%か ら10%程 度)及 びプール運用,買

主側の希望により引取数量 を増量できるアロ

ーワンス ・オプション等を規定するケースが

あり,安 定供給に貢献 している。

4.LNGを め ぐる環 境 変 化

今後のLNGプ ロジェク トの成立の困難化

が議論 されていることを踏 まえ,1980年 代後

半か らのLNGプ ロジェク トをめ ぐる環境の

変化が以下のようにまとめ られている。

4-1.天 然ガスの需要増加 と需要形態変化

LNGの 主要ユーザーは電力会社及び大手
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都市ガス会社であるが,電 力においては,電

力需要構造の変化により,冬 期においても需

要 ピー クが発生す るようにな ってきた一方

で,ミ ドル ・ピー ク運用 としての火力発電の

役割が明確化 してきてお り,年 間を通 じて均

等引取 りが望ましいLNG需 要 についても,

季節間の需要差は増大す る傾 向にある。

また,都 市ガスにおいては,大 都市圏の家

庭用に加え,工 業用や商業用等の分野で着実

に需要が高まり,需要の平準化が進む一方で,

天然ガス自動車や分散型電源向けの需要,地

方中小都市ガス会社の原料転換 も進められて

お り,需 要形態の多様化 ・広域化が進んでい

る。

4-2.開 発環境の変化

開発環境の中でも,資 源環境については,

ガス田が氷海 ・深海に存在するといった厳 し

い自然的条件,ガ ス田か ら積 出港 までの距離

が長い といった地理的条件,生 産井1本 当た

りの生産性が低 いといった地質条件,及 び,

炭酸ガス等不純物の多量の含有 といったガス

の品質等の条件等,各 種の条件がより厳しく

なってきている。

投資環境についても,こ れまでは,日 本に

近いアジア ・太平洋地域のなかで,ガ ス埋蔵

地にアクセスすることが容易であったが,天

然ガス供給地はより遠隔化する傾 向にあ り,

カン トリー ・リスクを含めて,従 来 とは異な

る投資環境になることが予想される中東やロ

シア等でのLNGプ ロジェクトの事業化 も検

討す る必要がでてきている。

4-3.事 業環境の困難化

1986年 以降の原油価格の低位安定が,プ ロ

ジェク ト開発の主体 となってきた国際石油 メ

ジャー等の体力を低下させ ると同時に,原 油

価格 とリンクしているLNGの 新規プロジェ

ク トの採算性を低下させ,開 発の遅延 を招い

ている。

表一1メ ジャー4社 の探鉱開発投資額

(単位:100万$)

1981～1985 1986～1990

EXXON

Mobil

Chevron

Shell

27,897

11,396

11,917

20,896

19,319

8,430

8,546

19,024

4社 計 72,106 55,319

出所:石 油開発資料

また,ユ ニット・コス ト低減のためのプロ

ジェクト規模の大型化が,所 要資金を巨額化

させ る方向にあることに対 して,BIS規 制

の強化 とバブル経済破綻後に表面化 した多額

の不良債権が,LNG事 業の採算性の悪化傾

向や新規ガス開発国の政治 ・経済面での不確

実性の増大 と相侯って,金 融機関の貸出姿勢

を慎重にしている。

4-4.市 場環境の変化

NIEsを 中心 とした諸国での経済規模 の拡

大 と環境問題への関心の高まりを背景に,環

太平洋圏での天然ガス需要が高い伸び を示 し

ている。

これまでの環太平洋市場圏は,少 数の売 り

手 と1力 国の買い手か らなってお り,日 本の

エネルギー事 情 を比較的反映 しやすか った

が,今 後は,韓 国や台湾のエネルギー事情や

取引行動等 をも考慮す る必要がある。

北米市場圏においては,域 外輸入量の大幅

増大は考え難いが,中 南米及びアフリカ等の

新規ガス供給の部分的導入が考えられ る。

欧州市場圏においては,こ れまで天然ガス
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図一2三 大市場圏の天然ガス自給状況

消費量の70%以 上を域内で生産 していたが,

需要の増大に伴い,既 存のアルジェ リア,リ

ビア,新 規のナイジェ リア等のアフ リカや ロ

シアに加 え,部 分的にはカタール,オ マー ン

等,中 東の天然ガスにもその需要が向か うも

の と予想され る。

5.プ ロジェク ト推進上の課題 と対応の方向

今後のプロジェク トを,① 資源量が十分発

見されていないものの開発可能 とみられる案

件,② 相当規模の埋蔵量が予想されているガ

ス田ではあるが,自 然条件が困難なため,開

発が遅れていたり,未 着手 となっているよう

な案件に整理 し,プ ロジェクト化の可能性向

上のための方策が表一2の ようにまとめられ

ている。

また,市 場経済移行国,民 族 ・宗教上の原

因から紛争要因を抱 える国等からのLNG供

給についても考慮す る必要性があ り,法 制 ・

税制等の整備について働 きかける等の官民挙

げた取組みを通 じて,当 該国のプロジェク ト

の リスク低減のための共同購入等の必要性 も

指摘されている。

更に,新 規プロジェク ト実現のための課題

や対策が以下のようにまとめ られている。

5-1.プ ロジェク トスキーム

民間の中核企業グループが中心 となり,国

際石油メジャーの総合力,民 間金融機関の資

金調達力,商 社の金融面での調整機能等が組

み合 わされた上で,公 的措置が活用され るべ

きである。

また,LNG事 業は商業べ一スで進め られ

ることが基本であるが,産 ガス国においては

政府や国営石油ガス会社が当事者 となる場合

が多いことから,我 が国政府 として も,相 手

国の制度面での問題等公的立場から関与が必

要な場合には,相 手国政府 との関係で適切 な

対応を図るべ きである。
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表 一2開 発 の 困難 が予想 され る新 規LNGプ ロジ ェ ク トの分類 と対策

分 類 対 策

・経済 的生産量 が2ト レ ・近隣を含めたガス田の積極的探鉱開発
一 ン(500万t/年) ・複数 の ガス田 か ら回収 されたガスの集約

資源量が充分に発見さ ・輸送距離 が近 いため経 ・1ト レー ン分 のガス埋蔵量 の確保

れていない近隣諸国の 済 的生産量 は1ト レー ・生産 等の合理化

案件 ン(200～300万t/年)

・埋蔵量規模 が1ト レー ・可動 式天然 ガス洋上 液化 プ ラン トの開発

ン(200～300万t/年)

未満で独立
・長距離 パイプ ライン等 ・複数による共同開発と共同購入

のイ ンフ ラ整備 が必要 ・ODAの 活用

困難な自然条件に係る ・他 の産業基盤整備 プ ロジェク ト等 との連携

案件 ・氷海 や深海 での ガス田 ・流 氷 に耐 え得 る生産施設 の設置 、操業 の経

開発が必要 済性等の確保
・深 海開発 のた めの最適技術の確立 、適用

・段 階的開発

・複数 による共 同開発 と共 同購入

・炭酸 ガス等 の含有不純 ・不純物除去の実証試験

物の処理が必要

5-2.フ ァイナンスの円滑化と公的支援の充実

ファイナンスの円滑化によるプロジェクト

の採算性の確保が重要な課題である。

リスク及 びコス トの低減に資す る ととも

に,呼 び水的効果 を有す る措置の充実が必要

であり,石油公団の探鉱投融資及び債務保証,

日本輸出入銀行の融資,通 商産業省の貿易保

険制度等の活用はもちろんのこと,政 策的資

金供給 メカニズムの更なる拡充を検討する必

要がある。

探鉱段階に関 しては,運 用上,案 件に応 じ

た出資比率の弾力的調整適用及び部分減免制

度,開 発,液 化段階等に関しては,エ クイテ

ィーマネーの供給 と債務保証措置の適切な組

合わせを可能 とす る投融資制度の整備が石油

公団に望 まれる。

こ うした公的措置の下で,プ ロジェク トフ

ァイナンス等における貸付側の一定範囲の リ

スク負担が容易 とな り,ま た,返 済 リスクも

軽減 されよう。更に,リ スクの高い案件につ

いては,減 免付融資制度の可能性 も今後の検

討課題である。

なお,石 油公団の債務保証制度の運用に際

しては,財 務運営の健全性にも留意する必要

があ り,貿 易保険制度についても財政基盤の

強化が望 まれる。

5-3.経 済性の確保

石油 ・石炭等のエネルギー と競合関係にあ

ることを考慮すれば,現 行の原油 を基礎 とす

る価格形成か ら,LNG価 格が大幅に乖離す

ることはあ りえないが,新 プ ロジェク トを立

ち上げるにあた り,LNG価 格の安定性 を求

める声 も強まっている。

プロジェク ト当事者による商業上の話し合

いを通 じて適切な価格が形成 されることとな

ろうが,産 ガス国側においても,原 料ガス価

格の設定に対す る配慮,税 制面等における適

切な取扱い,競 争的環境の醸成 ・整備が重要

である。

5-4.今 後の関係者の課題

国内石油関係企業については,長 期的な競

争促進,ガ ス開発技術 ・ノウハウの蓄積,上
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流 ・下流の垂直統合 を通 じたエネルギー供給

の安定化,我 が国の発言力の強化等に寄与す

るために,上 流部門に も積極的に参画 してい

くことが期待 され る。

ユーザーについては,ユ ーザー 自身として

のプロジェクト評価能力の強化や新規プロジ

ェクト推進等の観点から,ユ ーザーが参画す

ることが望ましいケー スも考えられ ることに

加え,リ スク分散等の観点か ら,近 隣諸国を

含めたユーザー問で,複 数の企業の協力によ

り対応することが望 ましいケース も想定 され

る。

また,LNGの 長期安定供給等の観点か ら,

ただ単にプロジェク トのファイナンス面等に

協力す るだけにとどまらず,例 えば産ガス国

の天然ガスの利用等の面に関 して も協力す る

等によ り,広 く産ガス国と我が国 との友好関

係 を一層発展させてい くことが重要である。

6.安 定供給のための課題 と対応の方向

我が国のLNG取 引においては,こ れまで

の ところ過去において重大 な供給中断は発生

していないが,エ ネルギー としての天然ガス

の重要性の増大に伴い,安 定供給のための一

層の配慮が必要 とされるとし,以 下のように

まとめられている。

6-1.天 然ガス国内供給の現状

供給国 との関係においては,LNG貿 易の

多 くが長期継続取引を前提 とした相対取引で

ある上に,政 治的 ・経済的基盤が比較的安定

している環太平洋地域 を中心に,現 在,米 国,

ブルネイ,UAE,マ レーシア,イ ン ドネシ

ア,オ ース トラリアの6ケ 国,7液 化基地に

供給源 を分散 している。

設備的にも,液 化設備及びLNG船 にっい

ては,複 数化及び数%～10%程 度の供給余力

の確保,受 入基地については,標 準化,複 数

化,基 地問パイプライン連携及び買主問の配

船計画調整により,供 給の安定性が確保 され

ている。

また,電 気事業者については,そ の他発電

設備の稼働率のアップ,デ ュアルファイア リ

ング可能なLNG火 力(現 在,88基 中50基)

の燃料切換,電 力会社相互間での電力融通が

可能であり,各 大手ガス事業者については,

年間平均使用量の30日 分以上の備蓄の確保,

天然ガス と同組成のガスを製造するSNG設

備の保有,緊 急時対策としての相互融通協定

による対応が可能である。

6-2.最 近の環境変化

今後堅実なLNG需 要が予想 される中で,

①プロジェク ト形成上の リスクの増大,② カ

ン トリー リスクの増大,③ 需要の季節間変動

幅の増大,④ 新規受入基地立地の制限等の環

境変化が生 じっっあ り,従 来以上に安定供給

対策が重要 となる。

6-3.供 給面での安定供給対策

LNGの 供給地域の分散化を含め,プ ロジ

ェク ト形成に関わる取組み を強化 するこ と

が,セ キュ リティー上 も重要である。

特 に,天 然ガスの膨大な埋蔵が期待 されて

いるものの,そ の確認のための十分な探鉱が

行われていない状況にある東シベ リア,中 央

アジア等の未探鉱地域について,先 行的取 り

組みを行 う必要があり,石 油公団の地質構造

調査制度の拡充により,地質やガス層の状況,

インフラの在 り方等を調査 ・分析する体制 を
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整 える必要がある。

6-4.供 給条件の確保

供給量の増大は安定供給にも寄与すること

か ら,今 後 も,供 給余力の確保,増 量アロー

ワンス,優 先引取条件等引取数量の上方調整

面での弾力性の確保を図る等,テ イクオアペ

イ条項の弾力的な運用の可能性を追及す る必

要がある。

弾力性の拡大 と経済効率の追及は,相 反す

る面 もあるが,プ ロジェクトとしての成立条

件を踏まえつつ,売 主 ・買主双方が商業べ一

スで納得 できる水準を目指 して,今 後 とも努

力を継続することが望まれる。

6-5.ユ ーザー等における安定供給対策

電力にとってのLNGの リスクマネージメ

ン トは,適 正な電源構成の維持 である。石油

火力のバッファー的役割を考慮すれば,LN

G火 力への過度の依存は,需 給変動に対す る

弾力性 を低下させ ることか ら,ミ ドルピー ク

運用を担 う石炭火力,LNG火 力,石 油火力

の適切 な電源構成 の達成に努め る必要 があ

る。

また,LNGを 導入 している大手都市ガス

は,既 に,天 然ガスの国内市場への供給者 と

しての立場にあるため,他 燃料 との適正 な構

成(ベ ス トミックス)に よって代替エネルギ

ー源 を確保することは困難であることかち,

今後 ともLNGの 調達面における安定供給基

盤 ・条件の確保や供給源の分散等を図ってい

くことが基本である。

また,同 一プロジェク トか ら共同購入 して

いるユーザー間での相互融通,更 には,非 共

同購入ユーザー間での相互融通が可能 となる

ようなシステムを検討す るこ とも必要 であ

る。

6-6.中 長期的な安定供給対策

国内受け入れ以降の段階においては,各 ユ,

一ザーは,緊 急時に備 えた諸対策の点検及び

対策の充実に努めるとともに,国 においても

関係者による諸対策が有効に機能するよう全

体の整合性の確保 を図る必要がある。

また,今 後,長 期的観点に立脚し,流 通 ・

受け入れシステムの在 り方 を検討してい く中

で,ピ ー ク時対策,緊 急時対応を念頭に置い

た,天 然ガスの地下貯蔵の可能性 も検討 して

お くことが有益であろう。

我が国には,日 本海側に枯渇油ガス田が多

数存在 してお り,一 部小規模ながら同方式に

よる天然ガスの地下貯蔵が実施 されてお り,

技術面か らの適用可能性は高い。なお,海 外

における天然ガスの地下貯蔵は,545カ 所で実

施 されてお り,そ の内約80%は,枯 渇油ガス

田利用である。

7.LNG関 連技術開発の現状

LNGプ ロジェクトに関わる技術開発の成

果及び課題 としては,段 階別に以下のような

要素が挙げ られている。

7-1.探 鉱 及 び 開 発

3次 元(3D)地 震 探 査 技 術 の 充 実 に加 え,

掘 進 中 に 坑 井 の 方 位 及 び 傾 斜 デ ー タ ばか りで

な く,地 層 評 価 デ ー タ 及 び掘 削 パ ラ メー タ を

地 表 に 伝 達 す るMWD(Measurement

WhileDrilling)シ ス テ ム,高 い 掘 削 率 と長 い

寿 命 を有 す る人 造 多結 晶 ダ イ ヤ モ ン ドコ ンパ

ク トビ ッ ト,薄 くタ イ トな油 ガ ス層 等 の 開 発
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に有効な水平掘削,掘 削の径 を小さ くして コ

ス ト等の大幅な削減が可能なス リムホール ド

リリング等が注 目される。

7-2.生 産設備

主に海洋生産に関 して,プ ラッ トフォー ム

の建設工法の改良や無人化,パ イプラインの

モニタリング技術,海 底セパ レーターや多相

流ポンプ等の新海底生産システム等が注 目さ

れる。

7-3.液 化及び海上輸送

LNG液 化プラン トの面では,設 計の最適

化,1ト レー ン当能力の大型化のための熱交

換器,圧 縮器及びガスタービン等の大型化,

ユニット化 を含めた建設の最適化,予 冷の混

合冷媒化,熱 交換器のパ ッケー ジ化等が検討

されている。

また,特 に,ア ジア太平洋地域に多く賦存

する,1ト レー ン規模以下の埋蔵量の海洋ガ

ス田の商業化のための洋上液化プラン トの開

発 も求められ る。

海上輸送の面では,LNG船 の延命化 と共

に,LNG船 の大型化 については,技 術の焦

点が当たっているが,積 ・揚基地の諸施設 と

のバランスが とれ ることが大前提であ り,既

存の基地設備 では困難が予想される。

期待が持 たれる。

8.新 資源開発の現状

新 資 源 と して は,深 層 ガ ス,メ タ ンハ イ ド

レー ト及 び コー ルベ ッ ドメ タ ンが 取 り上 げ ら

れ て お り,以 下 の よ うに評 価 され て い る 。

8-1.深 層ガス

成因論に関す る学術的検討 ・議論は別に し

て,従 来開発対象 とされてきたものより深部

のガス貯留層開発の可能性そのものが重要で

ある。

従来,探 鉱 ・開発の対象 とされてきた深度

以深に存在する可能性のある経済規模 のガス

鉱床の探鉱 ・開発に関する研究開発を継続す

るとともに,国 による基礎調査制度の活用 も

検討 してい くべきであろう。

8-2.メ タンハイ ドレー ト

研究開発の初期的段階にあり,従 来 とは異

なる生産技術が要求 されることから,生 産の

エネルギー コス トの評価を含むデータの蓄積

が必要である。

オホーツク海,南 海 トラフ等での存在 も指

摘されているものの,国 内資源 としての正確

な評価は今後の課題である。

7-4.技 術実証及び国際協力

技術実証では,我 が国企業の技術力を補完

し,プ ロジェク ト参加 を促進する意味におい

て,石 油公団 と我が国企業の共同技術実証事

業の実施が有効である。

国際協力としては,IEAが 進めているI

EA天 然ガス技術情報国際センターの活動に

8-3.コ ールベッ ドメタン

賦存量について,世 界全体で数十兆m・と大

規模な量が推定されているものの,有 利な条

件が整 っている米国に しても税制優遇が行 な

われている等,経 済的に生産す ることは現状

では困難であ り,商 業的生産の可能な国内資

源 としての評価 は時期尚早である。
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9.む す び

今回の報告書は,天 然ガスの有用性を踏 ま

え,天 然ガスの供給及び利用の健全 なる拡大

のための課題が取 りまとめ られている。

現在,天 然ガスは環境に優 しいエネルギー

として脚光 を浴びているが,ハ ン ドリングを

含め,全 てが優れているというわけではない。

また,私 見ではあるが,最 近散見される将

来の天然ガスについて,い たずらに危機感を

喚起 させ るような議論は,む しろ天然ガスの

健全なる利用拡大の妨げになるのではないか

と思 うが,如 何 なものであろうか。

今後の議論の展開 を期待 したい。
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一 欝糠 ㈱繕撚 繕欝鎌 ㈱繕繕繕㈱㈱欝繕

CO2回 収 ・処 理技術 の システム評価

加 賀 城 俊 正 ※ 轟

㈱ 一 一 繕欝㈱ ㈱ 欝欝㈱ 難 ㈱

している。本稿では,この研究の中で,ケー
1.は じめに

ススタディによりCO2回収・処理トータルシ

世界各国の首脳が参加 した 「環境 と開発に

関す る国連会議(1992年6月)」 において,地

球温暖化 を中心 とする地球環境の危機が人類

共通の問題 として認識された。1900年 に約15

億 であった世界の人口が現在は約55億,21世

紀には100億 人を越えると予想されてお り,こ

のままでは人類の活動が地球のキャパ シティ

を越えることは明白である。一時のブームに

とどまらず,地 球環境問題に対 し常に真摯な

姿勢で臨み長期的視点で対策 を講 じ続けるこ

とが我々人類の責務 と言える。

現在,地 球温暖化対策 として研究が推進さ

れている火力発電所からのCO2回 収 ・処理は,

回収CO2の 海洋処理等に伴 う環境影響,安 全

性等に不確定性があるものの,工 業的プロセ

スとして大量のCO2を 削減できる可能性 を有

す る。そのため,将 来の対策オプションの一

つ として,長 期的視点で研究開発 を進めてお

くことが重要 と考えられる。

㈲エネルギー総合工学研究所(筆 者は1993

年9月 迄在籍)で は,新 エネルギー ・産業技

術総合開発機構 の委託 を受け,火 力発電所か

らのCO2回 収 ・処理の総合的評価研究 に着手

ステムのエネルギー収支,CO2収 支,コ ス トを

体系的に評価 し,そ の実現可能性や有望 シス

テムについて検討 した結果 を紹介する。

2.ケ ー ス ス タデ ィの 前 提 条 件,内 容

近 年,国 内外 で,火 力発電所 か らのCO2回

収 ・処理 のフィー ジビ リティスタディが実施

されている。しかし,これ らの多 くは次の問題

点を有する。

① スタディがCO、 回収工程 に限 られ,回 収

CO2の 処理 を含む トータルシステムを対象 と

していない。

②燃料種 ・発電方式毎 に,各 種CO,回 収 ・処理

システムを体系的に評価比較 した例 はない。

③ コス トについての詳細検討がない。

そ こで今 回は,図1に 示 す回収CO2の 輸

送 ・処理 を含む トータル システムを対象 とし,

エネルギー収支,CO2収 支,コ ス トを試算 して

本技術の工業的プロセスとしての実現可能性

を検討 した。 また,燃 料種 ・発電方式毎に可能

性のあるCO2回 収 ・処理方式を比較評価 した。

(1)前提 条 件

※ 大阪ガス㈱基盤研究所 副課長(元 ㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員)
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処 理c4

図1CO2回 収 処 理 トー タル シス テム

ケー ス ス タ デ ィの 前 提 条件 を表1に 示 す 。 主 力 発 電 技術 と して,①LNG複 合 発 電,②

CO2を 回収 し な いべ 一 ス ケー ス の 発 電 所 容 量 微 粉 炭 火 力(超 々 臨 界圧),③ 酸素 吹 き及 び 空

は600MWと し,CO、 回 収 ケー ス は,発 電 所 へ 気 吹 き石 炭 ガ ス化 複 合 発 電(IGCC),④ メ タ

の 燃料 供 給 量 をべ 一 ス ケ ー ス と同 一 に 設 定 し ノー ル 改 質 型 発 電 を選 定 した 。

た。

発 電 プ ラ ン トと し て は,2000～2010年 頃 の(2)CO2回 収 方 式

表1ケ ー ス ス タ デ ィ の 前 提 条 件

発 電 プラント ・2000～2010年 の新設 プ ラ ン ト

発電 容量 ・ベ ースケ ース:発 電 端出力600㎜

・CO2回 収 ケース:ベ ースケ ース と同一 の燃 料使 用量

発 電 方 式 べ一ストスの送電端効率(%)

発電技術 LNG複 合発電 ガスタービン1350℃級 46.5

諸 元 微 粉 炭 火 力 超々臨界圧(USC) 4α9

316K,593/593/593℃

石炭ガス化複合発電 酸素吹き、空気吹き 43
(IGCC) ガスタービン1350℃級

メタたル改質発電 ガスタービン1350℃級 448

LNG複 合発電 微 粉 炭 火 力 IGCC

SO。(ppm) 0 50 20

排ガス組成 NO。(ppm) 10 45 20
ダス ト(㎎/m3N) 0 10 2

*メタノール改質発電はL照複合発電と同等 レベルとした。
*化 学吸収法により排ガスからCO2を 回収する場合は、吸収液劣化防止

の ためSOx除 去 凶 レを10ppm以 下 と した。

酸素製造方式 縣 酸素製造動力
(%) (kWh/m3N-02)

酸素製造
酸素吹きIGCC用 深冷分離 95.0 α34

02/CO2燃 焼 用 深冷分離 99.5 α37
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次の3方 式を検討 した。(図2参 照)

①燃焼前分離 ・回収

燃料 を水蒸気改質反応でCO2とH2に 転化

した後,燃 焼前にCO2を 分離する方法である。

排ガスか らの分離・回収に比べ,CO2分 離時の

処理流体の量が少な く(約6割),CO、 濃度が

高い(1.5～2倍)利 点があり,理 論的には高

い効率 を期待で きる。

②排ガスか らの分離 ・回収

N2が 主成分の燃焼排ガス(微 粉炭火力の場

合でN275%,CO215%,025%,H205%)

か らCO2を 分離す る方法である。米国では,天

然ガス燃焼排ガスか ら化学吸収法によ り,

1,000t/日 規模でCO2を 回収 した実績がある。

しか し,本 法は,排 ガスにSOxが 存在す ると

吸収液(ア ミン)が 劣化する問題がある。

③排ガスか らの直接回収

空気の代 わりに純酸素で燃料を燃焼 し,排

1.燃 焼 前 分 離 回 収

ガス中のCO、濃度 を100%近 くに高め直接回

収する方法である。燃焼温度 を調整す るため,

回収CO2の 一部が燃焼器ヘ リサ イクル され

る。本法は,CO、 吸収液の劣化をもたらすSOx

の多い石炭火力で有利になる可能性がある。

なお,燃 焼前分離 ・回収及び排ガス分離 ・

回収に適用す るCO2分 離技術 としては,化 学

吸収法(MEA法,BASF-MDEA法),

物理吸収法(SELEXOL法),物 理吸着法(P

SA法)等 が考 えられ るが,今 回は,発 電所

規模での実用化可能性が高 く,発 電方式毎に

そのCO2分 圧等に適すると推定 され る技術 を

選定 した。

(3)回収CO2の 輸送 ・処理方式

次の輸送,処 理方式 を組み合わせ た5種 類

のシステムをスタディ対象 として選定 した。

(表2参 照)

ガ スタ ー ビン

燃料

H20

水蒸気改質 CO2分 離

CO2 空気

2

20

N

齢
H

2.排 ガス 分離 回収

ガスター ビン

燃料

空気
七

N2CO2H20

3.排 ガ ス直接 回 収(02/CO2燃 焼)

ガスター ビン

燃料

空気

CO2分 離

CO2

0

ウ
の

　

N

H

/恥
＼M/1CO・H・O

冷 却1 )C

剃02分 離

)

CO2■

02

02

図2CO2分 離 回 収 技 術
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①輸送方式

イ.回 収CO2を 直接パイプラインで輸送す る

方式

ロ.回 収CO、 を液化後船舶で輸送する方式

②処理方式

イ.深 海処理

・CO2を 深層海水に吸収させ る方式

・CO2を クラスレー ト*化 し海底へ還元す る

方式

*CO2ク ラスレー ト

水6～7分 子中にCO21分 子が取 り込

まれた氷状の結晶物質である。環境影響

を抑制するため,CO2を 低温・高圧下でク

ラスレー ト化 し,水 分子中にCO2を 封 じ

込めた状態で海底に還元する方式が提案

されている。

ロ.ガ ス田,油 田処理

・天然ガス田や油田にCO 2を貯留する方式

3.CO2回 収 プロセスのスタディ結果

各発電技術に対 し,可 能性のあるCO2回 収

表2

1.想 定 プ ロ セ ス

(1)パ イプライン ー 深海

方式を適用 した場合(回 収CO、の輸送,処 理 を

含まず)の 送電端効率,送 電端コス トの試算

結果を図3に 示す。

(1)送電端効率

CO2回 収による各プロセスの送電端効率 の

低下(べ 一スケースに対す る相対的低下)は,

9～27%と 試算された。このうち発電方式毎に

効率低下の小さいプロセスは次の通 りである。

・LNG複 合発電 二排ガス分離 ・回収(化 学

吸収)

・微粉炭火力:排 ガス直接回収(0 2/CO2燃

焼)

・IGCC:燃 焼前分離 ・回収(物 理吸収)

・メタノール改質発電:排 ガス分離 ・回収(化

学吸収)

①LNG複 合発電

排ガス分離 ・回収(化 学吸収)は,所 要エ

ネル ギー の大半 を占めるCO2吸 収液の再生

(130～160℃)に プラン ト内の低質排熱 を有

効利用で きるため高い効率を示す。

回収CO2の 輸送,処 理 プ ロセ ス

(2)液 化 一 船舶 一 洋上基地 一レ 深海

(3)液化一船舶一 寵 緬 ㌧ 深海

(4)パ イプライ ン ゥ ガス田、油 田

(5)液 化 か 船舶 ウ 受入基地 う ガス田、油 田

2.CO、 輸 送 距 離 、注 入 深 度 の仮 定

深 海 ガス 田 、油 田

輸送距離(km)

注入深度(m)

100～500

3000

100～12,000

2000
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これに対 して,燃 焼前分離 ・回収では,燃

料の天然ガス をCO、 とH、に転化す るため の

水蒸気改質(800～900℃)に 多量のエネルギ

ーを消費するため効率低下が大きい。

また,排 ガス直接 回収(0,/CO、 燃焼)は,

LNGの 場合はH/C(水 素/炭 素原子数比)

が高いため,燃 料中の水素の燃焼用に多量の

酸素製造動力を必要 とすることか ら,CO2回

収量に比 し効率低下が大 きい。

②微粉炭火力

H/Cの 低い(炭 素含有率の高い)石 炭 を燃

料 とする場合 は,排 ガス直接回収(02/CO,燃

焼)用 の酸素製造動力はCO、回収量の割に少

くて済む。

一方,微 粉炭火力に排ガス分離 ・回収(化

学吸収)を 適用す る場合は,吸 収液の劣化 を

防止す るため排ガ ス中のSOxを10ppm以 下 に

する高次脱硫動力が必要 となる(表1参 照)。

これらの理由で,微 粉炭火力では,排 ガス

直接回収(02/CO2燃 焼)が 有利になると予想

ベ ース ケ ース

LNG 燃焼前分離回収

複合発電 排ガス分離回収

排ガス直接 回収

ベ ー スケ ー ス

微粉炭火力 排ガス分離回収

排ガス直接回収

ベ ース ケ ース

酸素吹き 燃焼前分離回収

IGCC 排ガス分離回収

排ガス直接回収

空気吹き べ 一 スケ ー ス

lGCC 燃焼前分離回収

ベー ス ケー ス
メタノール

改質型発電
燃焼前分離回収

排ガス分離回収

された。

③IGCC

IGCCの 燃焼前分離 ・回収の場合,燃 料

である石炭ガスの主成分がCOとH2で あ り,

シフ ト化反応(CO+H20→CO2+H2)で 容易

にCOをCO2に 転化できる。また,燃 料ガスが

約27ataと 高圧のため,減圧操作により低エネ

ルギーでCO2吸 収液を再生できる物理吸収法

を適用できる利点 もある。このため,本 ケー

スでは,燃 焼前分離・回収が高い効率 を示す。

④ メタノール改質発電

メタノール改質発電は,メ タノールを水蒸

気改質反応でCO2とH2に 転化後 ガスター ビ

ンで燃焼 し発電する方式である。 この場合燃

焼前分離 ・回収(化 学吸収)の 効率が排ガス

分離 ・回収(化 学吸収)に 比べ低 いのは,改

質反応 を受けた燃料ガス(約230℃)をCO2吸

収(操 作温度 約50℃)の ために冷却す る際エ

ネルギー ロスが生 じることによる。これは,

本発電方式が複合発電でなくガスター ビン単

送電端効率(%) 送 電 端 コ ス ト(対
ベ ー ス ケ ー ス)

500.81.21.6

図3CO2回 収 プ ロセス のケー スス タデ ィ結果
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段の特殊なプラン ト構成であるため,ガ ス冷

却時に回収 される熱の有効利用が充分に図れ

ないこ とによる。

(2)送電端コス ト

今 回のスタデ ィでは,CO2回 収に よ り各 プ

ロセスの送電端の電力コス トは1 .2～1.5倍 に

上昇す ると予測 された。なお,送 電端効率の高

いシステムが コス ト面で も有利な傾 向にあ

る。

以上の送電端効率,送 電端 コス トの結果 よ

り,高効率のCO、 回収システム を開発す るた

めには,燃 料種,発 電方式毎に,そ の特性に適

応 したCO、回収技術 を開発す る必要があるこ

とが分かる。

4.ト ー タル シ ス テ ム の ス タ デ ィ結 果

回収CO2の 輸送 ・処理 を含む トー タルシス

テムを評価する際は,上 記スタディで可能性

が高い と推定 された次の発電技術/CO2回 収

方式 を対象 とした。

・LNG複 合発電/排 ガス分離 ・回収(化 学吸

収)

・微粉炭火力/排 ガス直接回収(0
2/CO2燃 焼)

・IGCC/燃 焼前分離 ・回収(物 理吸収)

・メタノール改質発電:排 ガス分離・回収(化

学吸収)

これらの各 システムに対 し,2.(3)で 説明し

た5種 類の回収CO2の 輸送 ・処理方式を各々

適用 した場合の トー タルシステムのスタディ

結果 を以下に記す。

(1)総合 効 率,送 電 端 コス ト

各 ケー ス の 総 合 効 率 及 び 送 電 端 コス トを表

3に 示 す 。

トー タ ル シ ス テ ム の 総 合 効 率 は,CO2回

収 ・処 理 に よ り12.9～32.8%低 下(べ 一 ス ケ

ー ス に対 す る相 対 的 低 下)す る と試 算 され た
。

また,CO2回 収 ・処 理 の 総 コス トを考 慮 し た送

電 端 コ ス トは,べ 一 ス ケー ス に 対 し1.3～2。3

倍 上 昇 す る と予 測 され た。

この う ち,CO2負 荷 の 小 さ いLNG複 合 発

電,メ タ ノー ル 改 質 発 電 は,微 粉 炭 火 力 及 び

IGCC等 の石 炭 火 力 よ り効 率 低 下 や コス ト

上 昇 の割 合 が 小 さ い。

(2)CO2回 収 ・処理動力

処理 したCO2量 当た りの所要動力を表4に

表3CO2回 収 処 理 トー タル システ ムの総合 効率,コ ス ト

発電 システム
/CO2回 収方式

総合効率

(%)

総合効率の低下
(%)

(対ベースケース)

送 電端 コ ス ト

の上 昇

(対ベ ース ケ ー ス)

LNG複 合発 電

1排ガス分離回収
37.7～40.5 12.9～18.9 1.3～1.6

微粉炭火力
1排ガス直接回収

27.5～31.1 22.5～32.8 t7～2.3

酸素吹 きIGCC
1燃焼前分離回収

29.8～34.3 20.2～30。7 1.4～2.0

メタノール改質発 電

/排ガス分離回収
33.7～36.6 18.3～24。8 1.4～1.8

一47一



示す。

トータルシステムの各工程の中では,CO2

回収工程 の所要動力が最 も大 きい。また,ト

ー タルの所要動力に着 目すると,先 の総合効

率の傾向 とは逆に,石 炭火力の方が,LNG

複合発電及びメタノー ル改質発電よ り単位

CO2量 当た りの所要動力は小 さ く有利 な傾向

にある。 この理由は後で考察す る。

(3)CO2回 収 ・処 理 コス ト

CO2回 収 ・処 理 コ ス トは,4.9～14.0千 円/t

-CO
2と 試 算 され た。(表5)

前 述 の送 電 端 コス トの 傾 向 と は逆 に,石 炭

火力の方が,LNG複 合発電及びメタノール

改質発電よりCO2量 当た りの回収 ・処理 コス

トは安い傾 向にある。これらの結果は次のよ

うに解釈 できる。

図4は,各 発電プラン トのCO2発 生量 と,処

理ガス中のCO2濃 度 を示 している。図か ら分

かるように,LNG複 合発電及びメタノール

改質発電は,石 炭火力に比べCO2発 生量(処 理

すべ きCO2の 絶対量)が 少いため,CO、 回収・

処理に よる効率低下,送 電端 コス トの上昇割

合は小さい。

しか し,石炭火力の場合は,高 濃度でCO2が

発生するため,CO、 量当た りで考えると,よ り

表4CO2回 収 処 理 の 所 要 動 力

発電 システム
/CO2回 収方式

所 要 動 力(kWhノ トCO2)

回 収 液 化 輸 送 処 理 卜一 タ ル

LNG複 合発電
/排ガス分離回収

242～244 148 1～167 0.4～71 355～555

微粉炭火力
/排ガス直接回収

148～171 215 1～198 0.4～71 286～549

酸素吹 きIGCC
/燃焼前分離回収

197～198 158 1～154 0.4～71 300～520

メタノール改質発電

/排ガス分離回収
295～297 148 1～167 0.4～71 408～608

表5CO2回 収 処 理 の 所 要 コ ス ト

発電 システム
/CO2回 収方式

所 要 コス ト(XIO3円/t-CO2)

回 収 液 化 輸 送 処 理 卜一 タ ル

LNG複 合発電

/排ガス分離回収 4.9 2.7 0.4～5.6 0.5～2.7 6.8～13.6

微粉炭火力
/排ガス直接回収

3.7～4.3 2.5 0.4～6.3 0。5～2.7 5.9～12.8

酸素吹 きIGCC
/燃焼前分離回収 3.1 2.6 0.4～5.5 0.5～2.7 4.9～11.7

メタノール改質発電

/排ガス分離回収 5.3 2.7 0.4～5.6 0.5～2.7 7.3～14.0
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コ ンパ ク トな設 備 で効 率 的 にCO2を 回 収 で き

る と考 え られ る。この た め,CO,量 当 た りの所

要 動 力 及 び コ ス トにつ い て は,石 炭 火 力 の 方

が 有 利 に な る と推 定 され る。 こ の こ とは,同

一 量 のCO
、を 回収 ・処 理 す る場 合 に は,石 炭 火

力 の 方 が トー タル の所 要 動 力,コ ス トの 点 で

有 利 に な る可 能 性 が あ る こ とを示 して い る。

(4)CO2輸 送 ・処理方式間の比較

例 として,LNG複 合発電から回収 したCO2

を,各種方式で輸送 ・処理 した場合の所要動力

及びコス トを試算 ・比較 した結果 を図5に 示

す。

輸送距離が100kmの 場合は,パ イプライン輸

送ケースが所要動力が少な く,コ ス トも安 い

傾 向にある。 しかし,図5よ り,輸 送距離が

500km以 上の長距離になると船輸送の方が有

利になる可能性のあることが分かる。特に,

深海処理のパイプライン輸送の場合は,可 と

う性の高価 な特殊パイプの使用を前提 として

いるため,輸 送距離が長 くなるとコス ト面で

パイプラインラ深海

船舶ラ深海

船舶 〉クラスレー トラ深海

パイプラインケガス田、油田

船舶 ヴガス田、油田

050100

不利になると予想 される。なお,CO2を クラス

レー ト化 し,海 底に還元す る方式は,環 境影

響を抑制する効果 を期待 できるが,所要動力,

コス ト面では今回検討 したシステムの中で最

(%)50
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図4各 発 電 シス テム のCO2発 生 量 と

処 理 ガ ス中のCO2濃 度

所 要 動 力(kWh/t-CO2)
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図5

所 要 コ ス ト(X103円/t-CO・>
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離
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CO2輸 送,処 理 工程 の所 要動 力,所 要 コス ト(LNG複 合 発 電 ケー ス)
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表6ト ー タル システム のCO2排 出量削 減効 果
5.CO2回 収 ・処 理 技 術 の 位 置 付 け

発電 システム
1CO2回 収方式

CO2排 出量 削減 効果(%)

LNG複 合 発 電
/排ガス分離回収

微 粉 炭 火 力
/排ガス直接回収

酸 素 吹 きIGCC
ノ燃焼前分離回収

メ タ ノール 改 質発 電
/排ガス分離回収

79～89

72～100

76～87

78～88

上記のプロセス評価結果 を基に,他 技術 と

の比較か ら,火 力発電所か らのCO2回 収 ・処理

の有効性,位 置付けについて考察してみる。

も不利 と試算 された。

(5)CO2削 減効果

発電所からCO2を 回収 して も,回 収CO2の

輸送 ・処理工程で燃料 を消費 し多量のCO2を

発生すれば トー タルシステム としてのCO2削

減効果はなくなる。

そこで,ト ー タルシステムのCO2収 支を計

算 した結果,CO,輸 送 ・処理工程 で発生す る

CO2量 は発電所 で発生す るCO、量の8%未 満

と少な く,今 回の検討システムは最終的にい

ずれ もネッ トで72%以 上のCO、 削減効果を有

することが確認 された。(表6参 照)

表7

(1)既存環境対策技術 との比較

環境対策技術 として火力発電所に既に導入

されている脱硫,脱 硝による発電所の効率低

下は2～3%,送 電端 コス トの上昇は約25～

28%で ある(い ずれも微粉炭火力の場合)

これに対 し,今 回のスタディでは,発 電所

か らのCO2回 収 ・処 理 に よ る効 率 低 下 は

13～33%,送 電端 コス トの上昇は30～130%と

予想された。両技術の比較から,環 境対策技

術 として火力発電所にCO、回収 ・処理技術 を

直ちに導入するのは難 しいことが分か る。(以

上表7参 照)

(2)他のCO、 固定化技術との比較

CO2固 定化技術の コス ト試算例 として,以

火力発電所におけるCO2回 収処理 と脱硫,脱 硝の比較

脱硫、脱硝(微 粉炭火力) CO2回 収処理

効率低下(%) 2～3 13～33

送電端 コス トの上昇(%) 25～28 30～130

co・ 固定 化 コス ト(x103円/t-co、)

010203040

灘 細r■
微生物によるc・2固定化 四 国 ≡ ≡ 巴 」

図6CO2回 収処 理 と他 のCO2固 定化 技術 の 比較
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下 の例 が あ る。

・植 林:0 .2～7.6千 円/t-CO2

・微 生 物 固定:30千 円/t-CO2

これ らの値 と,今 回 試 算 したCO2回 収 ・処 理

コス ト(4 .9～14千 円/t-CO2)と を比 較 す る

と,火 力 発 電 所 か らのCO2回 収 ・処 理 は,将 来

のCO、 削減 対 策 と して は 経 済 的 に 成 立 す る 可

能 性 を有 す る と言 え る。(図6参 照)

6.ま と め

今回のケーススタディ結果 を基に,火 力発

電所からのCO2回 収 ・処理 に伴 う効率低下,コ

ス ト上昇,CO,削 減効果 を纒めると次のよう

になる。

①総合効率の低下 二12.9～32.8%

②発電 コス トの上昇:1.3～2.3倍

③CO2回 収 ・処理動力:286～608kWh/t-CO,

④CO、 回収 ・処 理 コ ス ト:4.9～14千 円/t-

CO2

⑤CO、削減効果:72%以 上

先に述べ たように,こ れ らの結果から,火

力発電所か らのCO2回 収・処理は,現 状 では実

用化が難しいものの将来のCO2削 減対策 とし

ては成立する可能性があると考えられる。

また,現在の世界のCO2排 出量約216億t/年

に対 し,本 技術に基づ くCO2処 理可能量は次

のように試算されてお り,処 理容量の点か ら

も将来の地球温暖化対策のオプションの一つ

として長期的視点で本技術評価や研究開発 を

進めてお くことは意義のあることと考 えられ

る。

〔CO2処理可能量の試算例〕

・油田処理(EOR):約600億t

・枯渇ガス田処理:約1 ,800億t

・地下帯水層処理:約3 ,200億t

・海洋処理:海 洋は人類の排出するCO2量 を

遙に越えるCO2溶 解能力がある

と推定されている。

本技術 に関す る重要な研究開発課題 として

は,次 の2点 が挙げられ る。

①省エネルギー,低 コス ト化 を図るため,燃

料種,発 電方式毎に,そ の特性に適応した高

効率のCO、回収技術を開発する必要がある。

②海洋や天然ガス田,油 田等でのCO、 の大量

処理に伴 う環境影響評価を充分行 い,そ の安

全性 を確認する必要がある。

なお,IEA(国 際エネルギー機関)で は,

1991年 か ら火力発電所か らのCO、 回収 ・処理

をスコープに入れた 「IEA温 室効果ガス関

連技術研究開発計画」をスター トしている。

1992年 時点で12ヶ 国が参加 し,我 が国で も新

エネルギー ・産業技術総合開発機構 が締結機

関 として参 画 しているこのプロジェク トで

は,1994年 以降海洋処理に関する基礎的研究

や生態系への影響評価に重点が置かれる予定

である。今後はこのような国際的枠組みの中

で,回 収CO2の 処理技術 を中心 と した長期

的 ・体系的研究開発が推進 され,本 技術の可

能性や有効性が明らかにされることが望 まれ

る。

最後に,本 研究にご尽力された工業技術院

機械技術研究所 の赤井誠主任研究官 をは じ

め,㈲ エネルギー総合工学研究所内の 「火力

発電プラン トからのCO2回 収 システムに関す

る調査委員会」の関係者の皆様に厚 く感謝の

意を表する次第である。
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メ タンハ イ ドレー トに関す る

海外 の研究開発動 向

寺 崎 太二郎 ※
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策 上,研 究 が 進 展 した 。 そ の 後,1960年 代 に
1.は じめ に

シベ リア の 凍 土 の 下 か ら現 実 に メ タ ンハ イ ド

メタンハ イ ドレー トとは,水 分子 とメタン

分子 とか らなる氷状の固体物質である。 これ

は,複 数の水分子が篭状の格子を作って配列

し,そ こにで きた空隙中にメタンが取 り込ま

れたもので,こ の時のメタン分子 と水分子の

数の比は1:5.75に なる。一般に低温ほど,

また高圧であるほど生成 し易い。地球上では,

極地方,あ るいは深海の海底下がこの条件 を

満たす。例えば,シ ベ リアやアラスカの永久

凍土地帯や,ペ ルー ・チ リ海溝,中 央アメリ

カ海溝等の深海域がこれに当たる。その量は

炭素量 として1019g(Kvenvolden1993)を 越

える程で,こ れは世界の在来型天然ガスの確

認埋蔵量と比較 してはるかに大 きなものであ

る。

そもそもガスハイ ドレー トが注目され始め

たのは,天然パイプラインの閉塞 トラブルが,

ガスハイ ドレー トによるものであるとい う報

告(1934)が 出たことで,ガ スパイプライン

中に水が混入す ると,低 温高圧 という条件下

でガスハイ ドレー トが形成されることが知 ら

れるようになった。シベ リアの化学プラン ト

で閉塞 トラブルが頻発 していたため,そ の対

レー トが発見され,さ らに海域の地震探査か

ら世界各地の大陸縁辺の海底下に広 く賦存し

ている場所のあることがわかって きた。

日本でも近年,南 海 トラフ,奥 尻海嶺,十

勝 ・日高沖,網 走沖,西 津軽海盆等でその賦

存が確認され,メ タンハ イ ドレー トに対する

関心が高まっている。その推定賦存量は合計

約6兆m・ といわれてお り,こ れは炭素量 とし

て約3×1014gに な り,国内における天然ガス

年間消資量の約百倍に相 当す る。資源が乏し

い我が国 としては非常に魅力のあるエネルギ

ー資源 といってよい。

今後,こ れをエネルギー資源 として実際に

開発 ・利用 してい くためには,ガ スハイ ドレ

ー トの基礎的な性質(生 成,分 解,安 定性,

物性)の 研究,探 査技術,生 産技術(掘 削技

術,開 発技術)の 確立,経 済性評価等これか

ら為すべきことが多くあるが,日 本 としては,

まだ研究開発の緒についたばか りといってよ

い 。

今回,限 られた範囲ではあるが,ガ スハ イ

ドレー トの研究では世界的にみても トップレ

ベルにある米国およびカナダの諸研究機関を

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 主管研究員
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訪れ,彼 らの研究開発動向を調査 した。

2.米 国の研究開発動向

米国はアラスカ凍土地帯,及 び大西洋岸や

太平洋岸縁辺部のようなメタンハイ ドレー ト

が賦存 している広大な地域 を有 してお り,各

方面の関心 をよんでいる。例 えば,資 源 とし

ての面か らはエネルギー省(DOE)が,軍

事的な利用面からは海軍(USNavy)が 関心

をもっているようである。 しか し,在 来型の

天然ガスがまだまだ多量にあるためか,現 在

は主に地質学的な面から探査 ・研究が進め ら

れてお り,そ の活動 を担っているのが地質調

査所(USGeologicalSurvey)で ある。そこ

で,今 回はこの地質調査所 を訪れた。

2.1地 質調査所 における探査 ・研究

米国の地質調査所は,内 務省に属する組織

で,管 理部門のほか,水 資源部門,地 質部門,

マッピング部門の四つの部門より成 り,職 貝

数は全体 で約1万 人に及ぶ大 きな組織であ

る。本部はバー ジニア州 レス トンにあるが,

支所の方は各部 門が横断す る形で組織されて

お り,国 内 各 地 に あ る。 メ タ ンハ イ ドレー ト

関 係 の 調 査 ・研 究 に つ い てみ る と,太 平 洋 の

海 洋 環 境 関 係 は カ リフォ ル ニ ア州 メ ン ロパ ー

クに あ る支 所 が,大 西 洋 の 海 洋 環 境 関 係 は マ

サ チ ュ ー セ ッ ツ 州 ウ ッ ズ ホ ー ル に あ る 支 所

が,そ して 資 源 関 係 は コ ロ ラ ド州 デ ンバ ー に

あ る支 所 が 各 々 担 当 して い る。

(1)太 平 洋 海 洋 地 質 課

サ ン フ ラ ン シ ス コ南 の 緩 や か な 丘 陵 地 に メ

ロ ン パ ー ク支 所 が あ り,そ の 中 に 太 平 洋 及 び

ア ラ ス カ の 地 質 学 研 究 を担 当す る太 平 洋 海 洋

地 質 課 が あ る。 こ こで 行 っ て い る研 究 は,(1)

EnvironmentalMarineGeology,(2)Coastal

MarineHazard,(3)SeaFloorResources,

(4)DataBaseの4分 野 に わ た っ て い る。 海 洋

資 源 に つ い て は,主 に マ ン ガ ン,コ バ ル トク

ラ ス ト,熱 水 鉱 床 に 関 す る研 究 を行 っ て お り,

現 在 は,特 に 開 発 に お け る環 境 影 響 評 価 に 関

す る研 究 に 力 を 入 れ て い る。 これ は 他 所 に も

い え る こ とで あ るが,近 年,米 国 に お い て は

環 境 関 連 テ ー マ に 研 究 費 が 付 きや す い た め

か,こ こ で も海 底 環 境 や メ タ ン と地 球 温 暖 化

の 関 係 な ど,環 境 問 題 に研 究 が シ フ トして い

USGAS

RESERVES

8.5×10i2m3

PRUDHOE-KUPURAK

GASHYDRATE

1.1×10i2m3

ALASKAGAS

RESERVES

O.8×10i2m3

図1米 国 にお け る天然 ガ ス埋 蔵 量(Kvenvolden[1993])
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る よ うで あ る。

メ タ ンハ イ ドレー トの 研 究 は,地 質 学 的研

究 面 の 第 一 人 者 とい え るDr.Kvenvoldenが

中 心 とな っ て 少 人 数 で 行 っ て い る。 主 と して

学 術 的 な観 点 よ り研 究 が 進 め られ て い る よ う

で,現 在 は地 質 学 的 災 害 あ る い は 地球 規 模 の

気 候 変 化 とい う点 か ら,太 平 洋 ・ア ラ ス カ の

メ タ ンハ イ ドレー トの研 究 を行 っ て い る。 な

お,メ タ ンハ イ ドレー トを資 源 と して 捉 え た

研 究 は,前 述 の よ う に デ ン バ ー 支 所 でDr.

Colletが 主体 とな っ て行 っ て い る。

Dr.Kvenvoldenは,世 界 各 所 で行 わ れ て い

る メ タ ンハ イ ドレー ト探 査 研 究 の最 新 情 報 を

も とに 総 説 を著 して お り,そ の 中 で賦 存 量 の

推 定 を行 う と と もに,ハ イ ドレー トの世 界 的

分 布 図 を ま とめ て い る。 図2は1993年 に 出 し

た もの で,前 回発 表 の もの(1988年)と 比 較

す る と,新 た に ア メ リカ大 陸 縁 辺 部,南 極 大

陸縁 辺 部,ア リュー シ ャ ン列 島 周 辺,ロ シア

のバ イカル湖 など十数箇所が追加 され てい

る。

太平洋地質課 としては,従 来使用 していた

調査船が廃船になって以来,し ばらく海洋調

査が停滞 していたが,海 軍の船 を改造 し,グ

ロリアや シーマー ク等の近代調査機器を装備

した全長70mの 新調査船が93年11月 に就航す

ることになっており,今 後調査活動が活発に

なると思われる。

対外的関係についてみると,92年 に行われ

たソ連の調査船によるオホーツク海の調査航

海に研究者を派遣 してお り,こ れにはカナダ

からも参加者があった。本調査は,研 究所 と

しての公式の共同研究ではなく,あ くまでも

研究者 レベルでの一時的な研究交流として行

われたものである。この調査航海では,サ ハ

リン東方の水深500m以 深の海域 でグラビテ

ィー コアによ りハ イ ドレー トを採取 してお

り,同 課はサンプル中のガス分析にかかわる
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図2メ タンハ イ ドレー トの世 界 的分布(Kvenvolden[1993])
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研究の一部 を分担した。

(2)大 西洋海洋地質課

ボス トン市から東南約100マ イルの所にウ

ッズホール支所があ り,そ の中に大西洋の海

洋地質学研究 を担当する大西洋海洋地質課が

ある。研究施設は閑静な森に囲まれてお り,

車で5分 程 の距離の湾周辺にも海洋関連の研

究施設があ り,湾 内には大 きな調査船が繋留

されている。

ウッズホールにおけるメタンハ イ ドレー ト

の研究は,Dr.Dillonが 中心 となって5～6名

で行 われている。

Dr.Dillon達 の主な研究 として,大 西洋岸大

陸縁辺部における地震探査法による地図作成

が挙げ られる。これによって,大 西洋岸大陸

縁辺部にはメタンハ イドレー トが広範囲に存

在す るこ とがBSR(BottomSimulating

Reflector)か ら確認されている。特に水深700

m近 辺の海底にハイ ドレー トの存在す る場所

が広 く分布 していることがわかってきた。こ

れ ら海洋ハ イ ドレー トの探査は,深 海が対象

とはいえ,海 底下の探査距離は比較的短い と

い え る。この ため,通 常 の 探 査 で は,160inch3

の エ ア ガ ン が用 い られ るが,DrDillonら のB

SRの 測 定 で は5inch3の エ ア ガ ン が 使 用 さ

れ て い る よ うで,こ れ に よ っ て解 像 度 の 高 い

探 査 デ ー タ を得 て い る。

対 外 的 な共 同 調 査 と して は,バ イ カ ル 湖 の

地 質 調 査 が 挙 げ られ る。 これ は ミシ ガ ン大 学

等 い くつ か の 米 国 の 大 学,及 び ロ シア の 科 学

ア カ デ ミー と共 同 で 行 っ て い る もの で あ り,

89,92年 に実 施 し た物 理 探 査 デ ー タか らBS

Rが 確 認 され た。 そ れ に よれ ば,湖 の 中央 盆

で は 水 深1,500m以 深 の 湖 底 下250～500mに,

南 盆 で は 水 深1,000～1,450m以 深 の 湖 底 下

200～325mにBSRが 分 布 して お り,両 盆 の

間 に あ るセ レ ン ゲ デ ル タに もBSRが 見 られ

た。 バ イ カ ル湖 に は,北 モ ン ゴ ル に 端 を発 す

る セ レ ンゲ 川 が 流 れ 込 ん で お り,こ れ に よ っ

て もた ら され た有 機 物 質 が ガ スハ イ ドレー ト

の 成 因 に な っ た と考 え られ て い る。

以 上 の よ うな探 査 活 動 に加 え て,Dr.Dillon

ら は調 査 デ ー タ を も とに,メ タ ンハ イ ドレー

トの賦 存 量 を推 定 す る た め,BSRの 強 さ に
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よって,海 域を3階 級に分け,階 級別に対象

海域のハ イ ドレー ト量の推定 を行 うことを試

みている。その際,対 象海域における堆積層

中のハイ ドレー ト,水,岩 石の存在割合 を知

る必要があるため,彼 らはハ イ ドレー ト層の

速度解 析か ら時 間平均 式(TimeAverage

equation)に よって推定するような工学的方

法 を適用 している。海域全体のハイ ドレー ト

量は,海 域面積,ハ イ ドレー ト層の厚さ,ハ

イ ドレー トや水の存在割合等 より求めようと

いうものである。彼 らはこのような方法によ

り大西洋岸大陸縁辺部におけ るメタンハイ ド

レー ト賦存量の推定 を行お うとしている。

さらに彼 らは,こ のような賦存量推定に必

要 となる物性データを得 るために,ガ スハイ

ドレー トの生成 ・分解実験 を行おうとしてい

る。

海域のメタンハ イ ドレー トは,メ タンガス

が海底堆積物の間隙中に浸透 し,そ こに存在

する間隙水に溶解 した状態で,あ る温度,圧

力になった時に形成されると考 えられ る。そ

の際,堆 積物の間隙の大小や海水,堆 積物に

含まれる化学成分などの様々な要 因が生成に

影響を与えると考えられる。

これまで研究者たちの多 くは,メ タン,エ

タンのような純ガスと水を用い,圧 力容器中

でガスハ イ ドレー トの生成 ・分解実験を行 っ

てきた。 しか し,実 際のガスハ イ ドレー トは

前述のように堆積物の狭い間隙中で,気 液両

相 とも様々な不純物 を含んだ状況下で生成や

分解が進むので,こ れまでのような実験結果

とはズレがあると考 えられ る。

彼らの実験装置は,実 際の海底堆積物 を用

いて大陸斜面での温度,圧 力の状態 とその変

化 を模擬的に再現出来るシステムで,こ れに

よる実験で海底堆積物の間隙率,コ アー水一

ガス組成,速 度等の関係を明 らかにすること

が可能である。

写真1メ タ ンハ イ ドレー ト生 成実 験装 置(USGSウ ッズ ホー ル)
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実験装置は コンピュータで制御され,堆 積

物 を収納 す る円筒形 の高圧 セ ルは最 高25

Mpa(水 深2,500m相 当)の 圧力を加えること

が可能で,温度は±0.2℃ つつ コン トロールで

きるものとなっている。通常の実験は,0℃

付近で行われ,メ タンをはじめ とした炭化水

素ガスは堆積物中へ浸透す るようになってい

る。

ハ イ ドレー トの形成 を検知す る方法 とし

て,日 本では光学的方法が用いられているが,

この装置では比抵抗 と音速 を測定 して検知す

るようになっている。また,形 成 したハ イ ド

レー トを低温試料室 を付けた走査型電子顕微

鏡により観察す ることも考えているようであ

る。当実験装置は,現 在最終組立を行ってい

るところであった。

以上のように彼 らの研究は,海 域における

メタンハイ ドレー トの地質学的調査ばか りで

な く,そ の物性を調べ るための基礎的な実験

も並行 して行お うというものである。 この研

究は海域におけるメタンハイ ドレー トの様々

な評価 を行 うための工学的な基礎デー タをも

たらして くれるであろうと期待 される。

3.カ ナダの研究開発動向

カナダはガスハイ ドレー トの賊存の可能性

が高いとされるマ ッケンジーデルタを含む広

大な永久凍土地帯を有 し,し かも北極海に面

しているため,先 進諸国の中でも早 くか らガ

スハイ ドレー トに関す る探査 ・研究を行 って

きた。 メタンハ イ ドレー トの物性に関す る基

礎的な研究は大学が,探 査 を含めた地質学的

な研究はカナダ地質調査所(GeologicalSur-

veyofCanada)が,ま た掘削技術の開発等

実用的な面は石油関連産業が中心 となって行

わ れ て い る よ うで あ る。

3.1地 質調査所 における探査研究

カナ ダ地質調査所は1993年 に設立150周 年

を迎 え,我 が国の地質調査所 とも盛んな交流

がある。管理部門の他,地 球物理 ・海洋地質

学部門,鉱 物 ・大陸地質学部門に分かれてお

り,ガ スハ イ ドレー トの探査 ・研究面では世

界的なレベルにある。

メタンハイ ドレー トの研究活動は,北 極海,

ボーフォー ト海,西 海岸のヴァンクーバー沖,

東海岸 の ノバス コチア周辺等で行 われ てい

る。ODP(国 際深海掘削プ ログラム)に 対

して研究分担金を支払い,ヴ ァンクーバー沖

(米国 と共同)や ノバスコチア周辺での地震

探査データの基本解析やこれ らに関す る検討

に参加 している。これらの活動はノバスコチ

アの大西洋地質学センターやブ リッティッシ

ュコロンビアの太平洋地質学センター,オ タ

ワにある地質調査所のTerrainScience部 門

で行われているが,そ の中心人物はDr.Judge

である。彼は長年,ガ スハイ ドレー トに関す

る研究を行ってお り,米 国のDr.Kvenvolden

やDr.Dillonと 共にハ イ ドレー トに関す る地

質学的な面か らの研究の牽引者である。

彼によれば,カ ナダにおいて,ガ スハ イ ド

レー トに関する研究が本格的に行 なわれるよ

うになったのは数年前のことであるが,こ れ

は石油掘削時の安全性の確保や環境保全の観

点から取 り組んだ もので,ガ スハイ ドレー ト

の資源的な評価 は行なっていない。カナダ地

質調査所では,マ ッケンジーデルタ,ボ ーフ

ォー ト海,東 部地区(ニ ュー ファウン ドラン

ド沖等)で 石油会社や掘削会社等 が行 った

1970年 代か らのWelllogの データを集め,解
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析 を行 って い る。

例 え ば ボー フ ォ ー ト～ マ ッケ ン ジー 地 域 の

ハ イ ドレー ト探 査 デ ー タ に よれ ば,500mよ り

浅 い と こ ろ に は,メ タ ンハ イ ドレー ト全 体 の

5%以 下 しか 存在 し な い。 これ は 気 候 等 の 物

理 的 条 件 の 変 化 に よ り浅 部 で は 簡 単 にハ イ ド

レー トが 分 解 して し ま うか らで あ る。 また,

ハ イ ドレー ト層 は 連 続 して 存在 して い るの で

は な く,60%は 厚 さが80m以 下 の もの で あ る 。

図4は 探 査 デ ー タ か ら作 成 した ハ イ ドレー ト

が 存 在 す る最 深 度 線 で あ る が,地 温 に よ る シ

ミュ レー シ ョ ン とよ く一 致 して い る。た だ し,

推 定 で は1,400mが 最 深 度 と な っ た が,実 際 に

は1,800mで あ っ た 。図4の 影 をつ け た部 分 は

推 定 深 さ に 対 して 実 際 に は400rn以 上 深 か っ

た場 所 で あ る。 こ の 誤 差 に つ い て は,地 温 勾

配,地 殻 熱 流 量 等 の推 定 条 件 が 実 際 と違 う た

め と思 われ るが 詳 細 は不 明 で あ る。

ハ イ ドレー トを 資源 と し て み た 場 合,経 済

Qっ
の

9

的観点か らの評価 も必要であるが,そ の場合,

回収の容易 さか ら2,000mよ り浅い ところに

どれだけ存在す るかが重要 となる。BSR等

でボーフォー ト地域を探査 したところでは80

%の 場所でハイ ドレー トの徴候があり,深 さ

800～900mの 所に最 も多 く存在 してい ること

が確認されている。これらのデータは,94年

に日本で開催 される国際海洋極地工学会議で

発表 される予定である。

新 しい探査技術の開発 という点では,水 面

が氷で覆われた海域や水域の探査に有用 であ

るバーティカル ・アレー法 という新 しい地震

探査法 を開発 し,実 際の調査に適用 を試みて

いた。

対外的な活動 としては,ODPへ の参加や

米国との共同調査以外にシベ リアのメタンハ

イ ドレー トに関する調査 をロシア,米 国 と共

同で行っていることが挙げられる。ただし現

時点では,地 質調査所の組織 としては対応 し
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図4ボ ー フォー ト海 にお け るハ イ ドレー トゾー ンの最 深度(Judgeeta1[1992])

ア ミ掛け は シ ミュ レー シ ョン と400m以 上 の誤 差が あ っ た場 所
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ておらず,研 究者 ・技術者の個人レベルでの

参加が主のようである。 しか し,今 後は,地

質調査所の組織として対応す るためにプロジ

ェク トに格上 げす る動 きがあるようであっ

た。 このような動向は,カ ナダ地質調査所に

限 らず,米 国地質調査所のメロンパークやウ

ッズホールでも感 じられた。米国では,メ タ

ンハイ ドレー トの研究 を将来の資源 としての

評価に結び付けてい く必要性を感 じている旨

の発言が見られたし,今 後ハイ ドレー トに目

的をしぼった専用の掘削についての期待が述

べられていた。

3.2カ ル ガ リー大 学 に お け る研 究

カル ガ リー 大 学 は,石 油 の 町 カ ル ガ リー の

郊 外 に キ ャ ンパ ス が あ り,2万 人 の学 生 を有

して い る。 今 回,訪 問 したP.RajBishnoi教

授 の 属 す る学 部 で は,バ イ オ,重 質 油,プ ロ

セ ス,貯 留 層 シ ミュ レー シ ョン等 の研 究 が 行

わ れ て お り,15人 の教 授 と55人 の 学 生 が 所 属

して い る。Bishnoi教 授 は,ガ スハ イ ドレー ト

の 基礎 的 な研 究 に 関 す る世 界 的 権 威 で,数 多

くの研 究 成 果 を発 表 し て い る。

カ ナ ダ で は,第 一 次 オ イル シ ョ ッ ク以 降,

国 内,国 外 の 多 くの会 社 が 北 極 海 で石 油 ・ガ

ス の 開 発 を め ざ した掘 削 を し よ う と,カ ナ ダ

政 府 へ 許 可 を求 め て き た。 カ ナ ダ政 府 と して

は,ガ スハ イ ドレー トか らの ガ ス放 散 に よ る

環 境 へ の 影 響,災 害 等 が 予 測 され た た め,新

た に許 認 可 の ガ イ ドラ イ ン を策 定 す る必 要 に

迫 られ た 。 この ため,政 府 は教 授 らに研 究 を

委 託 し,こ れ がBishnoi教 授 に と っ て ガ ス ハ イ

ドレー ト研 究 の 発 端 と な っ た。 現 在 まで カナ

ダ の企 業 ・団体 の み な ら ず,オ ラ ン ダ ・シ ェ

ル,ノ ル ウ ェー の ス タ ト ・オ イル,米 国 の ガ

ス研究所(GRI)等 から多くの研究が委託

されている。

この ような経緯から,Bishnoi教 授らの研究

では,ガ スハイ ドレー トの化学熱力学か ら出

発 して,結 晶核形成 ・成長,ガ スの溶解 を考

慮 したハイ ドレー ト生成機構,分 解機構の解

明,さ らには速度論的解析等がメインテーマ

となってお り,貴 重な研究が多い。さらに,

これらの研究は,電 解質(塩 化ナ トリウム,

塩化 カリウム等)や,ア ル コール,界 面活性

剤等を添加 した系でも行 なわれ,ハ イ ドレー

トの生成 ・分解に与える影響 を調べ,現 場に

適用できるような解析が行なわれている。

彼らは,先 ず深海におけるガスハイ ドレー

トの生成挙動を解析するため,高 圧条件の も

とで模擬海水中にメタン,エ タン等か らなる

天然ガス成分をバブ リングさせて,疑 似的に

深海条件 をつ くり,膨大な時間をかけて,様 々

な成分のガスハイ ドレー トの生成 ・分解 の熱

力学デー タを収集 した。

これ らのデータをもとに,ガ スハイ ドレー

トの分解・生成機構の解析モデルを構築 した。

これは,ガ スハイ ドレー トの生成は結晶核形

成 ・成長 という結晶化理論 とガスの溶解 に関

す る二重境膜説を基にしたモデルで,一 つの

パ ラメー ターを変更するだけで実験結果 とよ

く一致す ることが実証された。混合ガス系に

おいて も,個 々の成分についてはその純 ガス

系の生成機構 と変わらないと仮定す ると現象

をよく説明することがで きるといってい る。

一方,ガ スハ イ ドレー トの分解速度は,温 度,

圧力以外にハイ ドレー ト粒子の表面積に依存

するようである。

さらに,メ タノール,電 解質,表 面活性剤

等の水溶液におけるハイ ドレー ト生成反応に
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ついては,最 近はガスハ イ ドレー トの熱力学

的研究を中心に行なってお り,メ タノールや

電解質を含む系の平衝データを集めている。

こ れ らに加 え,Bishnoi教 授 た ち の グル ー プ

は 多成 分 系 プ ロ セ ス シ ミュ レー ター を開 発 し

て お り,彼 等 の提 案 して い る熱 力学 モ デ ル を

写真2メ タ ンハ イ ドレー ト生成 実験 装 置(カ ル ガ リー 大学)
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図5メ タン ー 電解 質水 溶液 系 の メ タンハ イ ドレー ト生 成圧 力(Bi§hnoi[1992])
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用いれば,気 液が共存する多成分系における

ガスハ イ ドレー ト生成プロセスのシ ミュレー

ションが可能である。

企業からの委託研究の例 として,寒 冷地の

海底天然ガスパイプラインにおけるハイ ドレ

ー ト生成・閉塞 トラブルに関する研究がある。

これは,天 然ガス成分,窒 素,二 酸化炭素混

合ガス系で実験したもので,ハ イ ドレー ト生

成に対 して水分量が大 きく影響することがわ

か った。

以上のような彼らの研究は,実 際にハイ ド

レー トの掘削やプラン トオペレー ションを行

なう際に有用な情報をもたらして くれる貴重

なもの といえ,今 後の研究に も期待 したい。

3.3エ ネ ル ギ ー庁 の 考 え 方

カ ナ ダの エ ネ ル ギー 庁(NationalEnergy

Board)は,1959年11月2日 に 設 立 され た連 邦

政 府 機 関 で,そ の役 割 は石 油,天 然 ガ ス,電

力 等 の事 業 活 動 の 許 認 可 行 政 に よ り公 共 の 利

益 を守 る こ と,エ ネ ル ギー 資 源 の 開 発 や エ ネ

ル ギー の 使 用 につ い て 政 府 に 提 言 した り,政

府 の エ ネ ル ギー 政 策 を実 行 す る こ とに あ る。

1991年 の 組 織 改 正 に よ り,NWT(North

7

6

5
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1

0

Ex司oules

WestTerritories)を 含む北方フロンティア

地域(カ ナダ東岸海域 を除 く)の 石油,天 然

ガス探鉱 ・開発の鉱区管理行政が追加された。

ここでは,カ ナダ北西フロンティア地区に

おけ るエネルギー資源の探査 ・開発,特 にハ

イ ドレー トの探査 ・開発に対する考え方を聴

取 したが,そ れらを要約すると以下のように

なる。

カナダのエネルギー資源に対する考え方 と

して,石 炭,オ イルサン ド等,既 に実用化 さ

れているエネルギーや実用化がもっと近いエ

ネルギーが豊富にあるため,ガ スハイ ドレー

トへの取 り組みの優先順位は低いということ

がで きる。また,ガ スハ イ ドレー トその もの

に対する関心の順序についても,(1)災 害等,

(2)資源,(3)環 境であり,現 時点では必ず しも

資源 としてのみとらえているわけではない。

エネルギー と環境の問題に関 していえば,

ガスハイ ドレー トが分解 して気候に影響 を与

える可能性があると考える人達がいるが,本

当にどの程度なのかはまだ定説がな く,例 え

ばロシアでは影響 を与えているか どうか議論

が分かれている くらいである。 したがって,

地球温暖化防止のためには,IEAも いって

Tcf
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図6カ ナ ダ に お け る 天 然 ガ ス の 需 要 供 給
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いるように,各 種エネルギーの使用効率 をア

ップさせ ることが何 より最優先され るべ きで

あ り,天 然ガスヘ シフ トす るのはその次であ

ろう。従って,今 す ぐにガスハ イ ドレー トに

関する研究費等を増や して行 く計画はない。

以上がカナダエネルギー庁のエネルギー資

源に対する基本的な考 え方であった。ここに

は,エ ネルギー資源に恵まれたカナダという

国の現在の状況がよ く反映されているといえ

る。

3.4石 油産業の状況

カナダエネルギー庁における会合に同席 し

たEXXONやAMOCO等 の石油会社数社か ら

得 た話によれば,彼 らとしてもガスハイ ドレ

ー トに対する関心は一応持ってお り,前 述 し

たように早 くか らボーフォー トーマッケンジ

地域等で掘削を行 っている。 しか し,経 済性

の面か らみて,今 の ところ油価格が高 くなら

ない限 り,ハ イ ドレー トからのガスの生産に

は魅力がない と考えている。

彼らが現在,ガ スハイ ドレー トの存在に関

心 をもっているのは,エ ネルギー資源 として

ではなく,む しろ石油掘削時の リグの安全性

の確保のためである。これは,掘 削中にハイ

ドレー ト層に突きあた り,ガ スハイ ドレー ト

の急激な分解 を誘発 して暴噴するのを避ける

ためである。 また,た とえ極地のハイ ドレー

トを資源 として開発するにしても,凍 土の融

解による環境への影響や掘削用泥水の処理等

について事前に十分検討 してお く必要がある

し,海 域の深部にあるハイ ドレー トに至 って

は,他 のエネルギー資源が豊富にある現在の

状況では,資 源 としてみる段階ではないとい

うことであった。

この ような視点は,こ れまで述べて きたよ

うに単に石油産業に限られた ものではな く,

カナダエネルギー庁 と同様の ものである。

4.お わ り に

米国やカナダ等の在来型のエネルギー資源

に恵まれた国々は,メ タンハイ ドレー トを資

源 として今す ぐどうこうする考えはなく,主

に地質学的時間スケールでみた時の環境に与

える影響,例 えば地球温暖化に対す る影響等

の面からとらえているように見える。また,

実験室的な規模でガスハイ ドレー トの基礎的

な研究が行われた り,地 質調査の一環 として

掘削が行 われた りするにしても,メ タンハ イ

ドレー トだけを目的 とした掘削が大々的に行

なわれることはあまりなさそうである。このよ

うな状況下で研究者達の中には国際的な共同

研究を望む声が高かったように感 じられた。

一方,日 本周辺海域にはガスハイ ドレー ト

の賦存が確認 されているが,こ れを資源 とし

て開発するには,今 後さらに十分な探査 を進

めるとともに,優 れた生産技術の開発が必要

となるが,近 い将来,こ れについては他 国に

あまり期待 できない以上,日 本が独 自に努力

する必要があると思われる。
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大 阪電気 自動 車 コ ミュニ テ ィー

システム事業 の現状

植 村 卓 司※6薩
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滋 』

(要約)

大阪では,電 気 自動車を普及させ るための

コミュニティーシステムを1991年 か ら3箇 年

計画で構築 している。 このシステムは,10箇

所の急速充電スタン ドと約130台 の電気 自動

車で構成されている。

昼間走行時の補充電設備であるこれ らの急

速充電スタン ドは,約30分 で走行可能電池容

量の50%を 回復する能力を有 してお り,共 同

利用ができる。電気 自動車は大阪市域の一般

事業所に貸 し出されて,様 々な業務 に試用 さ

れている。

今回は,「大阪電気自動車コミュニティー シ

ステム事業」の現状 を紹介する。

1.ま え が き

電気 自動車は,大 都市の自動車公害問題や

地球的規模で見た環境問題に対応できる理想

的な自動車 として期待 されてお り,そ の普及

拡大が求められている。 また一部の電気 自動

車は現在既に都市の交通手段 として実用化 さ

れている。

現在の電気自動車は性能 ・価格面で課題 を

残すものの,利 用 しやすい環境を整備するこ

とで適応範囲を拡大できる可能性が大 きい。

「ρ 「P▼ 「P馳叩「PI叩ll「P「11tL,▼ll[lll▼ltllll

例えば利用環境整備の1つ として共同利用

を考えた急速充電スタン ド(急 速充電による

補充電や車両の保守点検 等のサ ポー トを行

う)の 設置など,ガ ソリン車の燃料供給体制

と同様のインフラス トラクチャ整備が不可欠

である。

大阪市では,急 速充電スタン ドと電気 自動

車で構成す る現実に近 い規模のコミュニティ

ーシステムを1991年 から3箇 年間で構築 し,

電気 自動車の普及促進に向けてのインフラス

トラクチャのあ りかたを検討す る試みが現在

実施されている。

2.シ ス テ ム の概 要

本システムは10箇 所の急速充電スタン ドと

約130台 の電気 自動車で構成 されている。急速

充電スタン ドは公共駐車場等に昼間走行 時の

補充電設備 として設置されている。電気 自動

車はできるだけ現実に近い形で評価するため

に,市 内の事業所に貸 し出して実業務 に試用

されている。

事業 を円滑に進めるため,大 阪市,大 阪府,

日本電池㈱,ダ イハッ工業㈱,関 西電力㈱お

よび電気 自動車利用者から構成される 『大阪

電気自動車コ ミュニティーシステム事業推進

※ ㈲エネルギー総合工学研究所 主任研究員
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協議会(ElectricVehicleOsakaCommunity

system(EVOC),エ ポック』を組織 し,急

速充電スタン ドの設置及び管理運営,試 用の

ための電気 自動車貸出,電 気 自動車利用者に

対す るサー ビス等を行 っている。

新規の電気 自動車の利用者は本協議会(E

VOC)に 加入 し,入会金及び年会費を支払 う

ことで電気 自動車の借用及びすべての急速充

電スタン ドのサービスを受けることができる。

貸 し出される電気 自動車はフルメンテナ ン

スで,急 速充電スタン ドを使用す るためのI

Dカ ー ドが与えられ る。 また,既 に電気 自動

車を保有 している利用者についても協議会へ

の加入を求めてお り,新 規の利用者と同様の

急速充電スタン ドの使用や種々のサービスが

受け られる。(表1)

表1入 会金および年会費

加入者の種別 入会金 年会費

新規に電気自動車
を利用する加入者 25万 円 40万 円

既に電気自動車を
有 している加入者 10万 円 5万 円

本協議会(EVOC)は インフラス トラク

チャの検証実験が目的であるため,利 用者は

電気自動車の走行距離や充電状況等の運転 日

報 を報告することが義務づけられている。

3.急 速充電スタン ドの構成

急速充電スタン ドは,現 在我が国で利用 さ

れているほ とんどの電気 自動車に対 して,接

続 コネ クターを取 りつけるなど若干の改造だ

けで急速充電のサポー トが受け られるよう設

計 されている。

1回 の充電時間は最大で30分 で,充 電率30

%ま で放電 した電気 自動車 を充電率80%ま で

回復できる。

(1)基 本仕様

充電率20%(40km定 速走行限界)に 到る前

に充電スタン ドまで到達 しなければならない

ことや運転者の心理 を考慮 し,急 速充電を開

始する充電率は30%が 下限と考えられる。 ま

た,充 電の末期には充電効率が急に悪化(温

度上昇,ガ ス発生等による)す ることか ら,

充電率80%が 急速充電の上限 と考 えられる。

従って,急 速充電により電力補給する補充電

率の目標は+50%程 度(30%→80%)が 妥当

である。

電気 自動車用鉛電池に使用される充電器の

安全に関する基準(SBA8509-1989)で 充電

時の最大電流値は初期の最大電流値 は1C以

下 と規定されてお り,電 池のサ イクル寿命を

短縮 しない範囲という観点を含めて,本 急速

充電スタン ドにおいてもこの値 を採用 してい

る。現在電気 自動車に多 く使用 されて いる

「ED-150(150Ah/5h)」 鉛電池では最大

急速充電電流は150Aと なる。例 えば,同 種の

電池(ED-135)に よる1C急 速充電特性 を図

1に 示す。

電気自動車の場合,電 池群 を構成 している

セル数が多く各電池の放電状態もまちまちで

あるため,充 電の終期で過充電によるガス発

生等深刻な問題がある。このため本急速充電

スタン ドの制御方式は,定 電流定電圧充電方

式を採用 している。

30%ま で放電した電気自動車が80%ま で補

充電するには,1回 の最大充電時間は30分 で

あり,待 ち時間の限度 を勘案するとこの時間
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が許容限界 と考えられる。(表2)

(2)急 速充電スタンドの配置計画

貸 し出され る電気自動車の市街地走行 での

一充電走行距離は,60～70km程 度である。従

って,充 電スタン ドへ 向か うための無駄な走

行距離 を1割 以下に抑えようとすると,約5

km圏 内に1箇 所の割合 で急速充電スタン ドを
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配置する必要がある。大阪市の場合,市 域(約

210㎞)を カバーするためには,8箇 所の充電

スタン ドが必要 となるので,EVOCで は10箇

所の急速充電スタン ドを設置することとして

いる。

0102030405060708090

充 電 時 間(分)

図1電 池 の急速 充 電特性

表2急 速 充電 ス タ ン ドの概 略仕 様

(3)操 作方法

急速充電スタン ドは,複 数の電気自動車の

利用者が共同利用す ることを前提に設計され

てお り,次 のように,シ ステム的に新たな試

みを盛 り込んでいる。

○無人(セ ルフサー ビス)で 運営で き,十 分

な安全対策が図 られていること

○複数の種類の電気 自動車に対応するため,

充電電圧等を自動選択設定 し,車 載電池に

応 じた適正な充電が 自動的にで きること

○充電電力量に応 じた料金徴収が将来的に可

能であること

写真1～4に 急速充電スタン ドの外観 を示

す。今回の事業ではこの急速充電スタン ドを

大阪市域10箇 所に設置 している。

・充電 方 式:定 電 流定 電 圧 方式

・交流 入 力:3相200V±10%50/60Hz

・直流 出力:最 大165V ,最 大150A(自 動 選 択)

・対 象 自動車 用電 池:48 ,96,120,192V(150～200Ah)

・充電時間

・充電台数

・設置環境

・制御方式

:最大30分

:1箇 所あたり最大同時2台 充電可能

:屋外

:直流出力については搭載 した電池に応 じ自動切換する。

また磁気IDカ ー ド方式を採用するなど無人運営できる

よう考慮 した制御方式を採用する。
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写真1急 速充電スタンドと電気自動車

写真2急 速充電風景

写真3磁 気IDカ ー ド

㌻
酔

卍螺

霧竃

露パ ～ナ・

写真4急 速充電スタンド正面

(4)貸 し出され る車両の仕様

急速充電スタン ドは,ほ とんどの電気 自動

車に対応できるよう設計されてお り,図2に

示す ように,車 両側は急速充電回路を付加す

るだけの簡単な改造で済む。

大阪の一般事業所に貸し出される電気 自動

車は,都 市走行 に最 もふさわしい660ccに 相 当

す る 「ミニバン」 タイプである。走行距離や

積載量か らみて,ミ ニバンタイプの車両が電

気 自動車にまず転換していくもの と考えてい

る。(表3,写 真5)

急速充電用DCプ ラグ

急速充電スタンド

付加改造回路
・一… 既設配線

一 追加配線

＼ 「 斗

葺(L芳
0

/.一 一_,電 気 自動 車

㊥
……塵]r…

コ コ

充電器含み
コ ●

車載充電器用ACプ ラグ

図2車 両側に付加する急速充電回路
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表3車 両 の 仕 様

・車 両名

・寸 法

・重量

・性能

・モ ー タ ー

・主 要 電 池

:ダ イハ ツ

:3,295*1,

:空車重量

最大積載量

乗車人員

総重量

:最高速度

・積載充電 器:入 力

ハ イゼ ッ トバ ン電気 自動車(660ccミ ニバ ン相 当)

一 充 電 走 行 距 離

(40km/h定 速 走 行,電 池 容 量80%消 費)

:DC14kw(90V)

:ED-150A(鉛 一 酸)

容 量(12V,150Ah/5h)*8=96V,150Ah/5h)

200V,20A(8-10hr満 充 電 時 間)

395*1,790

LO85

200(100)

2(4)

1,395(1,405)

75

100

<mm>

<kg>

〈kg>

〈 人 〉

〈kg>

<km/h>

〈km>

写真5貸 し出される電気自動車

(5)負 荷平準化タイプのスタン ド

設置されている急速充電スタン ドの一つは

負荷平準化タイプ(ロ ー ドレベ リングタイプ,

LLタ イプ)で あり,電 力の発電 と消費の面

か ら要求されている夜間 と昼間の電力負荷 を

平準化 させるために,こ の急速充電スタン ド

のLL電 池は,夜 間(午後11時 か ら午前7時)

に充電され,昼 間の急速充電に使用される。

LL電 池の容量は,1日 当た り10台充電でき

るよう設計されている。

急速充電スタン ドにおいて補充電を行った

場合の走行パターンを図3に 示す。これによ

り走行可能距離を約50%程 度延長できる。

4.デ ー タ収 集

システムの総合評価 を行 うためには,急 速

充電スタン ドの稼働状況 を詳細に把握す る必

要がある。

また,電 気自動車ごとの急速充電スタン ド

利用状況,走 行距離,積 載重量な どの走行状

態についても把握 してお く必要がある。

今回の検証では,こ れらのデータを次の2

種類の方法で収集 し,利 用者IDを もとにホ

ス ト計算機側で統合す ることにより総合評価

データを作成することとしている。(図4)
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16哲)

80充

60電

40率
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0

)
一

一

一

一

一

〔出庫〕 〔入庫〕

i

…墨

100%
i

尽「 夜
間の翫 電

i
昼間の急速充電による補充電::

(30分)i(8時 間程度)

走 行
忠
迷

雷
噂

告
心

去
几

走 行 夜間充電

図3急 速 充電 スタ ン ドで補 充電 を行 った場合 の 走行 パ ター ン

急遠烈 蓄1
提出(月1回)

箇
一 一 端 末 〕

利用者ID

に警
ホスト計算機〕己二 」 亜] 一一 回

ト
電気自動車 走行距離,積 載量

車庫での緩充電電力量等

図4デ ー タ 収

(1)急 速充電スタン ドでの 自動記録

・利用者IDカ ー ドから次のデー タ項目を自

動記録する。記録 されたデータは毎 月1回

の検針時に検針用ハ ンディー端末 を経由し

てホス ト計算機に移 される。

(記録す るデータ項 目)

利用者ID,充 電開始時刻,充 電時間,

急速充電電力量(Wh)充 電終了の条件

(電圧検 出に よる終了or時 間切れによ

る終了)

(2)利 用者の運行記録表による記録

・(1)で自動記録 で きない次の項 目につ いて

は,利 用者が毎 日記録する運行記録表をも

こぐ置

集 方 法

とにデー タ収集する。デー タはホス ト計算

機に入力される。

(記録するデータ項 目)

利用者ID,自 所の車庫充電器による夜

間充電電力量(Wh),急 速充電実施直前

の走行距離 と電池残量,入 庫時の走行距

離 と電池残量

また,こ れ と並行 して利用者に対する聞 き

取 り調査 を実施 し,急 速充電スタン ドの設置

場所の良否,充 電時間に対する許容度,ス タ

ン ドの付帯設備や期待する付帯サービスの内

容等が調査される予定である。

5.実 施 状 況
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1991年 1992年 1993年

製作期間[ス タン聯 車30台 スタンド3箇所(錦 ム0箇 所130台 程度)

(既に使用されている車70台程度の改造)

試用期間[
試験調整 総合評価

図5概 略 ス ケ ジ ュ

1991年 と1992年 の2年 間で,急 速充電スタ

ン ドと電気自動車が整備された。そして1993

年4月 か ら,全 設備の試用 を開始 している。

概略のスケジュールを図5に 示す。

試用を開始 して,実 際に本 システムを使用

してみた利用者か らは,次 のような感想が出

されてお り,本 事業は順調に進行 しているよ

うである。

・「急 速 充 電 を予 定 に 入 れ て1日 の 走 行 計 画

を立 て ら れ る よ うに な っ た の で,行 動 範 囲

が 広 が っ た 」

・「ふ だ ん は せ いぜ い40～50キ ロ しか 走 ら な

い の で,あ ま り利 用 しな くて も済 ん で い る

が,た まに 急 に 走 行 距離 が 増 え る こ と もあ

り,そ ん な 日は 本 当 に助 か っ て い る。」

ル

(全数試用)

また,本 シ ス テ ム に使 用 され て い る急 速 充

電 ス タ ン ドは,第30回 東 京 モ ー タ ー シ ョ ウ

(1993年 秋,幕 張 メ ッセ に て 開催)に も 出展

さ れ,「既 に実 用 化 さ れ て い る急 速 充 電 ス タ ン

ド」 と い うこ とで,大 い に 注 目 を集 め た 。

6.あ とが き

本報告では,大 阪で試行 されている 『電気

自動車 コミュニティーシステム事業』につい

ての現状を紹介 した。

これだけ多 くの電気 自動車 を使った,一 般

市民参加による急速充電スタン ドの共同利用

という試みは,世 界でも初めてであり,そ の

成果がおおいに期待 されている。
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ベラルーシにおける

放射能汚染状況 と対策

和 達 嘉 樹 憂
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め,関 係 機 関 が 参 加 し た 国 際 コ ン ソー シ ア ム
1.緒 言

「ク リー ン ア ッ プ 」 が 設 立 され た
。1993年1

1986年4月 の チ ェ ル ノブ イ リ原 子 力 発 電 所

の 事 故 に よ り,ロ シ ア、 ウ ク ラ イナ 及 び ベ ラ

ル ー シの 国 土 が 放 射 能 汚 染 を受 け た。 中 で も

ベ ラ ル ー シ の被 害 は 大 き く,国 土(207 ,600㎞)

の 約1/5が 汚 染 し,そ の 汚染 除 去 が 国 家 的 課

題 とな っ て い る。 図1は,チ ェル ノブ イ リ と

ロ シ ア,ウ クラ イ ナ,ベ ラ ル ー シ の位 置 関 係

を示 す もの で あ る。

ノ6蔽w

ぐ浜・へ 履
、,e'一 ・s、.、

図1チ ェル ノブ イ リとロ シア(首 都Moscow)、

ウ クライナ(首 都Kiev)、 ベ ラルー シ

(首都Minsk)の 位 置関 係

ベ ラル ー シ で は 最 近,チ ェ ル ノブ イ リ事 故

に よ る放 射 能 汚 染 の 除 去 や 汚 染 拡 大 防 止 の た

月には,ベ ラルー シの政府,研 究機関,産 業

界のメンバーか らなる 「クリーンアップ」代

表団が来 日し,日 本側 に対 して,放 射能汚染

状況等の対策 に関する協力並びに日本の専門

家のベラルー シへの派遣要請が行 われた。

今度,日 本原子力産業会議の専門家派遣の

依頼を受け,ベ ラルーシにおける放射能汚染

状況及び対策並びに協力の可能性等について

調査 を行 うこととなった。 このため,ベ ラル

ーシに赴 き,放 射エコロジー研究所及びチェ

ルノブイ リ国家委員会 において調査 を行 っ

た。その結果に,日 本における補足調査及び

文献調査の結果を加 えて報告する。

2.調 査 日程

9月12日(日)

13日(月)

14日 ㈹

15日 ㈱

16日 ㈱

17日 働

成田発,モ スクワ着

モスクワ発,ミ ンスク着

調査 日程の調整*

放射エコロジー研究所における

調査**

同上

資料整理

チェルノブイ リ国家委員会にお

※ 働エネルギー総合工学研究所 専門役(理 学博士)
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け る調 査***

ミン ス ク発,モ ス ク ワ着

18日 ω モ ス クワ 発

19日(日)成 田着

23日 ㈱ 日本 に於 け る補 足 調 査=****

・ 面 会 者 二ベ ラ ルー シ科 学 ・工 業 協 会 副 会

長N.A.STRELTSOV

**面 会 者:所 長G .A.SHAROVAROV

副 所 長V.U.SKURAT

室 長G.A.KOVKHUTA,他

***面 会 者:副 議 長NM .MARKOVSKY

****面 会 者:Sosny所 長S.E .CHIGRINOV

3.調 査 結 果

3-1ベ ラル ー シ に お け る汚 染 状 況 と対 策

(1)全 般 的 調 査

こ の全 般 的 調 査 は,チ ェ ル ノブ イ リ国家 委

員 会 及 び 放 射 エ コ ロ ジ ー 研 究 所 で 得 た 情 報

に,一 部 文 献 調査 を加 え た もの で あ る。(以下,

放 射 能 の 単 位 に はCiを 用 い る。)

公 式 見 解 に よ れ ば,チ ェ ル ノ ブ イ リ事 故 に

よ り環 境 に放 出 さ れ た全 放 射 能 は5×107Ci

で あ り,そ の 約70%が ベ ラ ル ー シ に 降 下 し,

国 土 の23%が 汚 染 した 。 汚 染 し た46,450㎞2の

う ち,1～5Ci/㎞ の 汚 染 地 域 は29,920㎞,5

～15Ci/k血21ま10
,170k血i,15～40Ci/k血 弓ま4,210kiif

で あ る1)。

現 在 は短 寿 命 核 種 は 減 衰 し,汚 染 の 主 体 は

長 寿 命 核 種137Cs,90Sr及 びPu(239Pu,240Pu等)

で あ る。 汚 染 に よ る被 害 を具 体 的 に示 す と,

農 地2,600kml(260,000ha)が 汚染 の た め 使 用 不

能 と な っ て お り,そ の 中,1,410㎞1(141,000ha)

が15Ci/㎞ 以 上 の 汚染 を受 け て い る。又,森 林

1,890㎞(IS9,000ha)が15Ci/k㎡ 以 上 の 汚 染 の

た め 利 用 不 能 と な っ て い る2)。

汚染除去については,面 談により得た情報

を以下に述べ る。汚染除去は事故直後軍隊に

より,先 ず居住区域,即 ち市街地について行

われた。一方,汚 染土壌の除去は,現 在のロ

シア,ウ クライナ,ベ ラルーシの3国 に亘 り,

主 として137Csの スポッ ト汚染地域(>40Ci/

㎞)に ついて行われた。汚染除去の方法は,

ブル ドーザーにより20～30cmの 厚 さで土壌を

剥離す ることにより,除 去対象面積 は65㎞,

剥離土壌量は約200万m・に達 した。剥離 した土

壌は,各 貯蔵所あた り3万m・,77箇 所の貯蔵

所において貯蔵 されている。汚染土壌(>40

Ci/㎞1)の除去は,ベ ラルー シでは今 も続けら

れているとのことであり,将 来,500万m・ の土

壌廃i棄物の発生が予想されている。但 し,農

地については,全 て耕 し直 され,汚 染度の高

い ところは,30～40cmの 深さで掘 り返 しが行

われたとのことである。

なお,こ こで指摘 しておきたいことは,今

迄の汚染土壌の除去は,事 前に放射線安全評

価 を行って,除 去すべ き汚染 レベルや土壌剥

離の深さを決めた訳ではない。即 ち科学的根

拠に基づいて行われた ものではな く,応 急処

置的な性格の ものであった。

現在の汚染除去の中心は,居住区域である。

これは,137Csに ついて15Ci/㎞1以下の汚染地

域であるが,一 部は汚染度が相 当高い。除去作

業は,幼 稚園,学 校,医 療機関等について行

われてお り,そ の主なるものは,汚 染土壌 を

撒去 し,清浄な土壌 と取 り換 えることである。

(2)放 射エコロジー研究所における調査

本研究所は,3研 究所(放 射エコロジー研

究所,エ ネルギー研究所,放 射線物理 ・放射

化学研究所)か ら成 る組織Sosnyの1つ であ

り,チ ェルノブイ リ事故による汚染の測定,
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汚染除去及び廃棄物処理の研究開発の中心的

機関である。予算は,チ ェルノブイリ国家委

員会か ら75%,科 学アカデ ミーから25%の 割

合で受けている。

本研究所では,チ ェルノブイ リ事故対策 と

して,以 下の項 目を実施 してきた。

!)放射能放出量の特定

2)地 表面(河 川 を含む)汚 染の測定

3)1Ci/㎞ 以上の汚染分布の把握

4)大 気,水,人 間の活動等による汚染の拡

が りの調査

これらの結果を基に作成されたベ ラルー シ

地表面汚染図を,政 府は1992年 に出版 してい

る。 この 汚 染 図 に よ る と,90Sr及 びPuに よ る

汚 染 の 殆 どは チ ェ ル ノ ブ イ リに 近 い地 域 に 限

定 され て い るが,揮 発 性 のi37Csに よ る汚 染 は

広 い 地 域 に及 ん で い る。 図2に 一 般 向 け の 簡

略 化 し た137Csの 地 表 面 汚 染 図 を掲 げ る が,こ

れ を見 る と,チ ェ ル ノ ブ イ リ近 傍 の他 は,風

に よ り運 ば れ た137CsがGOMEL及 びMO

GILEV地 区 に 集 中 して い る こ とが よ く分

か る。

さ らに,調 査 の結 果 分 か っ た こ とは,以 下

の通 りで あ る。

1)風 に よ り汚 染 が 運 ば れ,清 浄 な地 域 を二

次 的 に汚 染 す る ケー ス は 少 な い。
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2)こ の7年 間 の 汚 染 の未 撹 乱 土 壌 中 へ の移

行 は,137Csに つ い て み る と5cm程 度 で あ

る(ウ ク ラ イナ の発 表 で も同様 の 報 告 を

して い る3>)。

3)90Srは137Csよ り土壌 中 移 行 は 速 い4)。

1)に つ い て は,従 来 心 配 され て い た とは違

う結 果 で あ り,2)に つ い て は,今 迄 の 知 見 か

ら予 想 され た こ とで あ る。3)に つ い て は,今

迄 の知 見 通 りで あ り,Puの 土 壌 中移 行 につ い

て は,137Csよ りさ らに遅 い と考 え ら れ る。

参 考 に,ベ ラル ー シに お け るチ ェ ル ノブ イ リ

事 故 前 の 土 壌 中放 射 性 核 種 量4)を 示 して お く。

137Cs:0 .01～0.05Ci/1〈iifi

goSr:O .04--O.05Ci/kml

238Pu
,,39})u,240Pu:0.001～0.0016Ci/k【tf

環 境 試料(土 壌,水,植 物,食 物)の 放 射

能 測 定 を担 当 して い る 同研 究 所 の 環 境 物 理 研

究 室 と環 境 放 射 化 学研 究 室 を見 学 した 。

測 定 は,現 地 で の 測 定 と実 験 室 で の 測 定 の

両 方 を行 って い る。実 験 室 で の 測 定 で は,137Cs

はGe検 出 器 の γ線 スペ ク トロ メー タ に よ り,

1日 に20～40試 料 を測 定 して い る。一 方,90Sr

とPuに つ い て は,水 試 料 は 濃 縮,化 学 分 離 を

行 い,土 壌 試 料 は加 熱,化 学 処 理 を行 っ た 後,

各 々1日 に8～11試 料 を測 定 して い る。

試 料 の 前処 理 法 及 び 測 定 法 に は 特 に新 規 な

ものはないが,着 実に行 っているもの と見受

けられた。 しか し,実 験室の設備,放 射能測

定装置及び化学分析機器類はいずれも古いも

ので,精 度及び能率の面か ら新型で自動化 さ

れたものが必要 と感 じた。これについて室長,

研究員達にも意見を聞いたところ,同 意見で

あった。実験室の写真(写 真2～4)を 示す

が,こ れ らの写真か らも上述の事情は察せ ら

写 真2137Cs測 定 用 γ線 スペ ク トロ メー タ

鰐 職 晦幅

㌔ 鍵 三瀬懸

遥 饗

一

写真3水 試料の濃縮装置

写 真4グu一 ブボ ックス内での放射性核種の分離
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れることと思 う。

今後,「クリーンアップ」による本格的な汚染

除去にあたり,大幅な環境試料の増加に対処す

るためには,上 述の点は課題の一つ と考える。

3-2チ ェルノブイ リ国家委員会における調査

以下に,チ ェルノブイ リ国家委員会副議長

MARKOVSKY氏 との面談及び関連文書 に

より得た調査結果 を記す。

チェルノブイ リ事故対策は,チ ェルノブイ

リ国家委員会の所管であ り,委 貝長は副首相

である。「クリーンアップ」は政府機関ではな

いが,チ ェルノブイ リ国家委員会の監督下に

ある(図3組 織図参照)。

チ ェル ノブイ リ事故関係の予算につ いて

は,1991年 まではソ連のi援助があったが,1992

年 以 降 は ベ ラ ル ー シ独 自の 予 算 で 賄 っ て い

る。国 家 予 算 の1/5を 占め,大 きな 財 政 負 担

とな っ て い るの が 現 状 で あ る。1993年 度 の予

算 は1,540億 ベ ラ ルー シ ルー ブ ル で あ る が,イ

ン フ レの た め9月 現 在,3,670億 ベ ラル ー シル

ー ブ ル とな る。 この うち 汚 染 除 去 に は,30億

ベ ラ ル ー シ ル ー ブ ル を 充 て て い る。

「ク リー ン ア ップ 」は研 究 開 発 を 目指 して
,

活 動 を1年 前 か ら開 始 して い る。 現 在,ア メ

リカ と フ ラ ンス が 参 加 して い る。 即 ち ア メ リ

カ は,BCPア ン ダー ソ ン社 が す で に 汚 染 除 去

機 器 開 発 に100万 ドル を支 出 して い る。 一 方,

フ ラ ン ス はCOGEMA社 で あ る が,参 加 に サ

イ ン した段 階 で あ る。

表1に 「ク リー ン ア ップ 」 が 作 成 した 汚 染

除 去 計 画 の概 要 を示 す 。 但 し,今 迄 の達 成 度

農業食料省

エネルギー省

チェルノブイリ国家委員会

放射バイオロジー研究所

放射エコロジー研究所 他

図3組 織

科 学 ア カ デ ミー

工業 ・原子力プラント

安全監督国家委員会

エコロジー国家委員会

図
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及び将来計画の可能性については,現 在の と

ころ情報が得 られていない。

チェルノブイ リ国家委員会は,現 在,「 クリ

ーンアップ」の改革を考えている。改革の 目

的は,フ ィール ド汚染除去 を本格的に行 なう

ため,権 限の強化 と外国からの援助 を受け易

くすることにある。「クリーンアップ」として

は,農 業が出来 るように広域 に亘る汚染土壌

の除去方法及 び除去機器の開発 を推進す る

が,そ のために,外 国か らの資金 と技術の援

助 を必要 としている。

ベラルシーが 日本に期待する援助 をMAR-

KOVSKY副 議長の言葉により示す。「街 中の

密集 した建物間の狭いところ及び植樹地帯で

の汚染土壌の除去作業 を可能にする機器 を購

入するため,資 金援助 をして戴ければ感謝す

る次第である。」

ベラルー シは,外 国及び国際機関 との協力

関係を大いに歓迎 してお り,活 発に活動 を行

っているところである。現在関係 を持ってい

るところは,UNESCO,IMF,ウ クライナ等

である。

なお,チ ェル ノブイ リ事故対策に関す る国

の計画については,MARKOVSKY氏 より回

答がなかった。このようなベラルーシ側の対

応は,国 の経済事情のため将来計画が立てら

表1「 ク リー ン ア ッ プ 」 の 汚 染 除 去 計 画 の 概 要

(Theprogramoftheworkoftheconsortiumforthetransformationoftheterritoryof

Belaruscomaminatedasaresultof血eChernobylcatastropheの 計 画 表 を 引 用)

計画の内容 開始～終了

1.ベ ラルーシの汚染地域をエコロジー的に清浄に変

換す るための科学的原則 と可能性研 究の検討
1992年6月 ～1992年9月

2.ベ ラル ー シの汚染 地域 をエ コロジー的 に清 浄 に変

換 す る ための国際 プ ロジェク トの検討
1992年1月 ～1993年7月

3.事 故 や自然災害の場合に地域 を防護する技術的方

法 を確立するための国際プロジェク トの検討
1993年1月 ～1994年12月

4.国 際基準 に基づ き回復 した地域に住民が住み、働

くことを実現するための保証 を規制する法令の作

成

1992年9月 ～1993年12月

5.ベ ラルー シ科 学 ・工 業協 会 の プラ ン トにおい て、

軍需産 業 の変換 に よ り使用 され な くな った施 設、

機械 に よる特殊 な機器 の生産 に関す る開発

1992年11月 ～1993年9月

6.特 殊機器の製造のための技術開発 と生産に関する

組織編成
1993年6月 ～1993年12月

7.放 射性廃棄物 の埋設及び技術 プロセスに関する機

器の開発 と修繕 のため、生産及び技術 に係 る組織
の設置

1992年9月 ～1993年12月

8.特 殊 な機 器 の一連 の製品 の製造
一一チ ェルノ ブイ リ影 響 の決定 の ため

一一大事故 及 び自然災 害 の場合 の地域 防護 のため
1993年 ～2004年

1995年 ～

9.材 料 、技術 、人 間、及 び社 会 の供給 を考慮 して、

ベ ラルー シの汚 染地域 をエ コ ロジ ー的 に清 浄 に変

換 す るため の事 業 の実施

1992年12月 ～2006年
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れ な い 状 態 に あ る と も推 察 され,「 ク リー ン ア

ップ」 の 改 革 も関 連 あ る もの と考 え られ る。

3-3ベ ラル ー シ の原 子 力 エ ネ ル ギ ー分 野 に お

け る活 動

Sosny所 長CHIGRINOV博 士 か ら の 情 報

及 び文 献 調 査 に よ り,要 点 を以 下 に記 す 。

(1)ベ ラル ー シ に お け る総 発 電 量 は,1991年

時 点 で石 炭,石 油,天 然 ガ ス,水 力合 わせ

て387億kWhで あ る5)。 この よ うに,ベ ラル

ー シ で は 原 子 力発 電 は行 わ れ て い な い が
,

電 力 不 足(25%)は リ トア ニ ア とロ シア の

原 子 力発 電 所 か らの 供 給 に よ って 賄 わ れ て

い る。 最 近 ベ ラ ルー シ政 府 は,電 力 の 自給

自足 を 目的 に,2005年 まで に 出 力50～100万

kW級 の 原 子 力 発 電 所 を設 置 す る計 画 を発 表

して い る6)。

(2)放 射 線 の 利 用 と して は60Co照 射 が あ り,

農 作 物,医 療 器 具 等 の 殺 菌,消 毒 を行 っ て

い る。

(3)ラ ジ オ ア イ ソ トー プ 利 用 に つ い て は,ロ

シ ア か ら ラ ジ オ ア イ ソ トー プ を輸 入 し,

種 々 の 産 業 で使 用 して い る。

(4)研 究 開 発 はSosnyが 中 心 で あ り,原 子 物

理 学,放 射 化 学,放 射 エ コ ロ ジ ー 等 の 研 究

を行 って い る。 線 型 加 速 ・器 も備 えて い る。

(5)原 子 力 の 安 全 に 関 して は,工 業 ・原 子 力

プ ラ ン ト安 全 監 督 国 家委 員 会 が 内 閣 の 下 に

設 け られ てお り,規 制 面 を所 管 して い る。

一 方
,チ ェ ル ノブ イ リ国 家 委 員会 が 設 置 さ

れ,チ ェル ノブ イ リ事 故 に よ る 汚 染 の 除 去

等 を所 管 して い る(図3組 織 図参 照)。

4.結 言

今 回の調査は,種 々の事情によ り十分なも

のとは言い難いが,ベ ラルーシ科学 ・工業協

会 副会 長STRELTSOV氏 及 びSosny所 長

CHIGRINOV博 士の協力 もあ り,一 応所期の

目的 を達成す ることが出来た。

3-1で 報告 したが,チ ェルノブイリ事故によ

るベラルー シ国土の汚染は広大な範囲に亘 っ

ている。現在の汚染除去は居住区域が中心で

あるが,3-・2でチェルノブイリ国家委員会副議

長MARKOVSKY氏 が述べ た ように,今 後

「クリー ンアップ」としては,農業が出来 るよ

うに広域に亘 る汚染土壌の除去が課題である。

汚染土壌の除去等フィール ド汚染除去の本

格化のため,チ ェルノブイリ国家委貝会は「ク

リーンアップ」の改革を行 う考えである。ベ

ラルー シ側は 「クリーンアップ」に外国から

の援助 を期待 しているところであり,我 が国

に対す る期待 も少か らず感ぜられた。

我が国の 「クリーンアップ」に対す る協力

については,ベ ラルーシ側の実状,希 望等 を

考慮 した上で,研 究開発面に重点 を置 くこと

が適切 と判断 した。参考のため,以 下にその

内容を示す。

(1)関 連研究機関(例 えば,放 射エコロジー

研究所)へ の協力 として,

・新 しい放射能測定装置及び化学分析機器

の整備。

・大量環境試料の迅速化学処理法一放射能

測定法の確立。

(2)フ ィール ド汚染除去,特 に汚染土壌 の除

去への協力 として,

・汚染除去の事前,事 後に於け る放射線安

全評価の実施。

以上の協力は,大 きな資金 を必要 とせずに,

ベラルー シ国土の清浄化に有効な寄与をなす

もの と考える。
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5.感 想

空港か ら首都 ミンス クに至 る車中か ら見た

風景は,農 地,牧 草地そして林の連続で,ま

ことに穏やかな国との印象 を受けた。又,ミ

ンスクは美しい都市で,ヨ ー ロッパに近いた

め,人 々の服装 もモスクワより垢抜けている

と感 じた。 しか し,経 済状態は悪 く,ひ どい

インフレーションが進行 してお り,街 中で活

気 を感 じることは無かった。電力事情 も悪 く,

訪問した研究所や政府機関において,文 字が

読めない程室内が暗 くても電燈 をつけないの

には驚かされた。

チェルノブイ り事故により,ベ ラルーシは

国土が放射能汚染を蒙 り,そ の除去は国家的

課題 となっている。政府は,広 大な農地の汚

染除去 を推進す るため,国 際 コンソーシアム

「クリー ンア ップ」を設立 し,外 国からの資

金 と技術の援助 を期待 している。今回の政府

機関(チ ェル ノブイリ国家委員会)の 訪問に

おいて も,我 が国への期待が大きいことが感

ぜ られた。

我が国か らの援助については,研 究開発面

に重点をお くことが適切 と判断 した。つま り,

国土の汚染除去は時間 とお金がかかるため,

結局はベラルーシの経済状態が良 くならなけ

れば進捗は望めないものである。

終 りに,今 回の調査にあた り,種 々の御配

慮 を頂いた日本原子力産業会議森一久専務理

事,原 子力安全研究協会田島英三理事長及び

エネルギー総合工学研究所山本寛理事長に感

謝の意を表す る。
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原子力電源 信頼性 向上対策 の体系 」

よ し や こ う き
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は じ め に

(1)我 が国の原子力電源の信頼性

我が国の原子力電源は,関 係者の渾身のご

尽力により,近 年安全性の確保は勿論,年 間

設備利用率は72%～75%と 極めて高い水準 を

達成 してお り,ま た計画外運転停止回数 も年

間1.1～1.3回 程度に減少させて来てお り,「べ

一ス電源 としての信頼性」 を十分実証 してい

るといえる。

しか しなが ら,こ のような世界最高水準の

実績にもかかわらず,原 子力電源の新規立地

に関す る社会的合意形成は,ま すます困難に

なって きている。原子力発電所用地は,炉 心

位置か ら450～500mの 敷地境界を設定するの

が通例であ り,土 地所有者が細分化されてい

る地域では数百人にも達す る地権者の同意 を

先ず得なければならない。この点がLNG火

力や石炭火力の立地の場合 と大きく異なる点

であるが,更 に原子力電源は 「偏 に社会性を

有す る技術」であるという宿命を背負 ってい

る。即ち,核 分裂生成物 という潜在的危険性

を内包 しているがために,原 子炉事故が発生

すれば発電所敷地外の周辺公衆に,放 射線に

よる災害 もしくは障害をもたらす可能性 を有

す ることか ら,原 子力電源の新規立地並びに

運転管理 における技術水準は,周 辺公衆即ち

地域社会の住民から 「許容 され信頼され る技

術体系」であることが求め られる。常に社会

との関連性において実現の可否が決定され る

という「偏に社会性を有する技術」なのである。

近年の原子力電源の新規立地に対する社会

的合意が形成 され難い事由について,住 民の

側に視点を置いて考察すると,次 の諸点 を挙

げ ることができよう。

① 全国の原子力発電所では,発 生件数が減

少 しているとはいえ,毎 年多 くの 「故障,

トラブル等」が発生 してお り,大 事故につ

ながる危険性があると危惧 されること。か

つ,そ れ らの原因については,機 器の設計

不良や製作不良,不 適切な運転操作,機 器

の誤作動,メ インテナンス不良等の明 らか

な 「人為 ミス」が挙げ られてお り,原 子力

技術は未熟である といわ ざるを得 ない こ

と。

② 外国の原子力発電所のずさんな運転管理

状況が盛んに報道 されていること。

③ チェルノブイリ原子力発電所事故のその

この状況についても次第に明らかになって

きているこ と。

④ 高レベル放射性廃棄物の処理 ・処分技術

は研究開発中であ り,事 業化の 目途が立っ
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ている段階には至 ってお らず,「工学的完結

性」が達成されているとは考えられないこ

と。

⑤ 地球温暖化防止対策上最 も有効な電源で

あることは理解できるが,不 安 と背中合せ

のままでの立地には同意が難しいこと。

⑥ 原子力発電所は安全であるとの説明はよ

く聞か されるが,「 何故安全になるのか」に

ついての説明は少ないこと。何故,人 為的

ミスによる事故(「故障,ト ラブル」と表現

されているが)の 発生は防止で きないのか

疑問に思われること。

(2)運 転中における機能 ・性能の劣化

自動車であれ,航 空機 であれ工学的に設

計 ・製作された機械装置は,運 転時間の経過

とともに機能 ・性能が劣化す ることは,広 く

認められている。このため,工 学的手法 とし

ては,運 転時間の経過に伴 う機器の機能 ・性

能の劣化の速 さを想定 し,当 該機器の機能 ・

性能が 「使用可能 レベル」の下限に近づいた

ときは機械装置の運転を停止 してオーバーホ

ールを行い,劣 化部品の取替等により 「初期

の機能 ・性能 レベル」を回復する方法が採用

されている。 このメインテナンス作業が,原

子力発電所の場合,「 定期点検」と呼ばれてい

るもので,原 子炉施設については,12～13ヶ

月毎に実施されることとなっている。

ここで大切なことは,「運転時間の経過に伴

う機能 ・性能の劣化」 とは,工 学的にはいわ

ゆ る 「自然劣化」であり,「人為的 ミス」によ

る急速な劣化は含 まれていないことである。

人為的 ミスによる機能・性能の急速な劣化 は,

工学的手法 として想定されたこととして社会

的に 「広 く認め られる」 ところとはな りえな

い 。

(3)「 人事 を尽 し」て,「人為的 ミスをZeroに

近づ ける」ためのテクノロジー

手許にある広辞苑によれば,「人事=③ 人の

な し得 る事柄。人問わざ。」とあ り,用 例 とし

て,「人事 を尽 して天命 を待つ=人 力のあるか

ぎりを尽 して,そ の上は天命に任せて心 を労

しない。」と例示 されている。 これは原子力電

源の設計 ・建設 ・運転の各段階に携る当事者

の立場の表現であるが,原 子力関係当事者が

真に 「人事を尽 し」ているのであれば 「人為

的 ミス」は排除されることになるか ら,残 り

は運転時間の経過に伴 う機能 ・性能の劣化,

すなわち工学的に想定されている「自然劣化」

のみ ということになる。 このような状態にお

ける 「故障,ト ラブル」の発生であれば,地

域住民か ら 「広 く認め られるところ」 となり

うると考 えられる。

地球環境保全のため,及 びエネルギーの安

定供給の確保 のため,何 よりも原子力電源の

立地を円滑に推進 してい くことが重要である

が,そ のための条件整備のひとつ として地域

住民の不安 を解消するため,「人為的 ミスを限

りな くZeroに 近づ ける」ためのテクノロジ

ーを確立することが求め られている。

「人事を尽す」ことは,即 ち 「人智を尽す」

ことであ り,工 学的手法 として演繹的かつ体

系的に確立されなければならないのである。

同 じく,広 辞苑によれば,「つぼ=⑤ ここと

見込んだ所,④ ずぼ し。◎急所。要点。かん

どころ。」とあり,用例 として「つぼを押える。」

と示されている。(そ の他 の意味の部分では,

「灸をす えるべ き場所。灸点。」とも示 されて

いるが,原 子炉施設に灸 をすえて も全 く効果
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は な い の だ か ら本 稿 の 目的 とす る とこ ろ で は

な い。)

こ の よ う な見 地 か ら,原 子 力電 源 の 設 計,

建 設,運 転 及 び メ イ ンテ ナ ン ス の 各 段 階 に お

い て,「 人 事 を尽 し」て 「人 為 的 ミス を限 り な

くZeroに 近 付 け る た め の テ ク ノ ロ ジ ー の 要

点 」とい う意 味 で,「 原 子 力電 源 信 頼 性 向上 対

策5つ の"つ ぼ"」 を探 る こ と と した い 。

§1.原 子 力 電 源 の 信 頼 性 向 上 の た め に 「人 事

を尽 す」 べ き5つ の"つ ぼ"

(1)5つ のssつ ぼ"と,原 子炉技術の洗練 ・

高度化

原子力電源の設計,建 設,運 転及び メイン

テナンスの各段階において,「人為的 ミスを限

りな くZeroに 近づける」よう 「人事 を尽す」

ためには,各 段階における管理手法(工 学的

手法)を 「方法論的に欠陥がな くかつ体系的

なもの」 としなければならない。

原子力電源の計画段階から運転段階 までを

機械工学的見地か ら区分すると,① 基本設計

段階,② 詳細設計段階,③ 製作,組 立,据 付

段階,④ 運転段階及び⑤ メインテナンス(保

守管理)の 各段階に分けられる。 これ らの各

段階において,製 造者(設 計者 を含む。),事

業者及び第3者 認証者としての行政庁のそれ

ぞれの責務に応 じ,「方法論的に欠陥がな く,

かっ体系的な管理手法」を確立することによ

り,「人為的 ミス」を排除していかなければな

らない。この5段 階におけるそれぞれの 「方

法論的に欠陥が なく,かつ体系的な管理手法」

が"つ ぼ"ど ころ ということになる。

我が国における原子力電源は,既 に25年 以

上の運転実績 を有 してお り,各 段階における

管理手法 も充実 された もの となって きてい

る。にもかかわらず,現 時点で"つ ぼ"ど こ

ろを探 る余地があるのだろうか。この試みは,

過去の実績と経験から 「方法論的に欠陥がな

く,か つ体系的な管理手法」を求め るもので

あるから,「学」の領域に属するものではな く,

まさに 「法」(や り方)の 領域に属するもので

ある。原子炉技術は,21世 紀を間近かに迎 え,

「技術の実用化段階」から,「技術の洗練・高

度化の段階」に入ろうとしている。「法」の完

成 と確立 こそ,原 子炉技術の洗練 ・高度化の

時代に求められている 「テクノロジー」なの

である。以下に5つ の"つ ぼ"に つ き,各 論

と関係者の責務を探 ることとする。

§2.基 本設計の審査(基 本設計終了段階)

(1)審 査の対象

(i)原 子炉施設の基本設計又は基本的設計

方針

(ii)多 重防護の思想に基づ く事故防止対策

の体系及び周辺公衆 との離隔の確保

(2)行 政庁及び原子力安全委員会による審査

原子炉等規制法に基づ く原子炉設置許可時

におけ る行政庁(通 商産業省)審 査及び原

子力安全委員会に よるダブルチェ ック審査

に れら2機 関による審査は,「 安全審査」と

いわれている。)において,十 分になされてい

る。

・原子力委員会及び原子力安全委員会 によ

る各種指針への適合性の確認

・電気事業法技術基準への適合方針の確認

等
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(3)事 業者審査

行政庁及び原子力安全委員会によるいわゆ

る 「安全審査」への対応の過程において,基

本設計又は基本的設計方針の策定は身 ら実施

して社内審査に付議するとともに,LOCA

等事故解析等は製造者等に作業を外注 してそ

の得 られた成果を評価 ・審査するとい う方式

によ り行われている。

(4)基 本設計又は基本的設計方針の体系的整

理

「どの範囲の事項(ヨ コ幅)に ついて,ど の

程度の詳 しさ(深 さ)で 審査すれば原子炉施

設の安全性確保上必要にしてかつ十分である

か」の体系的整理は,昭 和55年7月 段階で行

政庁の内部作業 としてPWR,BWRに つい

て一応の成果が得 られている。

総 じて言えば,基 本設計の審査は十分す ぎ

る程詳 しく行われてお り,運 転実績,補 修実

績,外 国の事故例等も逐次反映され,充 実さ

れた内容 となってきているといえる。

§3.詳細設計の審査(詳 細設計終了段階)

(1)審 査の対象

(i)各 原子炉設単体の詳細設計

機械設計における機能 ・性能設計,構

造 ・強度設計,計 測制御設計,安 全保護

設計,安 全防護設計の結果

(ii)主 要原子炉施設単体の生産設計

溶接方法,組 立方法,据 付方法等

② 事業者審査

(i)製 造者におけ る 「設計者」による詳細

設計が終了した段階で,各 原子炉施設単

体(燃 料集合体,圧 力容器,再 循環ポン

プ,蒸 気発生器,バ ルブ等)の 機能 ・性

能のほか,各 部の構造,寸 法,材 料が所

定の強度の下に決定 される。

(ii)こ の詳細設計の結果等基づ き,ユ ーザ

ーである事業者に対 して「設計承認申請」

「図面承認申請」がなされ る。

㈹ 事業者においては,通 常の場合,担 当

縦 ラインの審査を経て,設 計承認及び図

面承認がなされる。

(製造者においては,こ の事業者の承

認 を経て,工 場の生産部門における生産

段階に移 される。)

㈹事業者における詳細設計の審査の内容を

各原子炉施設における機能・性能の発揮,

安全性の確保上よ り十分なものとするた

めには,そ の方法論を確立するとともに,

適切な組織体制 と十分な要員 を充てる必

要がある。

(3)行 政庁審査

(i)原 子炉施設の詳細設計の審査は,電 気

事業法に基づ く工事計画の認可,使 用前

検査合格条件の審査(溶 接方法認可,燃

料体設計認可)に 際 し「詳細設計の一部」

について行われる。 これ ら電気事業法に

基づ く詳細設計の審査は,自 主保安体制

に基づ く事業者の高度な自主審査 を前提

として,技 術の進展 を考慮 した規制の簡

素化の観点か ら体系が作 られているため

である。

〔参考表1〕 に示す とお り,こ れまで我が

国の原子力発電所で発生 した 「故障,ト

ラブル」の原因を分析整理 した結果を見

ると,原 因として 「詳細設計不良」 とさ
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れる事例 は全事例 の約10%に 達 してお

り,決して少い数字であるとはいえない。

故障,ト ラブルの発生が原子力電源に

対する不安 を招いている大 きな要因 と考

えられるところ,自 主保安 ・規制の簡素

化の方向 との兼合いで,よ り効果的な行

政庁 としての詳細設計の審査の在 り方が

求められる。

・構造 ・強度の技術基準への適合性等

(ii)詳 細設計の審査は電気事業法の規制体

系に基づ いて行われ るが,現 行の法律は

昭和40年7月1日 か ら施行 され,そ のこ

大枠は変更されていない。一方,基 本設

計又は基本的設計方針の審査は原子炉等

規制法に基づ く原子炉設置許可に際し行

われるため,政 令,省 令,告 示等の下部

規定についてみると,行 政庁による設計

審査が一貫性 ・継続性 を持 ってなされて

いる体系にあるとは読み取 り難い。両方

とも行政手続であるか ら,国 民にとって

分 りやす くかつ信頼性が担保 しやすい体

系への切替えが必要 と考 えられる。

(4)詳 細設計事項の整理

各原子炉施設の詳細設計事項については,

未だ体系的,包 括的整理はなされていない。

しか しなが ら製造者における 「設計者」は,

基本設計作業の結果 を受けて機械設計作業 と

して機能 ・性能設計,構 造 ・強度設計,計 測

制御設計,安 全保護設計,安 全防護設計を実

施 してゆき,各 部の構造,寸 法,材 料 を決定

して部品図を作成す るという一連の作業 を実

施す るのであるから,製 造者においては 「詳

細設計事項の体系」は存在す るのである。

従って,行 政庁審査の対象 としての 「詳細

設計事項」 も必ず存在 しうるのであるか ら,

審査の効率化,合 理化の見地からその体系的,

包括的整理が望 まれる。

§4.運 転管理要綱,運 転操作要領書の審査(運

転開始段階)

(1)審 査 対 象

(i)原 子炉施設保安規定,電 気工作物保安

規程等法令要求規定類

(ii)運 転管理要綱

原子炉施設の運転管理に関す る基本的事

項について,社 内文書 として取 まとめた

もの。

(iiD運 転操作要領書(運 転操作手順書)

原子力発電所において運転員が個 々の

運転操作 をどのように行 えばよいかにつ

いて,具 体的に記載 した文書である。各

原子炉施設毎に各運転操作パ ターンにつ

いて取 ま とめ られているのが通例 であ

る。運転操作手順書(通 称 「運転マニユ

アル」)ともいわれるが,そ の書 き方の「基

本通則」については未だ定め られていな

い 。

(2)事 業者の自主審査

① 運転管理要綱,運 転操作要領書は,製

造者か ら提 出のあった取扱説明書等に基

づ き,社 内担当者が原案を作成する。

⑪ 形式的には,原 子炉主任技術者の意見

聴取,各 発電所保安運営委員会の審議 を

経て制定 される。

(3)行 政庁審査

① 原子炉施設保安規定は,認 可に際 し審査
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される。標準案文は,整 理ずみ。

(ii)運 転管理要綱については,事 業者の社

内規定であるため,説 明 を受けるに止ま

っているようである。

(4)運 転管理要綱,運 転操作要領書の記載通

則(基 本通則)の 整理確立

① 運転員に対 し,「未知なる操作,不 確定

な操作,操 作要領書外操作をさせてはな

らない。」 との原則の確立が必要である。

⑥ 要綱,要 領書を作成するに当たって,

どのような事項についてどう記載 してい

けば暇疵のない内容 とすることができる

のかを保証する 「記載通則」は未だ民間

規程 としても定め られていない。従って,

要綱,特 に要領書の記載は各社毎,各 炉

毎に少 しずつ異なっているもの と考 えら

れ るが,我 が国原子力発電所の信頼性向

上のため,原 子炉の運転管理の 「基本原

則」を明確 に確認することにより,「基本

通則」 として確立する必要がある。

原子力発電所は人智により地上に創 り

出したものであるか ら,基 本通則 もまた

人智により必ず制定することが可能 なの

である。

§5.各 原子炉施設で発生する異常,故 障,事

故の体系的整理 と対応操作要領の用意

原子炉の運転においては,運 転員に対 して

未知 なる操作並びに不確定な操作 をさせては

ならない。 また,運 転員による運転操作は,

原則 としてすべ て操作要領書に規定 されてお

り,常 に高度 なよい状態の意識 と判断を期待

するものであってはならない。このため,次

の対策が求められる。

① 運転中の各原子炉施設において発生す

る運転状態の異常,故 障,事 故 について

体系的,包 括的に摘出,整 理することに

より 「予期せ ざる事象」の発生の可能性

を排除すること。

⑪ これらの事態における対応のための運

転操作の要領を,運 転操作要領書におい

て作成用意 してお くこと。

⑪ 各種事故についても,同 様に操作要領

を用意 してお くこと。

そして,事 業者における原案作成 と自主

審査の体系を整理確立する必要がある。

また,各 種事故以上の事態における緊急

時措置要領は,ど の原子炉について も策

定されているが,① 及び①については体

系的手法が確立 されてお らず,故 障,異

常時における操作要領のメニューを揃え

る迄には至っていない。この点が第4の

"つぼ"な のである
。

§6.定 期点検,補 修の実施(メ インテナンス

段階)

(1)各 原子炉施設の機能 ・性能の劣化特性

一般 に機械装置の部品や機械要素は,運 転

時間の経過に伴い,機 能 ・性能は劣化する。

各部品や要素毎にこの劣化の速 さが分ってい

れば,運 転開始段階の 「当初 レベル」か ら機

能 ・性能は低下 していき,「使用可能レベル」

の下限に近づいていく。

機器の機能 ・性能の劣化特性の差によりメ

インテナンスのや り方が異なって くる。即 ち,

①劣化特性が緩やかな機器(油 タンク,空 気

だめ等)に あっては,数 年に1回 のメインテ
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ナンスの実施で十分であ り,① 劣化特性が急

で著 しい部品,要 素にあっては一定の期間毎

に消耗品として取替える手法が採用される。

この両者の中間の機器に対 しては,一 定の期

間毎に分解,点 検,補 修 を行 うメインテナン

ス作業が実施 される。 このような見地か ら,

原子力電源における1次 系,2次 系など主要

原子炉施設(高 温,高 圧,腐 食環境等にさら

されるもの)に 対 しては,1年(原 子炉回 り

の施設)も しくは2年(蒸 気ター ビン,所 内

ボイラー等)毎 の 「定期点検」及び第3者 認

証 としての国(又 は指定検査機関)に よる「定

期検査」が義務付けちれているのである。

(2)機 能 ・性能の劣化特性の定量的把握 と,

定期点検及び定期検査時期の導出

各機器,部 品や要素の運転時間の経過に伴

う機能 ・性能の劣化特性は,運 転中のすべて

の原子力電源 を対象 として,運 転 中における

故障,異 常の発生実績,定 期点検における補

修実績 並びに設計及び製作の思想(部 品等

の数替え,腐 食劣化の進行 をどう想定 してい

るか)に 基づいて,定 量的に把握することが

可能である。

火力発電分野及び原子力電源における蒸気

マービン回 り施設については,全 数 をカバー

した過去10年 間の実績か ら,各 機器,部 品や

要素の機能 ・性能の劣化特性を定量的に把握

し,こ の結果に基づいて 「機能 ・性能レベル

が運転可能レベルを下回る前に,点 検補修 を

行 う」 との考え方により,事 業者が実施す る

定期点検のインターバルと範囲,並 びに第3

者認証 としての国(又 は指定検査機関)の 定

期検査のインターバルを演繹的に導出 して,

運用していている。即 ち,火 力発電用のボイ

ラー,蒸 気 タービン,ガ スター ビンにあって

は,国 による定期検査は電気事業法の施行規

則に定め られている期間の,実 質2倍 の期間

まで延長することが承認される制度 となって

いる。 しか し,事 業用のみでな く,自 家用発

電設備 のボイラー等についても全 く同 じ規制

緩和の運用がなされているのである。

(3)原 子力電源における蒸気タービンに対 す

る定期点検及び定期検査の実施

(i)原 子炉に対する国の定期検査は原則 と

して 「1年1ケ 月±1ケ 月」毎に受けな

ければなちない。これを2回 繰返す と,

「2年2ケ 月±2ケ 月」 となるので,蒸

気タービン側の 「2年 ±1ケ 月」の期 間

と合致 しな くなる。さすれば 「蒸気 ター

ビン側の国の規制の事情のために原子力

発電所の年間利用率が上 らない」 との非

難が起ることは明白である。 しか しなが

ら,こ の ような電気事業者の非難は生 じ

ていない。それは,何 故か。その答えは,

蒸気 ター ビンについては,既 に火力電源

における蒸気 タービンやガスター ビンに

おけるの と同様の手法により,各 機器,

部品や要素の機能 ・性能の劣化特性 を定

量的に把握 し,こ の結果に基づ いて定期

点検のインターバル及びその範囲 を導出

してメインテナンスを実施 し,国 側 はそ

の 自主保安の状況を踏えて国による定期

検査の時期 を 「最大限12ケ 月」延長す る

弾力的運用 を行 っているからである。即

ち,技 術的,定 量的な裏付けの上に,合

理的行政手続が採用 されてい るのであ

る。

(ii)こ こで注 目して頂 きたいのは,事 業者
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が 自主保安のために実施す る「定期点検」

とその自主保安 の実施状況 を第3者 認証

行為 として実施される国(又 は指定検査

機関)に よる 「定期検査」 とが明確に異

なるもの として分別 されていることであ

る。

㈹ 以下に,「 原子炉回 りの施設」における

「定期点検」及び 「定期検査」の方法の

高度化及び合理化 について,述 べ ること

とする。従来から原子炉 回りの施設に対

しては,「 国による厳重な定期検査」が実

施 されてきている。 しかしなが ら,国 に

よる厳重な定期検査が終了した直後 と立

上 り時の運転段階において,バ ルブやパ

ッキンか らの蒸気漏れ,点 検補修されな

かった溶接箇所からのひび割れ水漏れ,

分解修理後の組立復 旧作業における作業

ミスによる運転支障等が,多 発 した。 こ

のような事態の発生は,「 国の検査」に対

する地域社会の信頼性をその都度大 きく

損 うところとなった。一般的に言って,

オーバーホール後の立上 り運転段階では

各機器,施 設の運転状態の調整は不可欠

である。

このような事実 を踏え,国 による定期検

査の対象期間は,オ ーバーホールによる

点検補修の期間に加え,立 上 り調整運転

段階の期間をも加 えるよう制度運用が変

更されて今 日に至 っているのである。

④ 原子炉回 りの施設の定期点検及び定期検

査の方法の高度化及び合理化の方向

① 「定期点検」と 「定期検査」との分別

事業者は一義的に自主保安の責務 を有

してお り,こ の見地か ら毎年定期的に原
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子力電源の運転を計画的に停止して,各

機器のオーバーホール(分解点検,補 修)

を実施 している。 これが機械工学上採用

されている 「運転時間の経過 に伴 い機

能 ・性能の劣化が進む機械 に対 して実施

する定期点検」なのであって,基 本設計

において 「一定の運転時間毎にオーバー

ホールを行 う」ことは,寿 命設計の一分

野 として重要な諸計思想 なのである。

この定期点検 と,国 が自主保安の状況

を第3者 認証 として事業場 に立入 り介入

して行 う 「国による定期検査」 とは,機

械工学の体系上,明 確に分別されなけれ

ばならない。 この差異が未分明である限

り,原 子炉の洗練 ・高度化は望み得 ない

のではないだろ うか。 このような理由か

ら,先 ず 「定期点検」と 「定期検査」は,

明確に区別 して用いられるべ きである。

② 機能 ・性能の劣化特性の定量的把握

原子炉回りの各施設について,設 計 ・

製作の思想(寿 命設計),運 転段階におけ

る故障,異 常,事 故の発生状況 とその原

因の分析,メ インテナ ンスにおける補修,

取替実績に基づ き,運 転時間の経過に伴

う 「機能 ・性能の劣化特性」 を定量的に

把握することは,可 能である。この結果

に基づいて,「機能・性能レベルが運転可

能レベルを下回る前に運転 を停止 して点

検,補 修 を実施す る」との考 え方により,

各施設毎に定期点検のインターバルを導

出することが可能 となる。

③ 定期点検 における点検補修の範囲,内

容及びインターバルの演繹的,体 系的整

理の確立

この場合,機 能 ・性能の劣化特性は,



各原子炉施設を構成す る機器,サ ブシス

テム,要 素,そ して部品レベルまで展開

して定量的に把握することが可能である

か ら,メ インテナンスのインターバル(時

期)と 範囲(ど の範囲を点検,補 修すれ

ばよいか)も 体系的に明 らかとなる。こ

のインターバルと範囲を系統毎にグルー

ピングする手法により,プ ラン ト全体の

計画停止時期及び点検,補 修の範囲 ・内

容を決定することがで きるのである。

火力発電設備及び原子力タービンにつ

いては,こ のような作業は既に昭和62年

～63年 にかけて終了 している。このよ う

な演繹的,体 系的手法の確立 によっての

み定期点検から見逃 され る故障や事故事

象 を限 りな くZeroに することできるよ

うになるのである。本稿の主たるテーマ

である 「人事を尽す」手法 とは,こ うい

うことなのである。

④ 全数点検思想への回帰

我が国の軽水炉のメインテナンスにお

いては,「初期高品質一抜取検査」の思想

が導入された。

即 ち,「原子炉施設は,① ステンレス鋼

などの高級な材料を用い,⑪ コンピュー

タコー ドによる詳細な応力解析 を行なっ

て製作 し,か つ⑪製造 された機器,部 品

に対 しては品質保証計画に基づ きありと

全ゆる種類の高度な品質検査 を実施 して

いるのであるから,火 力機器のように全

数検査 は必要でなく,供 用期間中検査は

合理的な抜取検査 で十分である。」との主

張に基づ くものである。結果はどうであ

ったか。
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米国の軽水炉技術者には,高 級なステ

ンレス鋼材 を多く使用する化学工業プラ

ン トにおけ る応力腐食割れ現象は,思 考

の中に入っていなかった。我が国でも昭

和40年 代初期においてさえ,化 学工業プ

ロセスにおけるステンレス鋼材の応力腐

食割れの発生は,「耐腐食性の確保に伴 う

ヒステ リー」 として広 く認識されていた

のである。ステンレス鋼材に対す る 「初

期高品質一抜取検査」は通用 しなかった。

応力腐食割れは,時 間の経過につれて発

生す るものだったか らである。

原子力電源に対す る社会的信頼性 を向

上させていくには,「 人事 を尽 し」て人為

的 ミスを限 りな くZeroに 近づ けてい く

ことが求め られている。

原子力電源 のメインテナ ンスにお い

て,今 最 も強 く求め られているのは,国

内の運転経験 と実績 を分析 し,機 械工学

の手法に基づいて,方 法論的に欠陥のな

いメインテナンス体系 を確立することで

ある。

そこには事業者の自己都合による抜取

検査 を修正 し,地 域住民に安心 し信頼 し

て貰えるよう 「社会的信頼性」確保の視

点を加え,必 要 な部位に対 しては 「全数

検査」の思想へ回帰すべきことが明らか

である。

「人事 を尽 し」てこそ,社 会的信頼性が

与えられ,そ れが新 しい原子力立地への

道を拓 くのである。

これから多 くの軽水炉が運転時間15万

時間 を超える 「経年ユニッ ト」の時代を

迎えるが,定 期点検に対する機械工学的

再評価の必要性が痛感 される。(火力電源



で は 「ユ ニ ッ ト別 履 歴 管 理 シ ス テ ム 」 と

して既 に 確 立 ず み の こ とな の だが 。)

⑤ 国による定期検査の弾力的運用

④ までに述べた事業者における自主保

安 による工学的合理性に裏付けられた定

期点検の実施体系が確立された場合にお

いては,第3者 認証 としての国の検査 は,

検査の対象である原子炉技術の実状 と水

準に照 らし,運 用 を弾力化す ることが十

分可能 と判断される。

即 ち,① 定期検査時期変更承認の大幅

拡充,⑤ 定期検査の対象項 目の合理化,

簡素化の方途が,外 部への挙証能力を備

えたもの として可能 となるのである。

むすび一原子炉技術の洗練と高度化のために

以上述べたところを,原 子力電源信頼性向

上対策 として,「人事を尽すための5つ の"つ

ぼ"ど ころ」 として提案 したい。私達は,地

域住民の立場に立って,「原子力電源はどうあ

って くれれば安心できるのか,安 全であると

信頼 できるのか」について,原 子炉技術が地

域社会に許容 され立地できるまで 「技術の洗

練 ・高度化」を達成 し,テ クノロジーの夢 を

実現すべ きと考える。(なお,運 転操作要領書

基本通則のあ り方については,別 稿 を起 させ

て頂 きたい。)(了)

一88一



〔参 考 〕

我が国の原子力発電所 の故障 ・トラブル等の分析調査(抜 粋)

1.目 的

本調査は原子力発電所における故障 ・トラブルの発生状況 を分析 し,我 が国の原子力発電所

の運転実績の履歴 を把握することにより,原 子力発電所の安全確保及び信頼性の向上の視点か

ら,各 種 トラブルの経験が活かされ,設 計改良,製 造段階での品質管理の徹底,運 転管理の改

善,予 防保全の徹底等の対応が如何 に図られ,ど のように今 日の我が国独自の軽水炉技術が確

立 されて きたか を明確 にすることを目的 とする。

2.分 析対象範囲

分析の対象 とす るプラン ト及び対象期間については以下の通 り。

(1)対 象原子力発電所

平成3年 までに営業運転 を開始 した原子力発電所(炉 単位)

(BWR:21基,PWR:19基,GCR:1基)

(2)対 象 事 象

1969年(東 海発電所の運転開始年)～1992年3月 末(平 成3年 度末)の 問に発生 した以下の

事象

①法律(原 子炉等規制法及び電気事業法)に 基づ き報告 された事故 ・故障等(あ;444件)

②大臣通達 に基づ き報告された故障等(計;315件)

以上,総 計759件 の事象を対象 として取 り上げた。

出典;㈲ エネルギー総合工学研究所
「日本におけ るマネジメン トカルチュア

に関す る調査」(平 成5年3月)
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表1故 障 ・トラブル等の原因分類(法 律+通 達事象)

()内 は通達事象件数で内数

炉 型 別
原 因

BWR PWR GCR 計

基 本 設 計 不 良 0 0 1(0) 1(0)

詳 細 設 計 不 良 56(17) 59(24) 7(5) 122(46)

製 作 不 良(機 器関連) 137(55) 199(68) 22(16) 358(139)

内

訳

材料不 良 ・鋳造不 良 23(10) 39(16) 2(2) 64(28)

溶 接 不 良 38(11) 15(5) 0 53(16)

加 工 ・ 組 立 不 備 89(29) 141(44) 12(11) 222(84)

運 搬 ・ 据 付 不 良 7(5) 4(3) 8(3) 19(11)

製 作 不 良(計 測制御系統) 108(23) 35(11) 7(0) 150(34)

内

訳

部 品 不 良 35(11) 13(4) 4(0) 52(15)

設 定 不 良 9(2) 3(1) 0 12(3)

計 器 誤 作 動 54(9) 18(6) 3(0) 75(15)

シ ス テ ム 配 置 不 良 10(1) 1(6) 0 11(7)

使 用 前 自 主 検 査 不 良 4(2) 3(0) 14(0) 21(2)

運 転 ・運 転 管 理 不 良 66(18) 85(15) 19(5) 170(38)

内

訳

誤操作 ・不適切 操作 17(8) 13(9) 6(1) 36(18)

手 順 書 不 良 ・不 備 16(5) 9(4) 2(1) 27(10)

運 転 管 理 不 良 33(5) 63(2) 11(3) 107(10)

メ イ ン テ ナ ン ス 不 良 131(47) 54(15) 17(14) 202(76)

内

訳

メインテナンス方法論不備 12(6) 8(3) 0 20(9)

メインテナンス作業不良 80(33) 32(10) 16(14) 128(57)

作 業 手 順 書 不 備 39(8) 14(2) 1(0) 54(10)

外 部 要 因 18(4) 7(0) 6(0) 31(4)

自 然 劣 化 71(26) 35(5) 12(5) 118(36)

そ の 他 18(16) 7(7) 1(1) 26(24)

計 609(208) 484(145) 106(46) 1,199(399)

(注)原 因が複数 の もの は共通要 因として複数 カウン ト
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数
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圃 自然劣化

〔 コその他

年 度

図1故 障 ・トラブル等 の報 告件 数(原 因別 ・総 計+(法 律)
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〃 訪問記 〃 関西電力 富津工ネ
献

蝿

粛 伽　擁 編 譲 繍 蕪擁 蕪撫
隔。一 .
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'慶のぞ
、き"と の之ぱ;天 源立。

拳珂な天薇立κ麓P,戻 蒲 な算痴 方にある灘西霞力探式会を諭 肇エネ

ルギー易『究 所に,羽 田既 鰐 金子の3瀦 究費が方槻 乙ま乙た。 この研

獅 瀦究7e"/ノ乙τいるのでぱをいそラでヲ「。産1離承棚 に灘 する研 の/e

め発害設赫6あ ク霞宛 を嬬 乙でいるぞジです。そのあた クをいろいろと荷

っτきま乙た。

鍍 宮津はどんなところ?一
東京から新幹線,山 陰線,北 近畿タンゴ鉄道を乗り継 ぐと5時 間余 り。日本海の

厳 しい荒波を想像していたのですが,訪 問初日は素晴らしいお天気で,穏 やかな海

が私たちを出迎えてくれました。西舞鶴からの車中,対 岸に見えたソルトベージュ

色(と いうそうです。専門家の間では。)の研究施設が空と海の青と木々の緑に囲ま

れて,そ こだけが一枚の絵のようだったのが印象的でした。

ここ宮津はかつて城下町だったところで,大 手川,大 手橋といった名前にその名

残を留めています。また,ス テンドグラスはパリ直輸入で日本有数の古さを誇るカ

トリック宮津教会聖ヨ八ネス天主堂や,江 戸時代の家屋が,町 の歴史をものがたっ

ているようでした。........................................._.............

ゑ津 エネノレギL易 『究所

鰻駅塚
鯉
轟

易『究設循
n『㍗ 聡
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羅



ルギー研究所
」ψ1/1E女 傑研究頁期 チーム1ψ

鍮.診

さ あ,い よ い よ 見 学1

まず ぱ 舟後 魚 っ知 館(た ん こう お っちか ん)"

駅から車で目的地の?丹 後魚っ知館"へ 。魚 っ知館てなかなか しゃれた

ネーミングだと思いませんか。「平成4年8月,来 館者100万 人突破を記念

して,名 称を宮津エネルギー研究所PR館 から,企 業名を抜いた愛称にし

ようということで,一 般公募によってこの名がつきました。」とは,私 たち

の説明役をかってくださった伊藤研究課長さんです。この魚っ知館には,

水族館 ・展示コーナー ・3ロ シアター ・タッチングプール(魚 を手にとっ

てさわることができます。夏の一番人気だそうです。)があり,今 やここ宮

津の新名所だそうです。

　 サ サロコ　

@研 究所はこうしてできました
設計段階では来館を年間3万 人と予想 して

いたそうですが,い ざノ3・たをあけてみるとな

んとその10倍,年 間35万 人もの人々が訪れて

いるそうで,最 初はその誘導にてんてこまい

だったとか。今でこそ,う れ しい悲鳴を上げ

ていますが,こ の研究所をここに造ろうとい

う声があがってから,完 成に至るまでに20年

以上の月日がかかっているそうです。伊藤課

長さんのお話によると,昭 和40年 に市議会で

ここ宮津に火力発電所を誘致する決定がなさ

れましたが,地 元漁協の反対か強く一旦は白

紙に戻され,昭 和52年 に発電設備をもつ,エ

ネルギー研究所としての発足を認められ,昭

和60年 に着工,平 成元年に開所,営 業運転も

開始 したのだそうです。発電設備は,37万5

千キロワット2機 を擁 しています。そ して,

この発電設備を造るにあたっても,削 りださ

れた土砂を運び出さずに構内に坂を造ること

で処理した り,防 油堤になる小山にはエコロ

ジー緑化手法といって,木 々を密接 して植え

競争させることによって早 く大き くさせる方

法をとった り,構 内の建物はもちろん近隣の

鉄塔の色も周囲の景観 にあうよう専門家の考

えた配色がほどこされているなど,環 境対策

にも力をいれていることを女性の案内役の今

井さんが説明して下さいました。

nり

○

輸

{

地元共生型の研究所とは?渉
構内には風力 ・波力 ・太陽エネルギーを利

用した研究設備がありますか,な んといって

もこちらの目玉は,発 電設備から出る温排水

を利用 した,魚 の種苗生産 ・育成試験や,地

元の農業特産物の栽培に関する研究だそうで

す。定期点検中のお忙 しい中,途 中から説明

に加わって下さった春木所長さんのお話です

と 「宮津エネルギー研究所の特徴は地元共生

型であることです。つまり電力の安定供給は

もちろん,温 排水を利用 した研究は地元の農

業・漁業の振興に,魚 っ知館は観光の振興に,

役だっているのです。」

では,そ の温排水を利用 した研究をみてみ

ましょう。

次のページへ

一_
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憲 水産研究棟 塾

水産研究棟では温排水(*1)を利用 して2種

類の仕事が行われていました。1つ は,「水温

変化研究」という基礎的な研究,も う1つ は

「種苗生産 ・中間育成」という実益的な研究

です。研究されているのは,ク ルマエビ,ア

ワビ,マ ダイで,い ずれも"ごちそう"の海の

幸。高い魚でないと,採 算がとれないのだそ

うです。

前者の 「水温変化研究」では,「 暖かい海水

は,魚 や貝の艀化率 ・成長速度 ・成熟時期に

どれ くらい影響を与えるか」を調べているそ

うです。これまでの研究でわかったことの一

部を伺ったところ,温 度 による成長速度の差

が最も顕著なのはマダイで,場 合によっては

1.5～2倍 の成長速度になるそうです。また,

アワビでは産卵時期を数カ月から5カ 月程度

ずらすことが可能で,そ のような稚貝を育て

て年末やお正月に合わせて出荷するというこ

とも行われているそうです。

後者の 「種苗生産」というのは,人 工産卵

させた魚の卵を艀化させ,小 さい稚魚になる

まで育てること,「中間育成」というのはこの

稚魚を放流できる大きさになるまで育てるこ

とだそうです。平成4年 の 「種苗生産 ・中間育

成」の実績としては,ク ルマエビ種苗生産97

万匹,中 間育成55万 匹(放 流数),ア ワビ中間

育成7万 個(放 流数),マ ダイ中間育成10万 匹

(放流数)ほ どだったそうです。

亟 《趣 亟 亟 亟 く曝 亟 亟 く趣 《伽 亟 く曝

(*1)温 排水=

夕一ビンから出てきた蒸気を冷やして水に

戻すために使う,復水器冷却用の海水のこと。

復水器通過に伴う海水の温度上昇は,700と

なっています。

ちなみに,こ この発電所の稼動率は,昨 年

から今年 にかけて20～30%程 度だったそ う

で,温 排水が手に入らない時は取水した自然

海水をヒーター加熱 しておられるようです。

亟 亟 趣 亟 く曝亟 亟 亟 亟 亟 亟 亟 亟 亟 亟 く趣亟 亟 亟 亟 亟 亟 く亟

マダイ水槽 アワビ水槽 クルマエビ水槽

施設の概要

水産研究棟床面積 里200m2

温排水利用の しくみと施設の概要



海沿いの発電所に隣接 して魚の養殖場かあ く曝

るのはよく目にするところですが,そ の理由 くill(

の1つ はエネルギーの利用効率を高めること 亟

にあると思われます。聞き及んだところによ く亟

ると,エ ネルギーとは,電 気エネルギー,位 亟

置エネルギー,化 学エネルギー等のどんな形

をしていても,最 終的には熱に変わり,環 境

中に散逸していってしまうとのこと。特に温

排水のように環境中温度とあまり差かない場

合は,熱 に仕事をさせることは難 しく,そ の

ままの形で利用できる用途に供するのが一番

であるとのこと。また一般に,国 内の全エネ

ルギー消費量のうち電力の占める割合が高 く

なればなるほど(つまり電化が進むほど),エ

ネルギー利用効率は下がってしまうとのこと。

これは非発電用途でガスや石油をそのまま

燃焼させて使った場合と比べ,電 力では発電

段階におけるエネルギー損失が大きいためだ

そうです。省エネを第5の エネルギー源だと

言う人もいる世の中で,温 排水を利用 してエ

ネルギー利用効率を高めるのは,無 駄を減 ら

す大事な仕事なんだと感 じました。現在は温

排水のほんの一部を利用 しているだけだそう

で,今 後はさらに利用を拡大され,よ り一層

貢献されることと思いました。
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彪 水族館&農 示ホール 癌

水族館と展示ホールは"魚っ知館"と 呼ばれ

る大きい建物をこ分していました。

水族館では24個 の水槽 で約340種2900匹 の

魚を展示していました。ここは最近,(社)日

本水族館協会に加入され,全 国でも中規模に

あたる水族館だそうで,見応えがありました。

館内では温排水排出口付近のモニタカメラか

ら送られてくる映像を常時見ることができ,

イカが泳いでいる面白い姿を観察 しました。

また,こ の春から夏にかけては,日 本海産

のアマエビを飼育していたそうで,子 をもっ

たメスが時々腹肢5対 を動かして体内に水を

送り込む動作をするのが見られたそうです。

なんとなくこれからアマエビを食べるのがか

わいそうになってしまうようなお話でした。

曜澗 題 の"ア ー ム ロボ ッ ト

灘
　 灘 馨

'㌧ 響 驚郎 噛 へ

諺㌔

、
、 ・靴

,鼓 ◎

展示ホールでは、火力 ・水力 ・原子力 ・風

力 ・波力の各発電の しくみがパネルや模型で

説明されていました。また、ソーラーカー ・

アームロボット ・熱気球といったゲーム的要

素をもった展示もありました。特にアームロ

ボットでは、アームをボタン操作 して制限時

間内に3つ のボールを所定の場所に移動する

という内容で、なかなか難しかったです。

次の頁 へがきま乙よラ



研究所の うごき
(平 成5年10月1日 ～12月31日)

2.ニ ュー サ ン シャ イ ン ・ネ ッ トワー クシス

テム の構築 に つ いて

(新エ ネル ギー ・産 業技術 総合 開発 機構

NEDO情 報 セ ン ター長 石丸利 道 氏)

◇ 第14回 評議員会開催 ◇ 主なできごと

日 時:11月17日(水)15:00～17:45

場 所:経 団連 会館(9階)901号 室

議事 次 第

1.平 成4年 度 事 業 報告 お よび収 支決算

2.平 成5年 度 事 業計 画 お よび収 支予算

3.講 演 「新水 素 エ ネル ギー の研 究 開発 の現

状 に つ いて」

(東京工業 大 学 教 授 岡本 眞 實氏)

◇ 月例研究会

第107回 月例 研 究会

日 時:10月29日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中ホー ル

議 題:

1.原 子 力用先 進 的 シ ミュ レー ター の研究 開

発 動 向

(主任 研究 員 黒 沢厚 志)

2.原 子 力 を巡 る最 近 の情 勢 につ いて

(通商産 業省 資源エネ ルギー庁公益事 業部

原 子力 発電 安全 管理 課 長 藤 富正 晴 氏)

第108回 月例研 究 会

日 時:11月26日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館6階 中 ホー ル

議 題:

1.イ ン ドネ シア科 学研 究 都 市計 画

(試験研 究 部部 長 兼副 主席 研 究員

松 井一 秋)

2.メ タンハ イ ドレー トの 海外 にお け る開 発

の動 向

(主管研 究 貝 寺崎 太 二郎)

第109回 月例 研 究会

日 時:12月24日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館6階 中 ホー ル

議 題:

1.TRU廃 棄 物処 分 に関 す る動 向

(専門役 和 達嘉 樹)

10月1日(金)

5日(火)

7日(木)

12日(火)

15日(金)

21日(木)

22日(金)

25日(月)

27日(水)

・第5回 エ ネル ギー需給 に関 す る

検 討委 員会

・第2回FBR新 技術 フ ィー ジ ビ

リテ ィ スタデ ィ調査検討 委 員会

開催

・第2回 高効率 発 電技術調 査 ・A

-PFBC発 電 システム調 査検

討 会

・第4回 非在 来 型天然 ガス調 査 分

科 会 開催

・第2回 実用 発 電用原 子炉廃 炉 技

術調査手続分科会開催
・第3回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの実

用化調査分科会開催
・第3回 製油所における電 ・熱有

効利用に関する調査分科会開催
・第2回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの実

用化調査委員会開催
・第1回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

の調査委員会

・第3回 分解軽油の利用拡大に伴

うA重 油品質のあり方に関する

調査分科会開催
・第2回 分解軽油の利用拡大に伴

うA重 油品質のあり方に関する

調査 ・海外調査WG開 催
・第1回 石炭層ガス調査委員会開

催
・第2回 自動車用メタノール燃料

に関する調査WG開 催
・第3回 エネルギー環境予測検討

委員会 ・WG開 催
・第2回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査委員会
・第1回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの実

一98一



用化調査 ・海外調査打合せ開催

!0月28日(木)・ 第1回 高効率LNG複 合発電シ

ステム調査ワーキング
・第6回 エネルギー需給に関する

検討委員会
・第3回 原子炉総合数値解析シス

テム実用化検討委員会開催
・第2回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査物量等分科会開催

29日(金)・ 第6回 エネルギー需給に関する

検討委員会

11月1日(月)・ 第3回 分解軽油の利用拡大に伴

うA重 油品質のあり方に関する

調査 ・海外調査WG開 催
・第5回 高効率発電技術調査委員

会

2日(火)・ 第5回 高効率発電技術調査委員

会
・第2回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査再利用分科会開催
・第3回 軽水炉技術開発の方向に

関する調査委員会開催
・第10回原子炉安全数値解析高度

化委員会開催
・第4回 製油所における電 ・熱有

効利用に関する調査分科会開催

4日(木)・ 第1回 石炭技術に係わる技術

データ検索及び研究設備の体系

化調査研究委員会開催
・第1回 地球環境保全型化石エネ

ルギー技術 と炭酸ガス回収技術

調査委員会
・第3回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査手続分科会開催

5日(金)・ 第1回 既設火力の高効率化可能

性調査検討会
・第1回TRU廃 棄物処分に関す

る調査検討委員会開催

9日(火)・ 第2回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査委員会開催

10日(水)・ 第2回 エネルギー環境予測検討

委員会開催

15日(月)・ 第5回 非在来型天然ガス調査分

科会開催
・第2回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

17日(水)

18日(木)

22日(月)

24日(水)

25日(木)

26日(金)

29日(月)

30日(火)

12月1日(水)

6日(月)

7日(火)

8日(水)

9日(木)

の調査 委 貝会

・第7回 エ ネ ルギー 需給 に関 す る

検 討委 員 会

・第1回 自動 車 用CGTハ イ ブ

リッ ドシス テム検討 委 員会

・第1回 地 層処 分研 究委 貝会 開催

・第1回 環境 調和 型 エ ネル ギー コ

ミュニ テ ィ調査W/G

・第4回 エ ネ ルギー環 境 予測 検討

委 員会 ・WG開 催

・第2回 既 設火 力の 高効率 化 可能

性 調査 検 討会

・第4回 軽 水炉 技術 開発 の方 向 に

関す る調査 委 員会 開催

・第4回 分解 軽 油 の利用 拡大 に伴

うA重 油 品質 の あ り方 に関 す る

調 査 ・海外 調査WG開 催

・第2回 都 市 エネ ルギー セ ン ター

導入 にか か わ る調査 ・検 討 ワー

キ ン グ ・グルー プ

・第1回 新 水素 エ ネル ギー基 礎研

究推進 委 員会 開催

・第2回 分解 軽 油 の利用 拡大 に伴

うA重 油 品質 の あ り方 に関 す る

調 査委 員 会開催

・第2回 メ タ ノー ル火 力発電 所 の

環 境影 響 評価 実証 調査 ワー キ ン

グ ・グルー プ

・第8回 エ ネ ル¥'一一需給 に 関す る

検 討委 員 会

・分散 型新 発電 技術 実用 化実 証研

究 に関す る調 査委 員会 ・幹 事会

・第4回 原 子炉 総合 数値 解析 シス

テ ム実 用 化検 討委 員会 開催

・第3回 高 効率 発電 技術 調査 ・A

-PFBC発 電 シ ステ ム調 査検

討 会

・第2回 非 在 来型天 然 ガ ス調 査 委

員会 開催

・第3回 高効 率 発電 技術 調査 ・A

-PFBC発 電 シ ステ ム調 査 検

討会

・第2回 石 炭 層 ガス調査 委 員会 開

催

・第4回 分解 軽 油 の利 用拡大 に伴

うA重 油 品質 の あ り方 に関す る
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12月9日(木)

13日(月)

14日(火)

15日(水)

16日(木)

18日(土)

20日(月)

22日(水)

調査分科会開催
・第1回 自動車メタノール燃料に

関する調査臨時WG開 催
・第4回 実用発電用原子炉廃炉技

術調査手続分科会開催
・第4回 石油活用型ガスタービン

複合ごみ焼却発電システムの実

用化調査分科会開催
・第6回 高効率発電技術調査委員

会
・第2回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査W/G
・第1回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査海外調査打合せ
・第6回 高効率発電技術調査委員

会
・第5回 軽水炉技術開発の方向に

関する調査委貝会開催
・第3回 地球環境から見た総合的

化石燃料サイクル分析評価手法

の調査委貝会

・第2回 地球環境保全型化石エネ

ルギー技術 と炭酸ガス回収技術

調査委員会
・第2回 石炭技術に係わる技術

データ検索及び研究設備の体系

化調査研究委員会開催
・第5回 製油所における電 ・熱有

効利用に関する調査分科会開催
・第3回 自動車用メタノール燃料

に関する調査WG開 催
・第2回 自動車用メタノール燃料

に関する調査臨時WG開 催
・第1回 小規模燃焼機器に係わる

ばい煙低減技術調査委員会開催
・第2回 環境調和型エネルギーコ

ミュニティ調査委員会

田村 至 研 究 員に任 命

プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 に配 属

011月16日 付

(採用)

浅 見 直 人 副 主 席 研 究 員 ・新 水 素 エ ネ ル

ギー実 証研 究 セ ンター プ ロジ ェ

ク トマネ ジ ャー に任 命

011月21日 付

(退任)

プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部

副主 席研 究員 鹿毛 量(出 向解 除)

Ol1月22日 付

(採用)

加 藤恭 義 副 主席 研 究員 に任 命

プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 に 配属

011月24日 付

(採用)

南雲 利夫 主 管研 究 員に任 命

プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 に 配属

藤 原 鉄也 主 管研 究 貝 に任 命

プ ロジ ェ ク ト試験研 究部 に 配属

012月1日 付

(採用)

祐 延 悟 主 管研 究 員 に任 命

新 水 素エ ネ ル ギー 実証 ラボ ラ ト

リー に配属

高橋正 典 主 任研 究 員 に任 命

新 水素 エ ネ ル ギー 実証 ラボ ラ ト

リー じこ酉己属

斉藤 俊哉 研 究 員 に任命

新 水素 エ ネ ル ギー 実証 ラボ ラ ト

リー`こ酉己属

長谷 川規 史 研 究員 に任 命

新 水 素エ ネ ル ギー 実証 ラボ ラ ト

リー に配属

◇ その他

◇ 人事異動

010月1日 付

(採用)

外 川 守 人

加藤吉伸

主管研究員に任命

プロジェクト試験研究部に配属

主管研究員に任命

プロジェクト試験研究部に配属

11月1日

12月1日

新 水 素 エ ネ ル ギー実 証 研 究 セ ン

ター 開 設

新 水 素 エ ネ ル ギー実 証 ラ ボ ラ ト

リー 開 設

◇ 海外出張

(1)黒 沢 厚志 主任 研 究 貝は,エ ネル ギー環 境予
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測 検討 の ため,10月2日 か ら10月17日 の 問,

フ ラン ス,デ ンマ ー ク,ス イス,オ ー ス ト

リアへ 出張 した。

(2)原 田義 也主 任研 究 員は,「新 型原 子力 プ ラン

トの 設計,技 術,安 全 お よび導 入の ため の

戦 略 に関す る国際 シンポ ジウム」 参加 の た

め10月17日 か ら10月23日 の 間韓 国へ 出張 し

た。

(3)福 井康博 主 任研 究 員は,高 度 負荷 集 中制御

シ ステム に関す る調 査 の ため,10月30日 か

ら1!月14日 の 間,イ ギ リス,フ ラ ンス,ス

ペ イン,ド イツへ 出張 した。

(4)高 瀬 哲主 任研 究 員 と松 本一 彦 主任研 究 員

は,高 効 率 発電 技術 調査 の ため,11月6日

か ら11月19日 の間,ド イ ツ,ス ペ イ ン,イ

タ リア,ス ウェー デ ン,フ ラ ンスへ 出張 し

た。

(5)吉 田隆 夫主 管研 究 員は,分 解 軽油 の利 用拡

大 に伴 うA重 油 品質 の あ り方 に 関す る調査

の ため,11月6日 か ら11月21日 の間,ア メ

リカ合衆 国へ 出張 した。

(6)藤 倉 明 主 管 研 究 員 は,FBR新 技 術

フ ィー ジビ リテ ィ調 査 の ため,11月7日 か

ら11月18日 の問,ア メ リカ合 衆 国へ 出張 し

た。

(7)大 門艇雄 副 主席研 究 員 は,製 油所 に おけ る

電 ・熱有 効利 用 に関す る調 査 の ため,11月

14日 か ら11月28日 の 間,ド イツ,イ ギ リス,

オラ ン ダ,フ ラン ス,ア メ リカへ 出張 した。

(8)楠 野 貞夫 副主 席研 究員 は,SafetyScience

お よ びPLEX'93国 際 会議 出席 の ため,11

月20日 か ら12月4日 の 問,ハ ンガ リー,イ

ギ リス,ス イ スへ 出張 した。

(9)赤 田卓 己主 管 研 究 員 は,石 油 活 用 型 ガ ス

ター ビ ン複合 ごみ焼却 発 電 シ ステム の実用

化調 査 の ため,11月27日 か ら12月9日 の 間,

ア メ リカ合衆 国へ 出張 した。

⑩ 和達 嘉樹 専 門役 と杉本 雄 二主任 研 究 員 は,

TRU廃 棄物 処分 に 関す る調査 のた め,11

月27日 か ら12月9日 の間,イ ギ リス,フ ラ

ンス,ベ ル ギー,ド イツへ 出張 した。

(ll)植 村 卓 司主任 研 究員 は,大 阪電気 自動 車 コ

ミュニ テ ィー シス テム事 業実施 に伴 う技術

検討 の ため,11月29日 か ら12月19日 の 間,

ドイ ツ,ベ ル ギー,オ ー ス トリア,オ ラ ン

ダへ 出張 した。

(12)松 井 一秋 副 主席研 究 員 は 「第4回 低 温核 融

合 国際 会議」 参加 の ため,12月5日 か ら12

月9日 の間,大 久保 憲一 主任研 究 員 は 同 じ

く 「第4回 低 温核 融合 国 際会議 」 参加 のた

め,12月5日 か ら12月12日 の間,ア メ リカ

合衆 国(マ ウ イ)へ 出張 した。
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編集後記

巻頭 言 は,並 木 資源 エ ネル ギー庁 長 官官房

審 議 官か ら頂戴 した。 激動 す る国 際情 勢の 中

にお いて,技 術 革新 と産 業 基盤 の確 立 を図 り

なが ら,エ ネ ル ギー 技術 開 発へ の新 た な対 応

の 必要 性 を強 く訴 え られて い る。

本号 は,「新水 素 エネ ル ギー実証 技 術 開発 プ

ロ ジェ ク ト」 を 中心 に据 え,ま ず,渡 邊 昇 治

氏(資 源 エネ ル ギー 庁)に ご寄稿 を頂 き,こ

の プ ロ ジェ ク トの全 容 を ご紹 介 い ただ くと と

もに,こ れの研 究 開発 の進 め方 につ い て,資

源 エ ネル ギー庁 佐々 木技 術課 長 をは じめ,本

事 業 の推進 に携 わ る関係 者 の方 々 に よる座 談

会 を開催 し,あ ま り聞 き馴 れ ない 「新 水素 エ

ネ ル ギー」 につ い て,ご 理解 を深 め て頂 くた

め企 画 した もので あ る。

この 未知 の熱発 生 現象 が,21世 紀 の新 しい

エ ネル ギー源 として 大 き く開花す るこ とを,

期 待 して い る もの であ る。

所外 か らは,甲 斐 宗太 氏(石 油 公 団)に,

「天 然 ガ ス検 討会LNG分 科会 中間報 告(案)

の概要 」 につ いて ご寄 稿 頂 いた。

所 内か らは,調 査研 究 報告3編 と海 外 出張

報 告1編 で あ る。 調査 研 究報告 では,こ の た

び 出向解 除 とな り,大 阪 ガ ス㈱ に戻 られ た加

賀城 俊正 氏 か ら,当 所 在 職 中 に 担 当 され た

「CO2回 収 ・処理 技術 の シス テム評価 」につ い

て,寺 崎主 管研 究員 に は,「 メタ ンハ イ ドレー

トに関す る海外 の研 究 開発 動 向」 につ いて,

ま た,植 村 主任研 究 員 に は,「大 阪電 気 自動 車

コ ミュニ テ ィシ ステム事 業 の現 状」につ いて,

それ ぞれ読 み応 えの あ る研 究報 告 を取 りまと

めて頂 いた。

海外 出張 報告 で は,和 達専 門役 に,チ ェル

ノブイ リ原子 力発電 所 の事 故 に よ り惹 き起 こ

され たベ ラルー シにお け る放 射 能汚染 状況 等

の対策 に関 す る協 力の一 環 と して,専 門家 と

して現 地 に赴 き,調 査,体 験 した最新 の 貴重

な情報 を取 りま とめ て紹 介 して頂 いた。

今 回のエ ネ テ ク ドリー ム21は,原 子力発 電

所 にお け る人為 的 ミス をゼ ロ に近 づ け る た

め,五 つ の"つ ぼ"を 設け て これ ら を排 除す

るため の建 設 的 なご意 見 を披 露 され て いる。

女 性研 究 員取 材 チー ムの訪 問 記 は,関 西電

力(株)宮 津 エ ネル ギー研 究所 の 見学 記事 で あ

る。 この研 究所 は,火 力発電 所 と一体 とな っ

てお り,排 出 され る温排 水 を漁 業面,農 業 面

に 活用 した地域 共生 型 の モデル とな るもので

あ り,発 電 所が 地域 と共 生 す る こ とに よ りい

か に魅 力 あ るもの とな るか。 この記事 か ら是

非 お読 み とり頂 きたい。

女 性 に よ る感受 性 豊か な訪 問 記事 を今後 も

大 い に期 待 したい。(石 崎 一夫 記)
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新刊案内

2050年 への挑戦

21世 紀 の 技術 とエ ネ ル ギー ビジ ョンー

財団法 人エネルギー総合工学研 究所 電力新報社刊

21世 紀 の技術 とエネルギー委員会編著 定価1880円

1993年12月3日 初版発行

[本書の特色]

① 本書は,21世 紀中葉(2030年 及び2050年)に おけ る我が国の 「1次エネルギー供給構成

の見通 し」 と,そ の実現のための技術開発 と実用化のシナ リオ」を,地 域環境問題の解決

を至上の課題 としつつ,各 エネルギー分野毎に初めて本格的に提示したものです。

② 本書は,単 にエネルギー技術の見通 しに止まらず,21世 紀社会 を展望 し,文 明史論的見

地から21世紀文明で利用される技術体系の変化の方向を見据えることにより,「21世紀社会

で支持 され得 るエネルギー技術体系は,い かにあるべ きか」をも明確に提示 した画期的内

容 となっています。

③ 更に,「21世紀における理想のエネルギーシステムの実現に向けての戦略的視点」として,
「ライフスタイル と思考方式の変革による文明の転換」,「省エネ ・節エネ ・創エネ」 を基

本 とす る 「全員参加型エネルギー確保社会の実現」,「エネルギー技術の社会的受容性の確

立によるエネルギー施設の立地促進」等,合 計12の 大胆かつ斬新な政策提言を行 っていま

す。

本書は,以 上の ように,エ ネルギー関係技術開発,政 策立案,事 業化,マ ーケティング等

に携 っておられる方々にとって,極 めて示唆に富む内容になっており,21世 紀以降もその価

値 を失 うことはないと考えられます。

是非,ご 一読をお薦め致 します。全国の書店にて発売中です。
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新刊案内

石炭技術総覧

21世 紀へ の石炭利用 と地球環境

財団法人エネル ギー総合工学研究所 電力新報社刊

石炭研究会編著 定価2500円

1993年9月25日 初版発行

[本 書 の 特 色]

① 本書は,化 石燃料資源の大半 を占め る石炭の採掘 ・ハ ンドリング ・輸送 ・利用 ・環境保

全等に関わる諸技術について,判 り易 く解説 し,且 つ炭酸ガスを含む環境汚染物質の排出

を最小限度に止めるために,現 在開発中もしくは検討中の石炭利用に関する新技術につい

て も解説を加え,将 来の有 るべ き石炭利用の方向性をも提示 した初めての石炭の総合的な

技術解説書です。

② 本書は,石 炭関連技術の一般的な解説書 とは異なり,著 者の 日頃の研究活動の中で培わ

れた哲学をべ一スに各技術 を判 りやす く解説 しているため,読 み物 としての面白さも持 っ

てお ります。

③ また,本 書は,石 炭 を高度に,し か も地球規模の環境に優 しく利用す るためには,ど う

すれば良いかを判 り易 く纒めてあるため,入 門書 として も利用できます。

本書は,以 上のように,石 炭諸技術の解説のみならず,且 つ将来の利用技術開発の方向性

を示唆す る内容 となってお り,今 後の石炭に携わる人々を勇気づけ,役 立てれば幸いです。

是非,ご 一読 をお薦め致 します。全国の書店 にて発売中です。
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「第1回 燃料電池 シンポジウム」開催 のお知 らせ

●主 催:燃 料 電池開発情報セ ンター(FCDIC)

●後 援:財 団法人 エネルギー総合工学研 究所 他

●会 期=平 成6年6月27日(月)～28日(火),(懇 親会6月27日 夜)

●会 場:学 士会館(東 京神 田錦町3-28)

●講演申込期限=3月18日(金)● 講演 予稿期限:5月20日(金)

●参加申込期限:6月3日(金)

●講演 ・参 加申込方法1下 記連絡先 までお問い合せ下 さい。

●参加費(期 限 までに申 し込み の場合):

・会 員8 ,000円 ・会員外15,000円 ・懇親会10,000円

(会 員:主 催,共 催,後 援,協 賛 の各機関 ・団体 会員を 「会員」と します)

●連絡先:燃 料電池開発情報 センター(FCDjc)

〒101千 代田区神 田小川町2-1-7TEL(03)3296-0935,FAX(03)3296-0936
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無断転載 を禁 じます。(印 刷)和 光堂印弄刮株式会社
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